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平洋地域の軍関係者に国際的な討論の場を提
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複合化する 安保リスク
47 巻、1 号、2022 年

読者の皆様、

ンド太平洋防衛フォーラムにようこそ。本巻は複合化する安保リ
スクの特集号です。

21 世紀においては、各国間の距離の縮小が世界規模で進んでいます。
そのような環境と急激で破壊的な変化が混ざり合った結果、従来の 	
安全保障上の脅威を分ける境界は曖昧になりました。ここでは、そうした
脅威によって国際ルールに基づく秩序が直面する課題およびそれらが
インド太平洋地域にもたらす影響を分析します。
安保リスクが複合化すると脅威と競争の力学に変化が起こります。

これらのリスクに対抗しその影響を軽減するために、われわれ同盟国
とパートナー諸国は、地政学的な状況の文化的、経済的、政治的な 	
ニュアンスを理解する必要があります。
まずは、当地域全体における対宇宙能力・開発・政策の分析を行い

ます。一部の敵国で対宇宙兵器の進化が見られるのに対し、同盟国と
パートナー諸国は、それらの開発に対抗する革新的な進歩を遂げつつ
あります。戦略国際問題研究所（CSIS）のアナリストが詳述する通り
日本および韓国では、優位性を維持するための技術開発が進められて
います。そうした進歩には宇宙基を保護し、ドメイン内の行動規範の
概略を示す新たなプロトコルが必要となります。
太平洋の島嶼国や領土は国境を超えた犯罪の蔓延、違法漁業、激甚

化する自然災害といった新たな安全保障上の脅威に直面しています。
特集記事では、こうした安保リスクを軽減するための地域全体に	
おける協力に成功した米国陸軍太平洋島嶼国作戦部隊の活動をご紹介
します。
ニューヨーク州ホバート・アンド・ウィリアム・スミス・カレッジ

の周景顥（Junghau Zhou）博士は、中国共産党の最近の活動に、	
国際舞台における勢力拡大の野望が表れていると主張します。中国共産
党の軍事力増強、戦狼外交、積極的な政治宣伝、イデオロギー検閲、
強制的な経済政策は、その見解を裏付けるものです。この攻撃に対抗
するためには同盟とパートナーのネットワークが必要であることが一
連の関連記事によって示されます。
ウィスコンシン大学ミルウォーキー校のシェール・ホロウィッツ

（Shale Horowitz）博士は、中国共産党の軍事安保上の脅威としば
しば結び付く中国の経済的脅威について、それらの脅威の軽減に向け
た地域的なソリューションを提示します。米国国土安全保障調査局
（U.S. Homeland Security Investigations）のジョン・F・	
トボン（John F. Tobon）は、闇の外国為替市場への中国の関与が	
インド太平洋地域に与える安全保障上の影響を明らかにします。	
AIスタートアップ企業のCEO兼共同設立者であるイ・ドゥワン 	
（Doowan Lee）は、情報の武器化を進めてきた中国共産党のデジタ
ル戦略に同盟国とパートナー諸国のネットワークがどう対抗できるか
を解説します。
これらの記事が海上安保に関する地域の対話を促進すること

を願っています。ご意見をお待ちしております。当雑誌、ipdf@
ipdefenseforum.com 宛に、皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF

アメリカインド太平洋軍（USINDOPACOM） 
リーダーシップ

ジョン・C・アキリーノJOHN C. AQUILINO
米国海軍、大将
司令官

よろしくお願いいたします。
FORUM スタッフ

当社について

インド太平洋防衛フォーラム
本社：USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI 96861 USA

ipdefenseforum.com
E メールアドレス：

ipdf@ipdefenseforum.com

IPD FORUMFORUM

IPD FORUMFORUM

イ

ステファン・D・スクレンカ	
STEPHEN D. SKLENKA
米国海兵隊、中将
副司令官

ジョン・F・G・ウェイド	
JOHN F.G. WADE
米国海軍、少将

作戦担当ディレクター
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寄稿者IPDF

周景顥（JINGHAO ZHOU）博士は、ニューヨーク州ホバート・	
アンド・ウィリアム・スミス・カレッジの准教授としてアジア	
研究に取り組んでいる。主な研究分野は中国のイデオロギー、	
政策、宗教と米中関係。これまでに数多くのジャーナルや
ニュースで発表した記事のほか、「Chinese vs. Western 
Perspectives:Understanding Contemporary China（中国の視点	

vs. 西側の視点 - 現代中国を理解する）」など4冊の著書もある。16 ページに掲載

ジョン・F・トボン（JOHN F. TOBON）は米国国土安全保障調査局に	
勤務しており、複雑なマネーロンダリング計画の調査に 20 年以上	
も取り組んだ経験を持つ。金融活動作業部会（FATF）	
を含む政府間組織に派遣された米国代表団の一員として、	
国際的なマネーロンダリング防止政策の策定を支援してきた。
そのかたわらではフロリダ国際大学国際公共問題学部の	

非常勤教授も務め、国際金融犯罪に関する講義を行っている。28 ページに掲載

イ・ドゥワン（DOOWAN LEE）は、AI スタートアップ企業	
 「VAST-OSINT」のCEO 兼共同設立者。サイバーデータを使	
って虚偽情報や敵対的な情報操作の起源を暴露・分析し、	
コンテンツを認証するデータ分析ツールの開発に取り組む。	
セキュリティ・テクノロジー研究所（Institute for Security 
and Technology）の顧問と、サンフランシスコ大学の	

政治学助教授も務めている。32 ページに掲載

シェール・ホロウィッツ (SHALE HOROWITZ) 博士は、ウィスコンシン	
大学ミルウォーキー校政治学部の教授である。東アジアと南	
アジアに重点を置いた国際紛争と民族紛争のほか、国際貿易政策	
と金融政策、ポスト共産主義国と東アジアにおける市場の変化
と制度改革をめぐる政策を研究してきた。博士の研究は、中国、	
韓国、台湾のほか、東欧と旧ソ連諸国で行われている。36 ページに掲載

アナスア・バスー・レイ・チャウドハリー（ANASUA BASU RAY 
CHAUDHURY） は、オブザーバー研究財団ネイバーフッド・	
イニシャティブ（ORF Neighbourhood Initiative）の	
共産主義帝国である。専門は、南アジア、エネルギー政策、	
強制移住、紛争地域の女性。インド・アジア太平洋研究協会	
 （Indian Association for Asian and Pacific Studies）の	

オンラインジャーナル「IAAPS パースペクティブ（IAAPS Perspective）」	
の編集者であるとともに、同業者による論評の対象となるジャーナル、	
新聞、雑誌にも定期的に寄稿している。50 ページに掲載

トッド・ハリソン（TODD HARRISON）は、戦略国際問題研究所（CSIS）	
で防衛予算分析部長および航空宇宙安全保障プロジェクト部長を務める。	
国際安全保障プログラムの上級研究員として国防資金の調達、宇宙安全保障、
空軍力という問題に関する深く、党派を超えた研究と分析を提供する
CSIS の取り組みをリードしている。
ケイトリン・ジョンソン（KAITLYN JOHNSON）は、戦略国際問題研究所	
の航空宇宙安全保障プロジェクト副部長兼フェローとして、チームの	
戦略立案と研究課題を管理している。研究のテーマは宇宙安全保障、	
宇宙軍事利用システム、商業宇宙政策、米国の航空支配などのトピック
である。
ジョー・モエ（JOE MOYE）は、22年の軍務経験を持つ現役の米国海兵隊士官
である。海兵隊進攻部隊への参加やアフリカ、ヨーロッパ、中東への 6 度	
にわたる展開など数々の作戦任務をこなしてきた。直近の作戦任務は	
ノースカロライナ州キャンプ・レジュネにおける大隊の指揮である。
マケナ・ヤング（MAKENA YOUNG）は、戦略国際問題研究所の航空安全保
障研究員。国際協力、宇宙安全保障、スペースデブリなどの研究に取り
組んでいる。航空宇宙技術者として連邦航空局に勤務し、放送型自動従
属監視の認定と小型航空機への統合を行ってきた。	
8 ページに掲載

議論に参加
ご意見を 
お聞かせください！
 「インド太平洋防衛フォーラム」は、
インド太平洋地域の軍事と	
安全保障に携わる人々に向けて	
刊行されています。米国インド	
太平洋軍司令部が四半期ごとに編集	
・発行する本誌は、テロとの闘	
いから国際協力、自然災害まで	
地域全体の安全保障への取り組	
みに影響するトピックを取り上げ、	
高品質で掘り下げたコンテンツ	
をお届けします。 

 「インド太平洋防衛フォーラム」は、	
以下のアドレスに毎日新しい記事を掲
載し、幅広いコンテンツを	
オンラインでご提供します。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは次が可能です：
n	�オンライン限定コンテンツへのアク
セス

n	バックナンバーの閲覧
n	ご意見・ご感想の送信
n	定期購読の申し込み
n	記事の投稿の仕方を知ること

Facebook、Twitter、Instagram、	
WhatsApp でのフォローをお待	
ちしています：@IPDEFENSEFORUM
バックカバーをご覧ください。

 「FORUMNEWS」	
で検索 iTunes または
Google ストアから	
無料アプリを	
ダウンロード

アプリを
ダウンロード
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中国

地域全体の展望IPDF

子作りの許可

歴史的な麻薬取締作戦

中国では、このたび夫婦が	
3 人まで子供を持つことが	
可能となる。2 人までという	

現在の上限をさらに引き上げるこの
大きな政策転換は、世界最大の人口
を抱える同国の出生数が著しくに	
低下していることを示すデータを受
けて打ち出されたものである。 
新華社通信によると、この変更は

習近平総書記を議長とする中国共産
党中央委員会の 2021 年 5 月会合で	
承認された。 
中国が人口爆発を食い止めるべく	

数十年前に導入した一人っ子政策は、	
2016 年に廃止されている。このときに
上限を 2 人に引き上げたものの出生数	
の持続的な増加にはつながらなかった。	

都市部での子育てには多額の費用	
がかかり、家庭を築くことを躊躇する	
カップルが多かったためである。 
新華社通信は、「出産政策のさらなる

最適化に向けて、（中国は）このたび	
夫婦1組につき3人まで子供を持	
ってもよいとする政策を実施する」	
と報じた。
同通信によればこの変更に合わせて、	

 「我が国の人口構造を改善し、高齢化	
に積極的に対処し、人的資源の優位性	
と効果を維持することにつながる	
支援策」が打ち出されるとのこと。
ただし、具体的な支援策の内容は	
不明である。 
中国のソーシャルメディアは、	

この発表に冷ややかに反応した。1 人

や 2 人の子供さえ持つ余裕がないのに、	
という声が多かったのである。 
ある微博ユーザーは、「500 万元	

 （9,000 万円）もらえるなら喜んで
3 人作るけどね」と投稿している。	
中国の直近の国政調査によれば、	
総人口 14 億 1,000 万人に達した同国	
だが、ここ 10 年間の人口増加率は
1950 年代以来最低だったという。 
2020 年の女性 1 人当たりの出生率	

は、わずか 1.3 人であった。日本や	
イタリアなどの高齢化社会と比	
べても低い水準である。中国共産党
は、このほか国民の定年の段階的引
き上げも行うと発表したが、	
その詳細には触れなかった。	
ロイター

オーストラリア警察は、2021 年 6 月、コカイン	
約 3 トンの国内持ち込み計画を阻止し、同国史上最大	
の麻薬取締作戦に成功したと発表した。

ニューサウスウェールズ州警察のスチュアート・スミス	
警部長は、記者団に対し麻薬を国内に持ち込もうと共謀した	
3 人の男を逮捕したと述べた。持ち込まれようとしていた	
コカインの量は、ニューサウスウェールズ州で 1 年で消費	
されるコカインの量に相当したという。 
同警部長によると当局がこの犯罪の企てを知ったのは

2020 年である。カジノで大金を賭ける 1 人の男を刑事が	
目撃し密かに通報した。これを受けた捜査により全世界
で活動する国際シンジケートの存在が明らかになった。 
スミス警部長は、オーストラリア警察の情報をもとに動	

いた米国麻薬取締局（United States Drug Administration）が、	
2020 年 10 月にコロンビア沖で輸送されていたコカイン 870
キログラムを摘発したと述べている。 
2020 年 4 月、米国沿岸警備隊はエクアドル沖で 900	

キログラムのコカインを積んだ船を拿捕した。 
スミス警部長によると、この作戦はニューサウスウェ

ールズ州ニューキャッスルで 3 人の容疑者が逮捕された
2021 年6月にクライマックスを迎えたという。これらの	
容疑者は、禁止薬物を供給しようと共謀したかどで告訴	
されている。ボイス・オブ・アメリカ（VOA）ニュースオーストラリア

乳母になるための 
講習を受ける北京の
女性たち   GETTY IMAGES
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日本とオーストラリアは、地域
の海域における中国の動きが 
強引さを増しつつあることへの
懸念を共有しており、「威圧的
または攪乱的な」行動に対する
強い抗議の意を表明した。
2021 年 6 月には、両国の外相 

と防衛相がインド太平洋地域 
の争点となっているエリア 
をめぐる中国の主張に対し 
両国の安保連携を強化 
することで合意している。
日本の茂木敏光外相（右写真） 

は、記者団に対し、東シナ海と
南シナ海における中国の活動は
国際社会への挑戦であるとの 
懸念を共有したと述べた。記者会見
には、日本の岸信夫防衛相、 
オーストラリアのマリーズ・ 
ペイン外相およびピーター・ 
ダットン防衛相が同席した。
日本は、日本が管理する 

尖閣諸島（中国も領有権を主張し、
 「釣魚島」と呼んでいる）の付近
に沿岸警備隊を置いている 
中国政府に対し、度々抗議を申 
し入れている。尖閣諸島周辺の 
日本の領海には中国の船舶が 
頻繁に侵入し時には漁船を脅 
かすこともある。
日本と中国は、このエリアの

海底資源開発についても意見が
一致していない。
日本とオーストラリアは、 

会談後に発表された声明の中で、 
 「東シナ海の現状の変化と緊張 
の高まりを引き起こす可能性 
のあるあらゆる攪乱的または 

威圧的な一方的行為に対し、 
これまで以上に強く抗議する」
と述べ、その行為は「ルールに
基づく国際秩序を損なうもので
ある」とした。
南シナ海では、中国による 

見境のない領海権の主張が 
周辺諸国のそれと衝突し、 
世界で最も往来の多い海路の 1 
つを中国政府が軍事化しているとの 
批判が強まっている。
共同声明では、「紛争海域 

で続く軍事化、沿岸警備船や 
 『海上民兵』の危険な使用、 
他国の資源開発を妨害する試 
みなど、南シナ海における最近
の状況悪化と深刻な事態に対 
する重大な懸念」が表明された。
茂木外相は、中国による 

 「現状変更のあらゆる一方的な試
みに強く抗議することを再確認
した」と発表し、香港および 
 （ウイグル人などムスリム系の 
少数民族が居住する）新疆ウイグル
自治区西部における中国の人権侵害
についても、「深刻な懸念」 
を共有していると述べた。
声明は中国に対し、「国連人

権高等弁務官などの独立した 
国際的な視察団に、緊急 
有意義かつ自由な新疆への 
アクセスを認める」よう呼 
びかけている。
会合では、この他に中国が 

台湾の自治に対する圧力を強 
める中、台湾海峡の平和と安定
を維持することの重要性も 
再確認された。ロイター

インド太平洋

2021 年 4 月、Twitter 社は、インド太平洋地域全体
の民主活動家をつないだオンライン抗議運動
「#MilkTeaAlliance」の 1 周年を記念する	

絵文字を発表した。
香港、タイ、台湾に共通する甘い紅茶ドリンク

への愛にちなんだ名を持つこの同盟は、権威主義的
な中国に対する国境を超えた連帯と共通の恐怖を表
すものとして 2020 年に登場した。
キャンペーンが勢いを増したのは、香港で何ヵ

月も前から続いていた民主化運動が鎮圧され、	
バンコクはじめタイの都市では若き活動家が軍の	
起草した同国憲法の改正やその他の権利を要求し	
始めた時期である。
その後は、2021 年 2 月の軍によるクーデター	

で文民指導者アウンサン・スー・チー氏が失脚し、
大規模な暴動が起こったミャンマー（この国でも	
コンデンスミルク入りの紅茶が朝食に欠かせない飲
み物）に波及してゆく。
Twitter 社は、「『#MilkTeaAlliance』の 1 周年

を記念して、オンラインで最初に同盟が結成された
地域の 3 種のミルクティーの色を使った絵文字を	
デザインしました」と述べた。
この画像は英語、タイ語、韓国語およびその他

いくつかのアジア言語で当該ハッシュタグを付	
けたすべてのツイートに表示されている。
このニュースに対し、香港のベテラン民主活動家	

ジョシュア・ウォン（ Joshua Wong ）は、英語版
と中国語版のハッシュタグを付けた「どんなに苦	
しい時でも常に団結しよう」というツイートで	
反応した。
Twitter 社によると、2020 年 4 月以降にこの	

ハッシュタグを付けて投稿されたツイートの数は 1,100 万	
を超え、ミャンマーのクーデター以後は再び急増	
しているという。フランス通信社

オーストラリア/日本

安全保障をめぐる連携の強化

民主主義を支持する 
絵文字の誕生から 1 年

TW
ITTER
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FORUM によるイラスト
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宇宙の脅威
対宇宙能力・開発・政策の分析
トッド・ハリソン（TODD HARRISON）、ケイトリン・ジョンソン（KAITLYN JOHNSON）、ジョー・モエ中佐（LT. COL. JOE MOYE）、
マケナ・ヤング（MAKENA YOUNG）、CENTER FOR STRATEGIC AND INTERNATIONAL STUDIES（戦略国際問題研究所）

2020 年は、新型コロナウイルス感染症の	
パンデミックとそれによる世界的な不況、	
米国およびその他インド太平洋地域の	
政治的変化がもたらす不確実性と	

予測不可能性に翻弄された年だった。一方、宇宙の	
安全保障については確かな継続性と予想可能性が感
じられる1年となった。宇宙環境の最も顕著な変化
は、スペースXが新たに約 900 基のスターリンク衛星
を低地球軌道（LEO）に打ち上げ、衛星群の総規模
が 1,200 基を超えたことである。これは史上最大の	
衛星群であり現在宇宙で運用されている全衛星	
のおよそ3 分の1に相当する。SpaceX による衛星群	
の構築は続き、数週間ごとに 60基のスターリンク	
衛星が打ち上げられている。
米国の宇宙政策には、前政権下でもいくつかの注目	

すべき進展があった。当時のドナルド・トランプ	
大統領は、宇宙政策をめぐる指令（SPD）を新たに 3 つ	
打ち出している。SPD-5では、政府および商用の	
宇宙資産をより確実にサイバー攻撃から守るため政府
の各部局・機関にサイバーセキュリティの方針と慣行
の策定を指示している。SPD-6では、宇宙原子力発電
と推進の開発および利用に関する国の方針をアップデート
し、SPD-7 では宇宙ベースの位置決め、ナビゲーション、
タイミングプログラムとアクティビティに関する方針
およびガイダンスが更新された。2020 年には、この他
に NASA からアルテミス協定（Artemis Accords）	
も発表されている。この協定は、アルテミス計画の	
参加国が遵守すべき 10 の原則や、宇宙飛行士を再び月に
 （そして、いずれは火星にも）送る計画を盛り込	
んだものである。2021年半ばまでにオーストラリア、
日本、ニュージーランド、韓国、米国を含むインド	
太平洋 12 ヵ国が同協定に署名している。 
2020 年から 2021 年にかけては、米国宇宙軍と	

米国宇宙軍司令部の立ち上げが行われた。米国宇宙軍	
が請求した最初の予算は、既存の米国空軍口座からの	
振替 153 億米ドルを含む154億米ドルである。同軍	
はまた初のキャップストーン・ドキュメントとして	

 「宇宙軍のためのスペースパワー・ドクトリン	
 （Spacepower Doctrine for Space Forces）」も発表
した。これは、大きな変更より現行の方針を引き継	
いだ部分のほうが多いという点で注目される。2021 年
2 月、米国宇宙軍司令部で中佐を務める米国陸軍の	
ジェームズ・ディキンソン（James Dickinson）大将は、
司令部全体で戦闘に向けたマインドセットを育て、	
同盟国およびパートナー諸国との重要な関係を維持し、
米国政府全体および商業的宇宙組織との統合を進	
めるいう戦略ビジョンを発表した。 
他の国々では 2020 年を通じて対宇宙兵器の開発と

試験が進められている。中でも目立つのは、ロシア	
が行った複数の対衛星（ASAT）試験である。これには	
2020 年 7 月に行われた共軌道ASAT兵器の試験や、	
2020 年 12 月に行われた直接上昇式 ASAT 兵器の試験	
が含まれる。これらの活動には、対宇宙能力の開発	
と再構築を続けてきたロシアの行動パターンが反映	
されている。
中国、インド、北朝鮮、ロシアの対宇宙兵器が大きな	

進歩を遂げたのは公然の事実だが、その一方では他の
国々も対宇宙能力の開発に取り組んできた。日本では
民間および軍による宇宙作戦が進んでいる。宇宙基本
法案可決前の日本は、宇宙を国防に利用することを禁
じていた。2008 年に宇宙基本法が成立すると、宇宙	
における軍事開発の開始が認められ、政府関係者は	
宇宙での中国の行動に対抗する防衛的な対宇宙能力	
の開発に言及するようになった。その 1 つが 2007 年に中国	
が行ったデブリを発生させるASAT（衛星攻撃兵器）
の試験である。 
2020 年に、航空自衛隊内に宇宙ドメイン任務部隊	

 （Space Domain Mission Unit）を立ち上げ、2023 年
までに作戦を開始するとした法案を承認した。2026 年	
までには宇宙環境を監視する最初の衛星を打ち上げる	
計画である。同じく 2020 年に発足した宇宙作戦中隊は、	
日本の衛星を武器による攻撃などの被害から守り、	
スペースデブリ、小惑星、他の衛星を含む宇宙環境を
監視するという正式な任務を帯びた初の宇宙ドメイン
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任務部隊である。同中隊は、米国宇宙軍司令部や日本
の民間組織である宇宙航空研究開発機構（JAXA）	
と協力することになる。国立防衛研究所の福島康仁	
主任研究員は、「日本の宇宙安保活動は米国との協力を	
前提としています」と述べている。
日本は、直接上昇式 ASAT システムの実証を行	

っていないものの、低地球軌道内の宇宙資産を攻撃する	
潜在能力を持つ米国製の SM-3 ミサイル防衛迎撃機を保有
している。日本の宇宙軍事開発の歴史は比較的浅いため、	
これまでに行われてきた公的な発言のほとんどは	
共軌道式 ASAT やジャミング（電波妨害）技術などの
能力を追求する可能性に関するものである。2020 年、
当時の安倍普三首相は日本が「能力とシステムを	
大幅に強化して優位性を確保する」と宣言したが、	
具体的なプログラムは公表されていない。 
韓国では、政府が 2020 年 10 月のブログで、ジャミング	

とスプーフィング（なりすまし）に対抗するためには、	
衛星のナビゲーションを地上システムで強化する必要
があると主張した。地上システムで GPS を拡張する理由	
として北朝鮮からのスプーフィング、特に 2010 ～16 年以降	
のそれによるトラブルを挙げている。同国の科学部	
からは宇宙能力のアップグレード計画を詳述した声明も	
発表された。この計画には 2029 年までにより強力な	
ロケットを作るという目標に向け、衛星と軌道探査機を月	
に運ぶ初の国産ロケットを打ち上げることなどが含まれる。

中国の宇宙計画
2020 年にオープンソースの情報で確認された対宇宙兵器	
の開発やテストは非常に少なかった。しかし、中国には	
安定した直接上昇式ASATプログラム、共軌道 ASAT 兵器	
に必要な軌道上での軍民両用機能に加えて、広く使用
されている電子・サイバー対宇宙能力がある。 
2020 年には、パンデミックにもかかわらず民間宇宙	

ミッションで成果をあげている。2020 年 12 月には、
月面探査機「嫦娥5号（Chang'e-5）」が月の石 2 キログラム	
を持ち帰った。月面を 600 メートル以上移動した月面
ローバー「玉兎2号（Yutsu-2）」は、2021 年半ばの時点	
でも月の裏側で稼働していた。2021 年 6 月には	
中国の国営宇宙ステーションのコアモジュールも打ち
上げられている。 

中国による宇宙軍事利用の編成 
中国人民解放軍（PLA）の宇宙資産とミッション	
がどのように編成されているかは、未だにはっきり	
していない。衛星の宇宙への打ち上げや購入、運用	
といった宇宙関連ミッションの多くは、依然として	
戦略支援部隊（SSF）に委ねられている。しばしば	
 「情報ドメイン」として紹介される同部隊は、サイバー
戦、電子戦、心理戦そして宇宙をめぐる人民解放軍の
努力を引き継いでいる。宇宙システム部とネットワー
クシステム部（共に戦略支援部隊内にある半独立の	
部門）は、対宇宙能力などの合同ミッションを共有	
している。中国軍事研究センター（Center for the 

Study of Chinese Military Affaires）の報告書には、	
 「戦略支援部隊の設計に影響を与えたと思われるもう 1つ	
の重要な原則は、平時と戦時の統合という毛沢東主義	
の揺るぎないルールである」との指摘がある。この	
原則は、多くの宇宙・対宇宙能力が持つ軍民両用	
という性質によく適している。 
火星のローバーをはじめとする中国の民間宇宙能力	

は、同国の国家航天局が主導しており、その国家航天局	
は国務院国防科学技術産業局の管轄下にある。	
中国航空宇宙科技公司（China Aerospace Science 
and Technology Corp.）および中国航空宇宙科学工業公司	
 （China Aerospace Science and Industry Corp.）は、	
宇宙技術を専門とする数多い研究開発部門の 2 つである。

中国の対宇宙兵器 
中国は、運用可能な SC-19 直接上昇式 ASAT システム
の試験を続けているものの、その直接上昇式 ASAT が
低地球軌道内のあらゆる衛星を脅かせる上に、おそらくは	
中地球軌道や静止赤道軌道（GEO）内でもそうである
ことを実証済みである。 
天津大学では、スペースデブリ除去ミッションを支援	

するロボットが開発された。この触手に似たロボット	
アームは衛星に搭載され、すべての一般軌道から	
デブリを取り除くために打ち上げられることになる。
同ロボットアームは理論上、敵の衛星を掴むために	
使用できる。しかし宇宙を野放し状態で回るデブリや
機能していない衛星には効果の薄い極めて密接な	
ランデブー近接運用（RPO）が必要となる可能性が高い。
一部のアナリストは、中国の地上レーザーステーション	

で大規模な開発が行われていると主張し、かかる	
プログラムが実施されている疑いのある国内5ヵ所を	
特定している。確認されたプログラムのいくつかは	
学術的なものであると思われ、ASAT システムではない	
可能性が高いが、最も懸念される場所の 1 つは	
キネティック・物理的 ASAT の試験を実施したことで
知られ、レーザー兵器システムを収容している可能性
もある軍事基地である。指令を受けて機能するこのような	
エネルギーシステムがどれだけ高度か、または「動員可能	
な状態にある」かを示すヒントはなく、宇宙システム
に対する潜在的なテストまたは攻撃について一般に	
入手可能な情報も存在しない。 
2020 年 10 月下旬、インドの「ヒンドゥスタン・	

タイムズ（Hindustan Times）」は、中国がインド、
パキスタン、中国の間で争われているカシミール地方
の一部であるラダック（Ladakh）の実効支配線から
60 キロメートル以内の地点に移動式のジャミング	
装置を移し、同地域における人民解放軍の動きを隠蔽	
していると批判した。 
米国その他の国の宇宙システムが、公に確認された

中国からのサイバー攻撃を受けたことはない。とはいえ	
中国はこの能力の証明に成功しており、他のドメイン
では金融や防衛関係の標的に対して盛んにサイバー	
攻撃を仕掛けている。
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ロシアの宇宙軍事利用能力
新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより、	
本報告書で言及した多くの国ではほとんどの産業が	
減速したが、唯一ロシアの宇宙軍事利用能力だけは	
堅調を維持した。2020年には数多くの対宇宙能力を	
テストし、複雑な近接運用を行ったほか、宇宙ベース
の軍用インフラも拡大した。ロシアは、その安定した
宇宙発射能力、対宇宙能力の継続的な進歩、国際宇宙
ステーションを通じた民間宇宙活動への貢献によって
宇宙大国としての地位を維持するとともに、宇宙	
ドメインで優れた能力を発揮することにより、他の	
ドメインではライバルとなることもある諸外国と独自
の関係を育んだ。 
ロシアが国家主導で進める宇宙活動は、ロシア	

航空宇宙軍（RAF）または民間のロスコスモス	
 （Roscosmos）プログラムのいずれかが管轄する。	
ロシア軍内の宇宙能力は航空宇宙軍の管轄下にある。
航空宇宙軍の下部組織であるロシア宇宙軍は、1992 年
に創設された世界初の宇宙軍であり、宇宙ベース	
のあらゆる資産、軍用衛星等の打ち上げ、宇宙システム	
に対する潜在的な脅威の監視を担当している。 
2020 年にウラジーミル・プーチン大統領は、	

国の重要な政府・軍用インフラを標的とした通常兵器

による攻撃があった場合、自らが核兵器を使って反撃	
できるとした文書を承認した。この文書では通常兵器	
による攻撃からの防衛のほか、宇宙ベースの兵器も	
脅威として挙げられている。したがって、宇宙における	
ミサイル防衛と先手攻撃用の兵器がロシアにとっての
脅威となるようにするには、それらの潜在的な展開が
必要となる。同文書の承認は、宇宙から地球に向かう
兵器が核兵器と同等の脅威になり得るとロシアが考	
えており、同国からも同じ反応を引き出せることを	
示唆している。 

ロシアの対宇宙兵器 
ロシアは、1960 年代に行ったソビエト連邦初の共軌道
ASAT試験以来、キネティック・物理的対宇宙能力を
保有してきた。ソ連時代のプログラムで使用された	
技術は、最近になってロシアが行った開発の強固な	
基盤となったことが証明された。同国は直接上昇式と
共軌道式のASATの能力を何度も誇示し、2020 年には
両方の試験を行っている。 
2020 年 7 月の試験では、ロシアのコスモス 2543 号	

 （Cosmos 2543）が無関係なロシアの衛星の近くで小
さな発射体を発射した。米国宇宙軍司令部はこの試験
を非難し、そのような発射体が衛星を標的として使わ

米国宇宙軍ガーディアンズ（U.S. Space force 
Guardians）への転属にあたり、カリフォルニア州トラ
ビス空軍基地で宣誓を行う米国空軍兵たち。AP 通信社
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経済力と軍事力の増強に宇宙が果たす役割
は、ますます大きくなっている宇宙の戦略的
重要性を理解したいくつかの国は、宇宙シ

ステムの混乱、劣化や破壊を引き起こし、他国による
宇宙ドメインの利用を脅かすような対宇宙兵器を保有 
するようになった。その一方で宇宙の重要性は、 
紛争の抑止や緩和、宇宙ドメインの平和的利用に向 
けた保護への取り組みも促進している。たとえば、 
米国宇宙軍（U.S.Space Force）が発表した宇宙戦力に関す
るキャップストーン文書には、「宇宙軍は国際法およ
び国の政策に従い、宇宙がいつまでも安全で開かれた
環境であるよう責任ある行動規範を推進することにあ
らゆる努力を払うべきである」という記述がある。
対宇宙兵器、特に軌道デブリを発生させる兵器

は、宇宙環境はもとより繁栄と安全のために宇宙ドメ
インを利用する国々の能力にも深刻なリスクをもたら
す。対宇宙兵器は、その効果、展開方法、技術レベ
ル、開発と配備に必要なリソースによって大きく異な
る。これらの兵器は「キネティック・物理的」「非キネテ
ィック・物理的」「電子」「サイバー」という 4 つの大
まかな能力グループに分類することができる。

キネティック・物理的
キネティック・物理的兵器は、衛星や地上基地を直接攻
撃するか、付近で弾頭を爆発させる。これらの兵器に
よる攻撃の主な形態は、直接上昇式対衛星（ASAT）
兵器、共軌道式 ASAT 兵器、地上基地攻撃の 3 つであ
る。直接上昇式 ASAT 兵器が地球から準軌道に打ち上
げて軌道内の衛星に衝突させるものであるのに対し、
共軌道式 ASAT 兵器は、軌道に投入してから標的やそ
の付近に向かうよう操作する。地上局への攻撃は、衛
星の指揮統制や衛星ミッションデータのユーザーへの
中継を担う地上局を対象とする。 
宇宙でにおけるキネティック・物理的な攻撃は、

軌道デブリを発生させ、同じ軌道内にある他の衛星に
対し無差別に影響を及ぼすおそれがある。これらのタ
イプの攻撃は、有人の地上局や（低地球軌道内にある
国際宇宙ステーションなどの）有人衛星を標的にした
場合、人命が失われる可能性のある数少ない対宇宙作

戦の 1 つである。他国の衛星にキネティック・物理的
な攻撃を仕掛けたことのある国は1つもないが中国、
インド、ロシア、米国は直接上昇式 ASAT 兵器の試験
に成功している。

非キネティック・物理的
非キネティック・物理的な対宇宙兵器は、物理的接
触なしで衛星や地上システムに影響を与えるもので
ある。レーザーには、衛星のセンサーの一時的な遮断
や永久的な故障を引き起こしたり、コンポーネント
を過熱させたりする効果がある。高出力マイクロ波
（HPM）兵器は、衛星の電子機器を混乱させ、電気
回路やプロセッサに永久的な損傷を与えることができ
る。宇宙で核爆弾を爆発させると、影響を受ける軌道
上の衛星に無差別な影響を与える高放射線環境と電磁
波 （EMP）が発生する。 
衛星を標的とするレーザーや高出力マイクロ波によ

る攻撃は、地上から行われることも、艦載施設、航空機
搭載プラットフォームや他の衛星から仕掛けられるこ
ともある。衛星レージングシステムは、高品質のビー
ム、適応光学装置（大気圏内で使用する場合）、レー
ザービームを正確に操るための高度なポインティング
コントロールを必要とすることから、多額の費用と高
度な技術を要する技術である。高出力マイクロ波兵器
を使用すると、衛星の電子機器の混乱、保存されたデ
ータの破損、プロセッサの再起動を引き起こすことが
できるほか、出力を上げれば電気回路やプロセッサに
永久的な損傷を与えることもできる。 
宇宙で核爆弾を爆発させると、その電磁波が及ぶ

範囲内の衛星が直ちに影響を受けるだけでなく、高放
射能環境が発生することで、影響を受ける軌道上にあ
る防護シールドのない衛星においてコンポーネントの
長期的な劣化が加速するおそれがある。宇宙で核兵器
を爆発させることは、1963 年の部分的核実験禁止条
約で禁止されている。同条約には 100 ヵ国以上が調印
しているが、中国と北朝鮮は調印していない。

電子
電子対宇宙兵器の標的は、宇宙システムがデータを送
受信する電磁スペクトルである。ジャミング装置は、
同一の無線周波数帯のノイズを発生させることで衛星
との通信を妨害する。アップリンク・ジャミング装置
が地球から衛星へ向かう信号（コマンド制御アップリン
クなど）を妨害するのに対し、ダウンリンク・ジャミ
ング装置は衛星から地球上のユーザーに送られる信号
を標的とする。スプーフィングは、攻撃者が受信者を
騙し、偽の信号を本物の信号と思うように仕向けるも

対宇宙

兵器の種類
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れる可能性があると断言した。これに対しロシア	
国防省は、これらのマトリョーシカ衛星つまり	
入れ子式衛星は、ロシアの他の宇宙資産の日常的な査察	
と監視のために配備されていると述べた。ロシア	
政府は同国が常に宇宙空間の完全な非軍事化に取り
組む国であり、これからもそうであると主張し続	
けてきた。 
その一方で防空・ミサイル防衛システムの開発を

続けている。S-400、S-500 シリーズの地対空ミサイル	
 （SAM）は、公式な ASAT 兵器指定こそ受けていない
ものの、低地球軌道内の衛星に届く可能性が高い。
ロシア軍の情報筋は、S-500 が宇宙の物体を攻撃し、
宇宙ベースの兵器からの防衛を行うように設計	
されていると断言する。ロシア空軍および宇宙軍の
責任者によると、S-500 には地球に近い宇宙空間	
で超音速兵器や衛星を破壊する能力があるという。	
ロシア空軍地対空ミサイル部隊のユーリ・ムラフキン	
 （Yuri Muravkin）副長は、このミサイル級の兵器	
が対宇宙兵器として使用される可能性があると述	
べた。同副長は、「空軍の敵が次第に宇宙軍の敵	
になるにつれ、空と宇宙の境界は消えつつあります。	
将来は完全に消えるでしょう」と語る。 
ロシアではさらに電子対宇宙能力の成長も続	

いており、外国の衛星を妨害する移動式の地上	
システムも開発している。同国の電子能力は 2000 年代	
の初めから着実に伸びてきたが、ロシア軍で	
電子戦闘部隊が発足した 2009 年にはさらに成長が	
加速した。最近開発された電子対宇宙兵器には、	
 「宇宙通信の隠蔽」に使われる移動式ジャミングシステム	
 「ティラダ2号（Tirada-2）」や、主に衛星通信	
チャンネルのジャミングに使われる移動式地上システム	
 「ビリーナMM（Bylina-MM）」などがある。	
 「ビリーナ」は、「自動化された移動式の地上局」	
であり、AIを使った指揮統制システムであると	
報告されている。資産を認識してその攻撃方法を	
決定することができる自動化システムが搭載	
されており地上、空中、宇宙の標的に対して使用	
することができる。ロシアは、このほかレーダー	

のである。スプーフィング装置を使うと、 
データストリームに虚偽の情報を挿入したり、
衛星に偽のコマンドを発信して動作を混乱させ
たりすることができる。全方位アンテナ付きの
ユーザ端末（多くのGPS受信機や衛星電話が該
当）は、視野が広いため、地上のより広範な角
度からのダウンリンク・ジャミングとスプーフ
ィングの影響を受けやすい。 
 「ミーコニング」と呼ばれるタイプのスプー

フィングでは、暗号化された軍用 GPS 信号さえ 
もスプーフィングの被害を受けるおそれがある。 
ミーコニングは、GPS の暗号の解読やデータの
改ざんを要することなく、時間遅延を利用した
元の信号のコピーを再送信するだけでよいため
GPS の暗号を外す必要はない。さまざまな種類
の衛星信号のジャミングとスプーフィングに 
必要な技術は、市販されている上に安価である
ため、国家主体および非国家主体の間で比較的
普及しやすくなっている。

サイバー
電子攻撃が無線周波数信号の送信の妨害を試み
るものであるのに対し、サイバー攻撃の標的
は、データ自体とデータの流れを使用、送信、
制御するシステムである。衛星に対するサイバー
攻撃は、データトラフィックパターンの監視や
データを傍受し、偽のデータや破損データを 
システムに挿入する際に行われる。想定される
標的は、地上局やエンドユーザーの機器または
衛星自体である。サイバー攻撃は、標的とする
システムの高度な理解を要するものの、実行に
は必ずしも多くのリソースを必要とせず、民間
団体や個人に委託することもできる。たとえ内
部のサイバー能力を欠いている国家や非国家主
体であっても、サイバー攻撃の脅威となる可能
性はある。 
宇宙システムへのサイバー攻撃は、衛星が 

提供するデータやサービスの喪失につながる 
おそれがあり、GPS などのシステムが標的とな
った場合にはシステム上の影響が生じる可能性
がある。敵が指揮統制システムを通じて衛星を
掌握すると、サイバー攻撃の影響は永久に続き
かねない。攻撃者はすべての通信をシャットダ
ウンできるだけでなく、推進剤を使い果たした
り、電子機器やセンサーに損傷を与えるコマン
ドを出すことで衛星に回復不能なダメージを与
えることができる。

航空宇宙研究開発機構（JAXA）が提供するこのCG画像は、小惑星
と小惑星探査機「はやぶさ2」のイメージである。AP通信社
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偵察衛星を妨害できるレーダージャミング装置	
 「クラシュカ2号（Krasukha-2）」および「クラシュカ
4 号（Krasukha-4）」の2機を保有していると報告	
されている。 

北朝鮮の宇宙活動
2020 年における北朝鮮の宇宙活動は抑制されていた。
北朝鮮が直接上昇式または共軌道式の ASAT 兵器を	
活発に使用する能力を有する可能性は依然として低く、	
非キネティック・物理的能力を進歩させた兆しはほと
んどないが、一部の情報筋は同国の電磁パルスの脅威
が存在すると断言している。北朝鮮は電波妨害能力を
通じて電子戦の能力を示した。また、同国のサイバー
攻撃の脅威は常に存在し、今後も存在し続ける。	
これらの 2 つは対宇宙分野への応用可能性が最も高い
能力である。北朝鮮とイランがミサイルと発射機の	
技術に関する協力を再開したという主張は、一方の国
の進歩が他方に移転可能であることを示唆している。 
国連安保理事会の報告書は、北朝鮮の宇宙計画を	

国際平和に対する脅威と断定した。にもかかわらず、
北朝鮮はその宇宙における活動が平和的な意図	
によるものであると主張し続けている。2020 年 5 月
に、北朝鮮の国営テレビが同国の宇宙プログラムを	
宣伝する国家航空宇宙開発局の番組を放映した。政府	
のプロパガンダ部である「ナエナラ（Naenara）」は、	
北朝鮮の宇宙計画の目的が、「国家の利益を守り、	
経済の構築や人々の生活に不可欠な科学技術上の問題
の解決に科学技術を活用すること」であると述べている。	
しかしイランの場合と同様に、北朝鮮の宇宙活動の	
意図が弾道ミサイルの野心と密接に結びついていると
見る向きは多い。 
同国が宇宙能力用に維持している発射エリアは、	

舞水端里（ムスダンリ）衛星発射場と西海（ソヘ）	
衛星発射場の 2 ヵ所である。2020年、舞水端里発射場
の使用に関するオープンソース情報は出ていない。	
ウェブサイト「北緯 37 度（38 North）」では、通常の	

メンテナンス、除雪および日常的な活動を報告した画像	
と分析が公開されたが、2020 年に発射の準備や実行	
があったことを示すものはなかった。北朝鮮には、	
このほかに自国の衛星打ち上げと軌道上の衛星の追跡・	
監視を行う総合衛星管理ビル（GSCB）がある。報告書	
によると、同ビルの隣では科学試験施設と思しきものが	
建設中であるが、その正確な目的は不明である。 
北朝鮮も共軌道式 ASAT 兵器を持とうとしている	

ようには見えない。これまでのところ、実行可能な	
共軌道式 ASAT の能力に必要な近接運用やアクティブ
な誘導措置を実施するための手段や専門知識は披露	
していないからである。現在宇宙にある北朝鮮の物体
はほんの一握りに過ぎず、2 つの発射施設の活動	
もごくわずかであることから、北朝鮮が直接上昇式	
や共軌道式 ASAT の能力を積極的に追及しているとは
考えにくい。 
電子戦作戦に関しては、自らのダウンリンク・	

ジャミング（衛星から地上への妨害）能力を使い続	
けている。2020 年 4 月には、韓国に対して使用する	
 「GPSジャミング装置」の導入準備を進めていると	
発表した。北朝鮮が朝鮮半島沿いに妨害活動を続	
けていたことは、2020 年に何度も報告されている。	
多くのオープンソース報告書によると、ジャミングの
主な標的は、軍事目標ではなく商業ラジオ放送の	
周波数や民間のGPS信号であった。米国陸軍が 2020 年
7 月に発行した新マニュアル「北朝鮮の戦略（North 
Korean Tactics）」は、北朝鮮の電子戦の編成、	
濃緑、技術、戦略を詳しく解説している。 
米国当局によると、北朝鮮が対宇宙分野で米国	

にもたらす最大の脅威は依然としてサイバー攻撃である。	
北朝鮮の戦略の要は、「121 局」として知られる政権の
サイバー戦指導部隊である。米国陸軍のマニュアルには、	
この 121 局が 6,000 名以上のメンバーで構成され、その
多くがベラルーシ、中国、インド、マレーシア、ロシア
などの国で作戦に従事しているとの記載がある。 
2020 年 12 月、当時のマイク・ポンペオ米国務長官は、	

2021 年 6 月、	
中国の酒泉衛星	
打ち上げセン
ターにて、 「神
舟 12 号 （Shenzhou-	
12）」長征2号F型輸
送ロケットへの搭乗前
に敬礼する宇宙飛行士
たち。 AFP/GETTY IMAGES
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北朝鮮が米国のサイバーセキュリティにもたらす脅威
はロシアのそれより深刻であると述べた。これは 2021
年 2 月に同様の見解を示した米国のバイデン政権にも
共通する感覚である。米国国務省のネッド・プライス	
 （Ned Price）報道官は、米国とその同盟国を脅かす	
北朝鮮の悪意あるサイバー活動が、米国の政策見直	
しを報告するきっかけになったと述べている。

インドの成長
インドは 1980 年に同国初の衛星を打ち上げて以来、	
徐々に宇宙における能力を伸ばしてきた。2019 年には
ASAT の試験にも成功し、キネティックな対宇宙能力	
を世界で 4 番目に実証した国となっている。民間の	
宇宙プログラムも前進しており、目下 3 回目となる月	
への飛行を準備中である。 
インドの宇宙活動は、民間の宇宙組織と軍事宇宙組織	

に二分される。民間の宇宙開発は、そのすべてが宇宙庁	
 （Department of Space）の下で活動するインド	
宇宙研究機関（ISRO）の管轄である。同機関が 2020
年に行った打ち上げは、パンデミックにより 11 月の	
第 51 回打ち上げのみとなった。2021 年 2 月 28 日には、	
ブラジルの地球観測衛星1基を含む衛星19基を軌道内
に送り込みインド発の軌道投入に成功した。 
2019 年に創設された防衛宇宙研究機関（DSRO）は、	

国家安全保障宇宙システムの研究開発を担当し、	
国防省防衛宇宙局の下で活動している。これらの新	
しい機関は宇宙の戦略的な運用を進めるというインド
の目標の一部である。防衛宇宙研究機関の仕事は、	
宇宙戦のシステムおよび技術の開発である。インドの
対宇宙能力の多くは、中国とパキスタンがもたらす	
安全保障上の脅威に対抗する目的で開発されている。 
 「敵の資産を検知、特定、追跡」する宇宙ドメイン

認識データの提供に向け、民間企業とも協力してきた。	
防衛宇宙局は、開発したシステムが防衛と攻撃の両方
に役立つことを期待している。 

注視すべきポイント
対宇宙兵器の開発が進む中国だが、その軸足はこれらの	
能力を軍事力や作戦計画と融合させることに移	
りつつあるように思われる。注視すべき重要なポイントは、	
中国が宇宙関連の研究開発と（触手のようなホースが
付いたデブリ除去ロボットのような）軍民両用の能力
に投入する予算総額である。作戦という観点から見た
場合に追跡したい重要な展開は、スプーフィング、	
ジャミングなどの電子対宇宙能力を今後中国がどれだけ	
非正規戦部隊や戦術に融合させるかである。宇宙の	
行動規範に関しては、対地同期赤道上軌道（GEO）	
にある中国の偵察衛星「実践17号（Shijan-17）」	
を主な指標として注視したい。同衛星は、これまで主
に中国の他の衛星の偵察に使用されてきた。それが	
対地同期赤道上軌道を回る他国の衛星も偵察	
するようになると、大きな変化が起き広い範囲に	
影響が及ぶと思われる。

今後 1 年以内に追加の対宇宙試験・展開を行う可能性	
が最も高いのは、おそらくロシアだろう。2020 年に行
われた直接上昇式ASAT兵器と共軌道式 ASAT 兵器の
試験を考慮すると、注視すべき重要なポイント	
はそれらの試験が続行されるか否かと、新たな能力	
が実証されるか否かである。ロシアについては、	
このほか新たな航空機搭載プラットフォームと地上	
プラットフォームで使用するレーザー ASAT システム
の試験、重要なプラットフォームを守る電子戦	
システム、民間のインフラや政府機関に対する大胆	
なサイバー攻撃なども注視していきたい。 
イランと北朝鮮の対宇宙能力は、共に比較的低	

いままである。しかし両国の電子・サイバー対宇宙能力	
は深刻な脅威となっている。イランは、今後1年間	
にわたりムスリム革命防衛隊の下で宇宙への発射活動
を続行する可能性が高い。一方の北朝鮮も比較的静	
かだったここ 1 年の沈黙を破り、宇宙発射能力の	
試験再開に向けて動き出す可能性がある。注視すべき
重要な進展は、イランと北朝鮮が宇宙技術や弾道	
ミサイル技術をめぐって協力する新たな兆しがないか
どうかである。加えて、イランがペルシャ湾で	
継続している GPS スプーフィングや、北朝鮮が韓国に仕掛	
け るGPS ジャミングも監視する必要がある。どちらの
国によるサイバー攻撃も、他のドメインに仕掛けられる	
頻度が増え高度化すれば、宇宙システムに対する	
サイバー攻撃の脅威レベルも上がったことになる。 
インドは、高出力レーザーやその他の非キネティック	

ASAT 能力の開発を続行する可能性が高いと思われる。	
宇宙におけるインドの重要な指標は、新しい軍事・	
研究開発宇宙機関が今後どのように発展してゆくか、
宇宙・対宇宙活動に投入される資金のレベル、宇宙	
システムに対抗する電子戦システムの導入や試験に踏
み切る兆しなどである。 
2020 年は、一部の例外を除き対宇宙活動が全体的	

に低調となった年だった。その状況は各国がロックダウン	
から復活し、以前の計画やプログラムを再開するにつれて	
変わる可能性がある。バイデン政権は、現在、その	
全体的な国家安保戦略の策定と見直しを進めている。	
注視すべきポイントの1つは、その戦略が宇宙政策問題全般	
と対宇宙兵器の拡散にどう対処するかである。米国	
およびその他の国々では、宇宙での行動に関するより	
明確な規範を求める声が高まっている。バイデン政権	
が宇宙の規範構築に向けて進むつもりであるという	
最初の兆しが見えるのは、米国国防総省と情報機関の
間の合意により、政府が支持し従うことのできる規範
が定められた時だろう。政府機関の間で合意が成立	
しない限り、他国政府との有意義な対話を始めるのは
難しい。o

戦略国際問題研究所・航空宇宙安全保障プロジェクトは、2021 年 4 月、「宇宙の脅威 
アセスメント 2021」と題するこの報告書を発表した。FORUM のフォーマットに合うように
編集されている。報告書全体へのアクセスこちらから 
https://www.csis.org/analysis/space-threat-assessment-2021.
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世界共産主義帝国への 
ロードマップ
国際秩序への抵抗から書き換えまで 

言葉とは裏腹に覇権を取りたい中国共産党
（文）周景顥（JINGHAO ZHOU）博士、ホバート・アンド・ウィリアム・スミス・カレッジ（HOBART AND WILLIAM SMITH COLLEGES）| （写真）AP 通信社
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中国経済が軌道に乗り始めた 1980 年代初
め以降、中国共産党は、中国政府がそ
の発展モデルを輸出せず、世界の覇権も	
追及しないとの誓いを繰り返してきた。
だが現実には、中国共産党の急速な	

軍事的増強、攻撃的な政治プロパガンダとイデオロギー	
の検閲、そして「メイド・イン・チャイナ 2025	
 （Made in china 2025）」や「一帯一路」といった	
野心的な経済計画に、中国政府が国内の経済力をてこに	
世界を支配し、中国を中心とした世界共産主義帝国を
打ち立てたいという中国政府の願いが表れている。	
中国共産党は、その野心を「中華民族の偉大なる復活」	
や「チャイナ・ドリーム」などの言葉で正当化する。
中国共産党の習近平総書記は、2012 年に政権を取って	
以来、中国が「人類共通の未来の共同体」を築く国	
であると主張してきた。

国際機関の潜在的ターミネーター
いずれの国にとっても国際機関の外で勢力を拡	
げることはほぼ不可能である。国際機関と対峙する	
中国にとって、毛沢東の下で共産主義支配が続いた	
最初の 26 年間は国際的な制裁による経済・政治両面の
ダメージに苦しんだ時期だった。毛沢東は早くも 1950
年代に、新生中華人民共和国が「15年後に英国に追	
いつき 20 年後には米国を追い越す」と宣言している。
しかし、彼が1976年に死亡した時の共産中国は、	
まさに崩壊寸前だった。鄧小平のリーダーシップの下、	
中国共産党はその敵対的な戦略を友好路線に変更し、
自らの世界的な野望を実現すべく国際機関に参加し始
めた。鄧小平の低姿勢戦略は時間を稼ぎ密かに	
共産主義帝国を構築するためのものだった。 
ポスト毛沢東の時代に国際機関から大きな恩恵を	

受けていた中国だが、中国共産党が国際機関に満足	
することは決してない。中国共産党は、ただ国際秩序
を受け入れるのではなく、「潜在的ターミネーター」	
 「選り好み」「国際機関へのただ乗り」という 3 つの顔
を持って現実的に立ち回っている。早くも 1996 年には、	
中国のナショナリストによって書かれた「No と言える	
中国（China Can Say No）」と題する本が、国際秩序	
に対する中国の不満を表明し、米国への抵抗を政府に
呼びかけた。2006年には複数の著者による「不幸な中国	
 （Unhappy China）」という後続本が、国際秩序に	
対する中国の不満を明確に説明し、中国は覇者	
になるべきとの考えを打ち出した。国のナショナリズム	
を煽りたい中国共産党は、「西洋諸国の政府に虐	
げられた屈辱の世紀を経て今こそ中国は党の望	
むものを手に入れるべきだ」と主張している。 
中国共産党の見解によると中国が国際秩序の中で	

チャイナ・ドリームを実現するのは非常に難しい。	
なぜなら国際秩序は米国が構築したものであり、	

 「米国または自由主義圏の価値観」、「米国主導の	
軍事同盟」、「国際連合とその諸機関」という 3 つの
システムに支えられているからである。中国共産党の
国際機関に対する戦略は、中国の総合的な国力に応じて	
随時変わってきた。中国の経済力が増すにつれ 1990	
年代後半からは国際機関に異議を申し立てるようになる。	
2010 年に世界第2位の経済大国となった後は、鄧小平	
の低姿勢戦略から攻撃的な戦略への移行を開始した。	
2 つの大国の間で新しいタイプの二国間関係を、という	
中国の提案を米国が拒絶して以来、中国は、中華帝国
が 19 世紀以前に享受していた東アジアでの支配的な	
地位を取り戻すべく、「強弱両面」を併せ持つ国家の
戦略から強い国家としての戦略への移行を完了した。
プロパガンダは中国政府が目標を達成する上で	

中心的な役割を果たしている。中国共産党は発言権	
を制する者が国際体制を制するとの理解に基づき、	
中国に関する国外の論説をコントロールするための	
 「論戦」を世界中で展開している。中国政府は海外の	
大学や専門学校でのプロパガンダをさらに強化すべく、	
世界中に1000校以上の孔子学院を設立した。ワシントン	
D.C. に拠点を置く無党派の研究グループ「レスポンシブ	
・ポリティクス・センター（ Center for Responsive 
Politics ）」によると、中国の国外代理人の米国	
における支出は、2016 年の 1,000 万米ドル	
 （11 億 3,000 万円）から、2020 年には 6,400 万米ドル	
 （73 億円）にはね上がった。同研究グループは、	
このとてつもない増額の背景に、米国のビジネス、	
政治、社会情勢への影響力拡大を目論む中国の意図	
があるとみている。ニューヨーク市のタイムズスクエア	
にあるデジタル・ビルボード「チャイナ・スクリーン	
 （The China Screen）には、中国共産党のイデオロギー	
が1日24時間表示され、米国における中国共産党の	
プロパガンダを象徴している。「チャイナ・ラジオ・
インターナショナル（China Radio International）」	
は米国内だけでも12を超えるラジオ局と放送契約
を結んでおり、「チャイナ・デイリー」紙（China 
Daily）は「ワシントン・ポスト」紙などの新聞に折り
込み広告を載せている。中国政府はまた、Facebook
や Twitter を含む他の自由主義圏のメディアプラット
フォームを利用して、世界中のユーザーをターゲット
としたプロパガンダを発信している。華僑や中国系以外	
の外国人をターゲットとするこれらのプロパガンダの
目的は、中国共産党に対する肯定的な見方を醸成し、
海外から中国への投資を促進し、反中国共産党の声を
抑圧して反米感情を高めることにある。米国その他の
自由主義社会における中国共産党の悪しき影響は、	
体系的なものである。

国際ルールの曖昧化
中国共産党は、あらゆる手段を動員して影響力を発揮
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し国際ルールの意味を再定義することで国際秩序に挑戦	
している。安全保障分野では、第二次世界大戦終結以後	
の核拡散が米国主導の国際秩序に沿ったものであると
主張する。イスラエルやインドなどの民主主義国が核兵器	
を保有しようとした時、米国は曖昧な政策を採用した。	
イラン、イラク、リビア、北朝鮮などの国々が核兵器
を保有しようとすれば米国に制裁を課される。よって、	
ルールはもとよりその基盤をなす価値観にも変更が	
必要だ、というのが中国共産党の言い分である。 
気候変動問題に関しては、気候変動国際会議で	

 「共通だが差異のある責任」を繰り返し主張する中国に	
対し、自由主義圏の主要国は発展途上国と先進国が	
同等の責任を負うべきであると考えている。中国は、	
2009 年にデンマークのコペンハーゲンで開催された	
国連気候変動会議（COP 15）において、気候に関する	
合意成立の阻止に大きな役割を果たした。2021 年に	
オンラインで開催された気候リーダーズサミットでも
実質的な約束は一切なかった。習主席の約束は空虚	
でいかなる行動計画も伴っていない。それとは対照的に、	
米国のバイデン政権は米国の排出量を 2030 年までに	
2005 年の水準から 50～52％ 削減するという野心的な
計画を発表した。 
金融分野においては、経済と金融の政治化を避	

けるためとして国際政治問題からの分離を主張する	
中国が世界中の専制政権を擁護する構図となっている。	
2016 年には人民元を強引に特別引出権通貨に指定させた。	
その後も国際金融システムにおける自国の地位を向上
させるべく、超主権的な世界準備通貨制度の導入を	
提唱している。このほか人民元の決済をめぐる世界	
の米国への依存度を減らすためにクロスボーダー	
人民元決済パイロットプログラムも立ち上げた。中国は、	
決済技術の世界的リーダーとしての地位確立を図	
るために、2022 年の北京冬季オリンピックで披露する
予定のデジタル通貨を導入している。この人民元の	
デジタル版には中国経済の効率化により米ドルの	
覇権に挑戦するという狙いもある。 

選り好みとただ乗り
中国共産党は、国際機関を自らの利益を最大化し世界的	
な影響力を拡大する場として利用してきた。一般的に	
言って中国政府はグローバリゼーションの政治的側面	
に異議を唱えながら、経済的側面を支持して技術的な
優位性の獲得を図り、自国の発展モデルを南半球などの	
発展途上国（グローバルサウス）に輸出している。	
中国は国際機関の抜け穴を利用して不公正な貿易競争	
を促進してきた。2001 年に中国が世界貿易機関	

ワシントン DC で開催されることの多い世界銀行/国際通貨基金の年次会合には、国際通貨金融委員会	
 （IMFC）のメンバーが出席する。中国は国際金融システムにおける自国の地位を向上させるために	
超主権的な世界準備通貨制度の導入を求める運動を行っている。 
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 （WTO）への加盟を認められた際、中国政府は同機関
の要件を満たすために経済体制を改革することを約束
したが、その約束の多くは果たされないままである。 
米国の知的財産の侵害は中国によるものが圧倒的に

多い。米国司法省によると、経済スパイ容疑による	
告訴事件の 80％ 以上、営業秘密侵害事件の 60％	
にそれぞれ中国が関与しているという。中国による米国	
の知的財産の侵害がもたらす損失は年間 2,250 億	
～6,000億米ドル（25 兆 6,000 億 ～68 兆 2,000 億円）
に上る。米国が世界の安全と繁栄を維持するために	
公共財の提供という重荷を背負ってきた何十年もの間、	
中国はただ乗りを行なってきた。
中国は、国際機関から出る巨額の資金を国内外における	

自国プロジェクトの推進に活用している。1981 年に 4 億	
5,000 万米ドル（511億5,000万円）、1986 年に 6 億米	
ドル（682億円）をそれぞれ特別引出権で国際通貨基金	
 （IMF）から借り入れたほか、1999 年までに国際開発
協会（IDA）から受けた無利子貸付は 99 億 5,000 万
米ドル（1 兆 1,000 億円）、2011 年までに国際復興開
発銀行（IBRD）から受けた貸付は 398 億米ドル（4 兆
5,000 億円）に上る。今や上位中間所得国であるにも
かかわらず依然としてドイツや英国を含む先進国からの	
資金援助を受けている。その資金を使って世界に勢力	
を伸ばしながら中国の援助を受ける国々に圧力をかけて	
中国を支持させ、外交的な譲歩を引き出している。	
世界保健機関（WHO）は中国に1億米ドル（113 億円）	
以上の技術援助を提供してきたが、今や中国は、	
COVID-19 ワクチンの配布を利用して民主主義を	
崩壊させ世界の覇権を握ろうとしている。 

地域の機関や国際機関における地位の上昇
中国共産党は、国際機関での勢力拡大を通じてそれらの	
機関での役割を飛躍的に増大させた。中国は 200 を超
える国際機関に加盟しており、国連の 15 の専門機関	
のうち4つでトップのポストにあるほか、他の国際組織	
でも数々の上級職を務めている。中国共産党は 2 年前	
に国連の世界知的財産機関（WIPO）でトップの地位	
につこうとしたが、これには失敗した。中国は	
BRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、	
南アフリカ）、ASEAN（東南アジア諸国連合）、	
アジア太平洋経済協力（APEC）などの多国間組織	
でも、主導的な役割を果たそうとしてきた。 
中国・アラブ諸国協力フォーラム、中国・アフリカ	

協力フォーラム、中国・ASEAN自由貿易地域など、	
さまざまな中国主導の多国間組織を立ち上げている。	
2001 年には、ユーラシアの政治・経済・安全保障同盟
である上海協力機構（SCO）を創設している。2015 年
にはアジアインフラ投資銀行（AIIB）のプロモーション	
を開始し、同行の構築と維持に指導的な役割を果たす
意欲を示した。北京に本店を置く同行は、世界中に
103 の加盟国と 21 の見込み加盟国を擁している。
 「一帯一路」は、中国の発展モデルを変換し、多様

な通商関係を推進して国際貿易の新しい枠組みを確立

することで、中国の世界に対する影響力を拡大すると
いう野心的なプロジェクトである。これらの取り組み
はいずれも中国共産党の主導により、地域と世界の秩
序を再構築することを目的としている。
その一方で中国政府は、国際政治の舞台での強気な

態度を崩さない。中国共産党の価値観は、本質的に普
遍的価値や人権とみなされるものとは全く相容れない	
ものである。同党は、「集団的人権」と「発展する権利」	

の優先という名目で国内の政治活動家や宗教活動家	
を執拗に迫害し、世界中の人権侵害の非難に異議を唱	
えてきた。国連人権理事会は中国の人権侵害の	
非難決議を一度も採択していない。同理事会の	
年次会合でそのような決議案が出されるたびに、	
ほとんどの加盟国は、中国やその支持国のいずれかが
提出したノーアクション動議を支持したからである。 
中国はこのほか他の利益と引き換えにコンプライ	

アンスの意思を示すという多国間対話での交渉スキル
も十分に習得した。その結果、中国は世界最悪の	
人権侵害国の 1 つに数えられ続けており、2020 年	
には最も多くのジャーナリストを投獄した国にランク
された。

中国の脅威の影響
中国共産党が掲げる目標は多面的である。同党は、	
一党制の維持に加えていわゆる大中華圏（香港、	
マカオ、中国、台湾）の統一と南シナ海の内湖化を	
目論んでおり、さらには世界の超大国にもなろうとし
ている。中国共産党は、その最終目標への第一歩	
として、「アジアのことはアジア人が決める（It is for 
the people of Asia to run the affairs of Asia）」という	
コンセプトを打ち出した。この標語は世界で勢力を	
伸ばすための弾みとして地域で優位性を確立し、地域
と米国の同盟を破壊し、米国をインド太平洋地域から
追い出す企みを正当化するために使われている。

上海オートショーの展示を準備する従業員。米国司法省によると、
経済スパイ容疑による告発事件の 80% 以上、営業秘密侵害事件の
60% など、米国の知的財産侵害事件のほとんどに中国が関わっている。
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中国は経済、価値観、軍事を含む米国の利益に深刻	
な課題を突き付けている。米国国防総省は 2020 年の	
議会報告書で、中国人民解放軍が 2049 年までに世界レベル	
の軍隊になることを目指していると明言した。	
米国の非営利研究機関「ランド研究所（Rand Corp.）は、	
 「世界一の大国を目指す中国の取り組み（China's 
Quest for Global Primacy）」と題する最近の報告書
の中で、米国が世界のリーダーとしての地位を維持	
できなければ、アジアの隅に追いやられる可能性	
があると予測している。 
ほとんどのシンクタンクは、中国経済がアメリカ	

経済を追い越すと予測している。中国は強大で世界を
民主的価値観と法の支配から遠ざけようとするだろう。	

これからの 10 年は各国とグローバルコミュニティの	
両方にとって非常に重要である。大国間の競争は、	
米国と英国、米国とロシア、米国と日本の間でも繰り広	
げられてきた歴史がある。20年前、米国の政治学者
で国際関係学者のジョン・ミアースハイマー（John 
Mearsheimer）博士は、大国間の競争は終わっていな
いと指摘した。主な大国は今も互いを恐れ、危険な安
保競争を繰り返している。 
中国は、「国内の優先事項に焦点を当て改めて	

自立政策を最重視すること」「自国の米国依存を減	
らすと同時に、世界の中国への依存度を引き上げること」	
 「自国の海外への影響力拡大を加速させること」という	
3 つの面で対米戦に備えてきた。習主席は中国共産党員	
に「現代世界の混乱の最大の原因は米国である」と述
べ、米国を基本的に中国の敵と認定している。 
2021 年 3 月、バイデン米大統領の下初めて対面で行	

われた米中高官会談では、中国の外交トップが 18 分間	
にわたる討論の中で米国の政策と米国主導の国際秩序
を非難した。中国共産党の楊潔基外交部長は、「米国
は世界の代表ではない。中国は、西洋民主主義よりも
優れている独自の社会主義体制にこだわっていく」	
と主張した。 

ごく最近、習主席はパンデミック後の発展トレンドを	
 「東の台頭、西の凋落」という言葉で表現し、「今こそ	
中国が世界を直視する時だ」と述べた。中国共産党の
公式ジャーナル『求是』に掲載された最近の講演では、	
世界が混乱の中にあると指摘し、中国はこの機会を捉
えるべきであると説いている。同主席は何者も中国を
打ち負かすことはできないと主張し、2049 年までには	
中国を再び大国の地位に押し上げると約束した。	
中国共産党の世界観とやり方は明確である。今や	
鄧小平式の「低姿勢」な外交政策を完全に放棄し、	
米国主導の国際秩序とは正反対の方向に躊躇なく動	
いている。2021 年 7 月の中国共産党創立 100 周年記念式典	
で習主席は、「中国を苛めようとする海外勢力は 14 億超	
の人民が築いた鉄の壁にしたたかに頭をぶつけること
になる」と警告した。 

戦略的安保競争の未来
世界の秩序の未来は、米国と国際社会が中国をめぐる
包括的な課題にどう対応するかに大きく左右される。
中国の脅威については様々な誤解がある。一部の	
アナリストは、中国は現在の国際秩序の恩恵を大いに
受けてきたため、それを覆すつもりはないと論じている。	
他のアナリストは、中国政府の掲げる目標の多くが	
米国のそれと対立するのは事実だが、中国が国際機関
で果たす役割は依然として米国を含むグローバルコミ
ュニティに恩恵をもたらしていると主張する。また、
中国がその外交政策の原則とアプローチに基づいて	
国際社会での役割を果たす限り、中国の世界への影響力	
は限定的であると考える者もいる。さらには、米国の
メディアが中国の安全保障上の脅威を誇張しているのは、	
国際秩序が複雑かつ多層的であり、それを覆すことは
困難だからであるという声もある。 
米国国家情報会議（NIC）の報告書「グローバルト

レンド 2040（Global Trend 2040）」では、「米国	
とその同盟国が引き続き国際システムを主導する」、	
 「国際秩序は無目的で混沌としており不安定」、	
 「民主主義社会の分裂が進む」、「世界がゆっくりと	
無政府状態に向かう」、「欧州連合（EU）および中国
を筆頭とする世界的な同盟が誕生する」という5つの	
シナリオが想定されている。
それでも米国主導の国際秩序の将来が有望であるのは	

間違いない。
中国共産党の世界支配の意図は決定的であるものの、	

いずれは行き詰まる可能性が高い。なぜならチャイナ	
・ドリームは主に中国共産党の世界観を表しているからだ。	
共産主義思想と中国の父権的伝統は、もはや中国、	
海外のいずれでも受け入れられなくなっている。	
中国の発展が米国のハイテクとサービスに大きく依存
している以上、短期間で自立政策を実現するのは容易
ではない。グローバル化した世界では、民主主義と	
自由の追求が今も本流の目標である。 
中国の攻撃的な拡大に対抗すべく立ち上がる国は	

増加する一方である。カナダ、EU、英国は、少数民族	

2021 年 3 月、アラスカ州アンカレッジで開催された米中会談の	
オープニングセッションで発言する中国共産党の楊潔基外交部長	
 （写真中央）。 
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の人権侵害に関する中国への制裁を調整してきた。	
2021 年 5 月には、EU議会において EU の中国との	
投資協定案を正式に凍結し、中国への対処に関する	
米国との調整を強化するよう呼びかける動議が可決	
された。ドイツは、中国共産党がウイグル族を虐殺	
しているとして非難されている中国北西部の新疆	
ウイグル自治区につき、同地区での活動を制限	
または停止することをドイツ企業に義務付ける	
サプライチェーン法を制定した。
さらに重要なのは米国が依然として強いことである。	

バイデン大統領は、2021 年 3 月に行われた最初の	
記者会見で、中国が「世界で最も指導的、裕福かつ
強大な国」になることを望んでいると述べた。その
上で、「私の政権下ではそうはさせない」と付け加
えている。 
バイデン政権は米国同盟の国際ネットワークを	

強化・刷新するための改革に取り組んできた。	
米国は、WHO と気候変動に関するパリ協定に再び
加盟したほか、技術、気候変動、人権などの問題で
EU、NATO、先進7ヵ国のグループと緊密に連携し、
中国がもたらす脅威への対抗を図っている。	

第二次世界大戦後のインド太平洋地域において、	
米国はオーストラリア、日本、フィリピン、韓国、
タイと同盟条約を締結した。 
4 ヵ国間安全保障対話（通称「クアッド（Quad）」	

として知られる枠組みの中では、オーストラリア、	
インド、日本、米国が、経済、軍事、サプライチェーン	
の分野で緊密に連携している。これらの国は、	
中国共産党の覇権的野心に対する実質的な抑止力	
を構築する目的で多国間軍事演習や「クアッド」	
への加盟国募集も行っている。 
一方、すでに米中間の競争の最前線となっている

台湾海峡と南シナ海は、中国の世界覇権への道を閉	
ざすという国際社会の決意が試される最初の試金石	
となるかもしれない。中国共産党が「中国の完全統一
は同党の揺るぎないコミットメント」と断言する	
一方、米国は、もはや台湾問題を中国との関係	
という枠組みで考えるのではなく、自由で開かれた	
インド太平洋を推進する機会とみなすようになった。
これには米中間競争の激化が反映されているだけでなく、	
インド太平洋地域における優位性を引き続き維持	
するという米国の断固たる決意が表れている。o

2019 年、批判を集めた引き渡し法案に反対して香港の路上を行進する数千の抗議者たち。共産主義思想と中国の	
父権的伝統は、もはや中国、世界のどこでも支持されていない。 
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太平洋地域の
防衛強化

同盟国とパートナー諸国は、数々の安保リスクに対 
する太平洋諸島の守りを固めつつある

FORUM スタッフ
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球表面の約 15％ を占める広大
な海洋に囲まれた、およそ 3 万
の太平洋諸島。その多くが無人	
の環礁島であり、全体の人口
はインドネシアの首都ジャカルタ	
をやっと超える程度の1,200 万人	
に過ぎない。多くの島民の	
生計は大洋の豊かな資源、	

ターコイズ色に輝くトロピカルな海に浮かぶ美しい島
々の観光に大きく依存している。
遠い海に浮かぶ太平洋の島嶼諸国と領土だが、実は世界	

で渦巻くさまざまな問題のただなかにあり、海面上昇、	
資源の枯渇からパンデミックによるロックダウン、	
地政学的紛争に至る現代の大きな試練に直面している。
地域・国際協力を通じた平和と繁栄の促進に向け、	
加盟国の政治経済政策グループとして 1971 年に創設	
された「太平洋諸島フォーラム（PIF）」は、次のように	
分析している。「太平洋地域の安全保障環境は複雑さを
増す一方である。太平洋コミュニティーは越境犯罪	
グループ、気候変動、テロ、自然災害、不安定な政治や	
国際紛争がもたらす安全保障上の脅威にさらされやすい。	
そのことが各国内の混乱、貿易収入の減少、現地犯罪
の増加や法執行の甘さなどにつながっている」
同盟国、パートナー諸国およびそこれらと志を同

じくする国々は、同地域の海上防衛を強化して経済面、	
気候面、安全保障面の脅威に対抗しようとしている。
これらの脅威には自国に利する影響力の拡大を目論む
中国の動きが含まれる。
ニュージーランド国防軍（NZDF）は、2019 年

10 月に発表した報告書「太平洋パートナーシップの
推進：太平洋防衛アプローチの枠組み（Advancing 
Pacific Partnerships: A Framework for Defence's 
Approach to the Pacific)」の中で次のように指摘した。	
 「複雑な攪乱要因の強まりと外部行為者の存在感の増大	
に伴い、太平洋地域は変わりつつある。この一連の複雑	
な攪乱要因に、今後は太平洋における影響力拡大競争
の激化という問題が絡んでくるだろう。同地域での	
存在を高めたい外部行為者は、これらの問題を利用	
して影響力の拡大を図る可能性がある。より大まかに
言うと、多くの国が再び太平洋を注視するようになった	
背景には戦略地政学的な競争意識の高まりがある。	
その意識の中心に、外部行為者（その活動のすべてが
我々の価値観を反映しているとは限らない）の関与の
ペース、強度、範囲があることは間違いない」

自信を強める中国
典型的な事例：キリバス世界で一番遠いと言われる
島の1つであるキリバスは、オーストラリアと米国	
のほぼ中間にある遠島である。総人口は、インド	
最大のクリケットスタジアムに余裕で収容できる
11 万人である。そのような小国ではあるが周辺の	
広大な太平洋に点在する 33 のサンゴ環礁により、	
地球の 4 つの半球すべてにまたがる唯一の国	
となっている。加えてインドの国土面積を超える	
300 万平方キロメートルもの排他的経済水域	
 （EEZ）を有する。国際連合の海洋法条約に基づき、
他の国々と同じくキリバスにも自国 EEZ 内の	
天然資源を探査・利用できる主権がある。これに含
まれる水産物、石油・ガス、鉱物などの豊富な資源
は、強欲な中国の目を引いてきた。
2021 年 5 月に民主制の台湾との外交関係を 2019 年	

に破棄し、共産中国の支持に回っていたキリバス政府は、	
キリバスの環礁の 1 つにある飛行場においてその	
改良工事の実現可能性調査に中国が資金援助を行	
うと発表した。ロイター通信は、このプロジェクト
が観光の支えになるという政府のコメントを報じた。	
しかし、一部の議員は、第二次世界大戦中に米軍基地	
として使われた同飛行場に中国が関心を寄せている
ことへの懸念を表明し、このプロジェクトが中国の	
 「一帯一路」（略奪目的の貸付であるとして広く非難
されているインフラ構想）の一部になるのではない
かとの疑念を表明している。その1ヵ月後には、	
キリバスと他の2つの太平洋島嶼国（ミクロネシア	
連邦とナウル共和国）の通信を強化するために	
世界銀行主導で進められていた海底ケーブルの敷設
プロジェクトが、中国の関与をめぐる安全保障上の
懸念により棚上げになった。ロイター通信によると、	
このインフラは米国領グアムとつながり主に米国政府	
によって使用されている海底ケーブルに接続される
はずだった。ある中国企業が最も低い入札額を提示
したが、米国とキリバス当局は、中国企業が中国政府	
の情報機関やセキュリティーサービスへの協力を求
められていると警告した。
キャンベラに拠点を置くシンクタンク、	

オーストラリア戦略政策研究所（Australian Strategic	
Policy Institute）の出版物「ザ・ストラテジスト	
 （The Strategist）」に掲載された 2020 年 9 月の	
記事は、キリバスのインフラプロジェクトに中国が
関与すれば、「太平洋の真向かいに中国の軍事基地
または（少なくとも最初は）軍民両用の施設の可能性」	
が生じるとした上で、次のように述べている。	
 「そのような施設があれば、中国は世界最高の	
マグロ漁場と深海鉱物資源を掌握できるだけでなく
ハワイ、クワジェリン環礁、ジョンストン環礁、	
ウェーク島の米軍基地付近に拠点を持つことができる。	
それらの施設はまた、北米・オーストラリア・	
ニュージーランド間の主なシーレーンの真向	
かいに置かれることになる」

地

2019 年に太平洋で訓練演習を行ったキリバスの巡視船「RKS	
ティアノアイ（RKS Teanoai）」（左）と米国沿岸警備隊の	
カッターストラットン（Cutter Stratton）。「RKS ティアノアイ」は、	
12 の太平洋島嶼国に巡視船を提供したオーストラリア政府の	
プログラムの一環としてキリバスに寄贈された。オートストラリア	
は、2021 年 6 月に交換用のガーディアン級巡視艇「RKS ティアノアイ	
II（RKS Teanoai II）をキリバスに寄贈した。
サラ・ミューア（SARA MUIR）米国沿岸警備隊上等兵曹



平洋島嶼国作戦部隊（OPIC）は、オセアニア全域 
の関係強化に向け、米国陸軍が太平洋を中心に展開 
する取り組みである。自由で開かれたインド太平洋の 
実現を目指す同部隊は、個人の自由および世界
の自治という共通の価値観を含め、米国と 

太平洋島嶼国が強い社会的責任感をもって育んできた友好と
連帯の歴史的な絆を強化するものである。同部隊のチームは軍、 
政府、社会のパートナーとつながることで専門知識の膨大 
なネットワークを活用し、オセアニア全域の価値を創出している。
部隊を構成するのは現役兵、予備兵および州兵を含む 

米国陸軍構成部隊の兵士たちである。2020 年に正式に 
発足し、主に本部所在地であるハワイ州フォートシャフター
フラッツにある第 9 任務支援司令部（9th MSC）の部隊およ
びメンバーを含んでいる。その第9任務支援司令部は、すで
にオセアニア（メラネシア、ミクロネシア、ポリネシアを含
む）に要員を駐留させている。同司令部がこの地域と深 
くつながっていること、任務に従事する多くの兵士たちにとって 
オセアニアは家族と祖先の地であることを考えれば同司令部
はこの任務に最適である。
第 9 任務支援司令部の司令官として 2021 年 6 月に同作戦 

を指揮したティモシー・D・コネリー（Timothy D. Connelly） 
米国陸軍准将は次のように述べている。「第 9 任務支援司令部 
の素晴らしい点は、その陣形に現地（太平洋島嶼国）出身の
兵士たちがいることです。彼らは米国陸軍から習得した素晴
らしい軍事スキルと訓練経験を有するだけでなく、多くが 
南太平洋の出身者であることで現地の文化や言葉、習慣などの 
ユニークな知識を私たちにもたらしてくれるのです」
オセアニアでの取り組みが形になった 2020 年初頭には、

太平洋島嶼国を支援する複数の「オセアニア・パスウェイ・
チーム（Oceania Pathways Teams）」が発足した。これらの 
チームは文化専門家と民事専門家で構成され、「受け入れ国
の能力構築」「オセアニア全域の関係強化」という上位2つの 
目標をはじめとする数多くの目標を達成すべく結成されている。
同チームは、米国陸軍および姉妹軍のエンジニアリング 

能力、医療・獣医医療能力を活用して地域全体を支援してきた。 
一方では第 9 任務支援司令部もまた、災害対策プランの策定、 
安保協力や兵士の技能交流を担うチームを太平洋島嶼国に 
派遣している。「パシフィック・パスウェイズ（Pacific 
Pathways）」をはじめとする軍同士の訓練演習には米国、 

同盟国、パートナー諸国の軍隊の即応性を高める効果がある。 
文化的専門知識、民事、「太平洋島嶼国作戦部隊」の政府 
をあげた取り組みがもたらす資産の融合により長期的な 
パートナーシップと持続可能な成長が実現する。
その太平洋島嶼国作戦部隊もずっと順風満帆 

だったわけではない。部隊発足直後に新型コロナウイルス 
感染症のパンデミックが襲来し、作戦に深刻な影響を及 
ぼした。当時の作戦責任者であるエリック・モーリー（Eric 
Morey）少佐は、次のように述べている。「我々はその時に
行っていたすべての作業を中止し、計画を練り直すことを 
余儀なくされました。作戦という観点から見ると、 
それはとてつもなく大変なことです。すべての構成要素、 
同盟パートナー、オセアニア諸国について創造的な 
ソリューションと忍耐、チームワークが要求されたからです」
そうした障害にもかかわらず同部隊はチームを前進させ 

太平洋島嶼国の支援に取り組んだ。米国インド太平洋軍 
 （USINDOPACOM ）がオセアニアへのコミットメントを強化
したことで最初に恩恵を受けたのは、フィジー、マーシャル
諸島、パラオ、パプアニューギニア、東ティモールである。
パートナー諸国の新型コロナウイルス感染症対策を支援 
することは、「太平洋島嶼国作戦部隊」の主な任務 
となった。
パンデミックのもたらす問題が 2021 年に持ち越されても

同部隊は引き続き能力の構築に取り組み、より多くの 
太平洋島嶼国に活動の場を拡げてきた。同部隊の成功の鍵は
駐留先の国々の実情に合わせたソリューションを提供する 
能力にある。それらの国々との深い文化的なつながりや 
協調こそが同部隊の主な成功の秘訣である。
同部隊の作戦のあらゆる局面で現地の文化を取り入れ学

ぶことが重視される。最近行われたフィットネスセッション
では部隊の隊員がパドリングのレッスンを受けた。この古代
の航法の基礎を兵士たちに教えたクリス・カオプイキ（Kris 
Kaopuiki）軍曹は、次のように述べている。「我々が支援 
する人々と文化を理解して体験し、これらに接するのに 
パドリングほど良い方法はありません。このスポーツの伝統
と規律はこの地の古代社会と深く結びついているからです」
同部隊の隊員たちは、カヴァの儀式や「太平洋諸島島民の 
文化遺産の夜（Pacific Islander heritage nights）」などの 
イベントにも積極的に参加してきた。
米国陸軍太平洋部隊が企画し指揮をとる「パシフィック 

・パスウェイズ」は、軍同士の演習を通じて米国、同盟国 
およびパートナー諸国の軍隊の即応性を高めるための取り組
みである。演習はインド太平洋全域に普及しており最近では
オセアニア諸国の参加が増えている。
太平洋島嶼国作戦部隊は、米国インド太平洋軍が 

戦略的関係の構築を継続し、地域で息の長いプレゼンスを 
提供し続けるため成熟した資産として 2022 年を迎えた。 
同部隊が太平洋島嶼国にもたらす能力と価値は、上級幹部の
関与、合同演習、会議、人道援助、災害対応計画の策定から 
新型コロナウイルス感染症関連の支援、エンジニアの 
関与、市民活動・プロジェクトまで膨大な数に上る。 
太平洋島嶼国作戦部隊の副司令官であるブレーズ・ザンドリ 
 （Blaise Zandoli）米国陸軍大佐は、「米国とオセアニアの 
太平洋島嶼国は、多くの基本的な価値観を共有している。 
それらの価値観の軸をなすのは、民主主義と強固な社会的文脈 
における個人の尊重を織り込んだ人間の存在に対する精神的
なアプローチだ。「この共通の価値観と現実的な互恵関係を
考えれば提携を結ぶのは自然の成り行きと言える」と述 
べている。

太

太平洋 
パートナー 
諸国
太平洋島嶼国における持続的な関係の構築
太平洋島嶼国作戦
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米国外交政策評議会（AFPC）のアレクサンダー	
・B・グレイ（Alexander B. Gray）国家安保問題上	
級研究員は、今や太平洋諸島全体で中国政府の	
 「自信に満ちた態度」が感じられるようになったと語る。	
パラオでは、同国の海事当局が米国沿岸警備隊の支援
を受け、パラオ領海で違法なナマコ漁を行った疑	
いのある中国船を拿捕する事件があった。その 1 ヵ月後	
の2021年1月、パラオのスランゲル・ウィップス・	
ジュニア（Surangel Whipps Jr.）新大統領は、中国
による島嶼国いじめを非難する声明を出している。	
世界の違法・無報告・無規制（IUU）漁業の多くは	
中国の大規模遠洋漁船団によるものと言われ、今や	
海洋漁業全体の約 30% が中国漁船による IUU 漁業	
である。米国笹川平和財団の秋元諭宏会長は、	
ジャパンタイムズ紙への寄稿で次のように述べた。	
 「天然資源については、中国が太平洋地域の漁業資源
を積極的に利用しています。国内消費の増大する需要を
満たすために自国沿海の資源を獲り尽くしてしまった
中国にとって、太平洋地域の広大で豊かな海は素晴	
らしい漁場なのです」
一方で中国政府が行使する経済的な圧力も見逃せない。	

たとえばパラオに対しては、台湾との外交関係に対する	
報復として自国民のパラオ観光を禁止している。観光地	
として人気の高いパラオにとってはきわめて重要な収入源	
が絶たれた形である。2021 年 5 月、米国国家安全保障会議	
（NSC）のグレイ（Gray）元オセアニア・インド	
太平洋安全保障部長は、「ザ・ディプロマット（The 
Diplomat）」誌で次のように述べている。「我々は、
太平洋の小さな島々が直面する課題をしっかりと念頭に	
置くべきである。これらの国々は同地域で最も戦略的	
な地理的エリアの一部を含むだけでなく、国際会議や	

国連で長きにわたり米国の利益に沿う姿勢を表明してきた	
民主主義国家でもあるからだ」

 「共通の目的を持って取り組める分野」
民主主義の同盟国とパートナー諸国が推進する太平洋地域	
への関与。その目的の少なくとも1つは、同地域の覇権	
を握ろうとする中国共産党の野心に対抗することである。	
これに伴い、前述の課題に対処することを目的とした	
共同の取り組みも加速している。ロイター通信によると、	
米国国家安全保障会議のインド太平洋事務コーディネ
ーターであるカート・キャンベル（Kurt Campbell）
は、シンクタンク「新アメリカ安全保障センター	
 （Center for a New American Security）」が 2021 年
6 月に開催したイベントで次のように述べた。	
 「我が国がオーストラリア、ニュージーランド、日本
などの同盟国と緊密に協力して今後速やかにやるべき
ことの 1 つは、太平洋島嶼国との会合を開き、共通の
目的を持って取り組める分野について話し合うことです。	
これらの国は、我が国にとって歴史的道義の面でも	
戦略的利益の面でもきわめて重要な島々です。そして	
 （繰り返しになりますが）これらの国々をめぐっては
価値観、国連における役割、保健医療面の課題、	

左から、パブロ・ヴァレリン（Pablo Velerin）米国陸軍少佐、	
防衛協力連絡事務所；ファラー・レート・ラエク（Falur Rate Laek）	
准将、東ティモール防衛軍参謀長；　カリスト・サントス・コリアティ	
 （Calisto Santos Coliati）大佐、東ティモール防衛軍参謀長；ルビー	
・ジー（Ruby Gee）米国陸軍少佐、「太平洋島嶼国作戦部隊」	
東ティモール班指揮官；リディア・マッキニー（Lydia MacKinney）
陸軍伍長、東ティモール班文化連絡下士官、東ティモール東部配属。	
ソロモン・ナヴァロ（SOLOMON NAVARRO）二等軍曹/太平洋島嶼国作戦部隊
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気候変動、潜在的な軍事面での役割、健全な	
漁業資源等々をめぐる競争が激化しています」
日本と米国は、共にオーストラリアとニュージー

ランドが加盟する太平洋諸島フォーラム（PIF）	
の対話国であり、同フォーラムに大きく貢献している。	
日米それぞれの政府によれば、日本政府が 2018 年以降	
5 億 8,000 万米ドル（661 億円）の開発援助を同地域
に提供している一方で、米国政府は毎年 3 億 5,000 万米	
ドル（399 億円）を同地域に拠出している。さらに、
米国国際開発庁（USAID ）の「気候変動対策	
プロジェクト（Climate Ready project）」は、	
太平洋諸島・地域による気候変動の影響緩和を支援	
するために、2017 年から 2022 年にかけて 2,400 万米ドル	
 （27 億 3,000 万円）の予算を確保している。
米国はまた、米国沿岸警備隊の船舶に乗った	

現地法執行機関の役人が自国 EEZ 内で犯罪を取り締
まることができる二国間乗船協定を各国と締結済	
みである。2020 年、米国陸軍は太平洋地域における
同軍のプレゼンスを強化し、島嶼国・領土の市民援助
プロジェクト、軍事・安保作戦および演習、人道援助
プログラムや災害救助プログラムの設計と実行を支援	
する太平洋島嶼国作戦部隊（Operations in Pacific 
Island Countries）を創設した。
同 2020 年には、このほか米軍太平洋艦隊が	

第 27 回環太平洋演習（RIMPAC）を実施した。この	
演習は自由で開かれたインド太平洋を支えるシーレーン	
の安全確保に不可欠な相互運用性と戦略的な海上	
パートナーシップの強化を目的として、2 年に 1 度行	
われている。8 月の 2 週間にわたってハワイ島周辺の海域	

で行われたこの RIMPAC 2000 には、10 のパートナー諸国	
から船舶22隻、潜水艦1隻、兵員等 5,300 名が参加した。
日本の外務省によると、日本は教育、保険、インフラ	

といった分野の財政支援のほか、1996 年に東京で	
設立された太平洋諸島センター（Pacific Islands Center）	
を共同運営し、太平洋諸島フォーラム（PIF）加盟国
の持続可能な経済発展を投資の促進や貿易・観光の	
振興を通じて支援している。日本の防衛省によると、
日本はまた、「自由で開かれたインド太平洋」構想の
一環として太平洋島嶼国との防衛面における協力や	
交流を強化しているという。これには初の多国間防	
衛大臣級会合である「日本・太平洋島嶼国防衛対話	
 （Japan-Pacific Islands Defense Dialogue）」の開催、	
日本の自衛隊部隊による航空機見学や寄港の推進などが	
含まれる。前述の秋元諭宏・笹川平和財団会長は、	
2019 年 12 月のジャパンタイムズ紙で次のように語っている。	
 「米国の主要同盟国であり、太平洋島嶼国に長く継続的	
に関わってきたアジアの一国でもある日本には、この
地域で果たすべき独自の役割があります。また、自らが	
支持する法治、質の高いインフラ、人間の安全保障	
 （ヒューマンセキュリティ）といった価値観を通じて
経済発展と環境保全のメリットを強調できるのです」

地域のリセット
オーストラリアの外務・貿易省によると、2016 年の	
太平洋諸島フォーラム（PIF）会合で発表された	
オーストラリアの「太平洋ステップアップ（Pacific 
Step-up）」戦略は、同国の「最優先外交政策」	
であり、2020～2021 年だけでも10億米ドル（1,137 億	

FORUM によるイラスト
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4,000 万円）以上がこの地域に拠出されている。新型
コロナウイルス感染症のパンデミックによって同地
域の生活に欠かせない観光産業とサービス産業が壊滅
的な打撃を被った際には、支援対象が重要な物資に
まで拡大された。オーストラリアのスコット・モリソン首
相は、2020 年 9 月の国連総会で次のように述べてい
る。 「オーストラリアは、これらの国々にとって最大の
開発パートナーです。そのため防護具や検査機器、医
療の専門知識を提供してきたほか、専門家や物資が出
入りしやすい基本的サービスと人間の通路を維持して
います」
一方、オーストラリア連邦政府によると、オースト

ラリアの「太平洋巡視艇交換プロジェクト（Pacific 
Patrol Boat Replacement project）」では、1987 年
から 1997 年にかけて12の太平洋島嶼国と東ティモ
ールに寄贈した巡視艇を新しい巡視艇と交換するた
め、2023 年までに21 隻を購入する予定である。オー
ストラリアの太平洋海上安全保障プログラムの一部をな
すこの 2 億 5000 万米ドル （284 億円）の交換プロジェク
トは、島嶼国の国境巡視能力、IUU 漁業その他の海上犯
罪への対抗能力、捜索救助能力を高めることが期待され
る。2021 年 6 月には、ガーディアン級巡視艇の 11 回目の
交換用として「RKS ティアノアイII」をキリバスに寄贈
した。
このオーストラリアとタスマン海をはさんで向かい

合うニュージーランドもまた、地域への関与を強化し
ている。オーストラリアのモリソン首相とニュージ
ーランドのジャシンダ・アーダーン首相は、2019 年
2 月の声明で「太平洋の繁栄と安全は両国にとって根
本的に重要」であると述べ、両国と島嶼国・領土との
パートナーシップを拡大することで合意した。ニュー
ジーランドは、2018年に打ち出した「太平洋リセッ

ト（Pacific Reset)」政策に基づいて援助額を引き上
げ、閣僚級会議の頻度を増やし、同地域に焦点を当て
た 12 以上の外交・開発ポストを新設した。2020 年半ば
には、災害対応などの活動をコーディネートする駐在
防衛顧問をトンガに派遣した。ニュージーランド国防
軍（NZDF）は、「倫理的かつ効果的なリーダーシップの
基本を太平洋の保安要員に根付かせる」ための専門的
なリーダシップ訓練を島嶼国に対して提供すると同
時に、太平洋地域での水陸作戦と海上パトロールを
支援するためのリソースを強化・再編成している。
同軍の 「太平洋パートナーシップ推進（Advancing 
Pacific Partnership）」レポートは、「気候変動から
戦略地政学的競争まで、太平洋が直面する一連の課題
には、我が国や我が国と志を同じくするパートナー諸
国からより多くのものを要求している」と指摘する。
確かに、今そこにある脅威に直面する太平洋島嶼国

は、オーストラリア、日本、ニュージーランド、米
国のみならず、インド太平洋、欧州そして世界中の友好
国に頼ることになるだろう。パラオのウィップス大統
領は、2021 年 3 月に台湾を訪れた際に次のように述
べている。「小国である我が国は、簡単に潜入され
てしまいます。そのため我が国を守り安全を提供してく
れるパートナー諸国に頼っています」。中国人民解放軍
は、この主権の脆弱性に関するウィップス大統領の懸
念をさらに高めるような行動に出た。中国が領有権を主
張する自治島を同大統領が訪問している間に、軍用機
10 機を台湾の防空識別圏に送り込んだのである。
米国外交政策評議会のグレイ氏は、「ザ・ディプ

ロマット」誌で、「中国政府の野心が急速に膨らむ
中、米国とその同盟国はインド太平洋の小国が引き
続き独立、安全、繁栄を享受できるように力を結集
する必要があるだろう」と述べている。o

太平洋諸島地域にあるキリバスの	
遠島の 1 つ、カントン（Canton）	
島に戦略的に建設された飛行場の	
衛星画像。中国はこの飛行場の	
アップグレードを計画している。	
デジタルグローブ（DigitalGlobe）
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局は 2020 年に中国の金融業者が	
メキシコの麻薬密売人と共謀し、	
マネーロンダリングを計画しているとの	
報告があったことを明らかにした。	

当局者は、この一見あり得ない組み合わせを違法な資金	
の隠蔽に使われる貿易の最新事例と解釈している。	
しかし捜査当局が見ていたのは、主に違法資金の洗浄
ではなく外国為替規制の回避を目的として考案された
非常に複雑な一連の取引の一面に過ぎない。
外国為替（FOREX）は世界経済の安定に	

欠かせないものである。それは合法・非合法の	
国際貿易の中心にあり財とサービスの移動を促進	
しているだけでなく、営利事業でもある。通貨市場の変動	
は富の獲得や喪失につながり経済全体を左右する。
当局が明らかにした計画には闇の外国為替市場	

 （BMFX）が関わっていた。この闇市場が違法行為者	
にとっていかに重要かは、良くても過小評価され最悪
の場合は完全に見過ごされてきた。国際貿易、闇外為市場	
および違法行為者が絡む関係は、長年にわたって	
マネーロンダリングの脆弱性と見られており、その	
見方は正しい。問題はこの等式の鍵となる要素が貿易
であるという誤った解釈がなされ、「貿易ベースの	
マネーロンダリング（trade-based money laundering）」	
という呼称まで生まれてしまったことである。
これらの要素同士の関係を詳しく調べ併せて歴史	

の分析と将来予測を行えば、第一にこれらのマネーロン	
ダリング計画を解明するための鍵が貿易ではなく、	
闇外為市場であることがわかる。そして第二に、	
中国が関与する闇外為市場は米国や他の国々にとって	
国家安全保障上の問題となり得ることも判明するのである。
この記事では闇外為市場が合法・非合法の事業に

対して持つ重要性について検討したい。闇外為市場が
インド太平洋地域に及ぼす影響を探り、中国における
外為規制が中南米の闇外為市場に与えた影響を分析す
る。最後は中国の闇外為ブローカー、中南米の犯罪組
織、中国の政府要人等（重要な公職にある者）の間の
非公式な便宜上の結び付きを示すことにする。

違法な活動のきっかけとなる通貨規制
並行通貨市場は世界中の国々に定着している。闇外為市場	

を発生させる経済政策は国の経済破綻を避けるために
とられることが多い。それらの政策は多くの場合、	
国の通貨の切り下げによって促進される。その結果外貨	
 （通常は米ドル）の需要が増えることになる。外貨の	
需要増大は自国通貨の価値のさらなる下落という結果
をもたらす。
これらの作用が経済に及ぼす影響に対抗すべく、	

国は外為の購入すなわち物理的通貨の外への移動を	
制限するとともに、自国の輸出業者が海外で保有する
外為の本国回帰を規制する。このような政策は輸入業者	
が事業運営に必要な外為を購入することを困難	
 （ひいては不可能）にする。
同時にそれらの規制は商品で外為を稼ぐ輸出業者の

意欲を削ぐ結果にもなる。外為の価格は、買手の	
輸入業者にとっては高すぎ売手の輸出業者にとっては
低すぎるレベルになる。こうした政策は規制市場の外
で外為を利用または所有する者にはチャンスをもたらす	
一方で、ビジネスモデルの一部としての外為に依存	
する経済の中にいる者には大きな負担となる。
インド太平洋地域の米ドル闇市場はもう何十年	

にもわたって存在している。分析によると、中には
1940 年代に遡るものもあるこれらの市場は、さまざまな	
国が実施した外為規制の結果誕生したという。米ドル
を使って国際貿易に参加する者は、これらの規制	

当

堂々と金銭を動かし、安全保障を脅かす中国共産党員	
ジョン・F・トボン（JOHN F. TOBON）/ 米国国土安全保障調査局

中国と米国の紙幣  ロイター
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によって米ドルへのアクセスを実質的に	
絶たれている。
この状況が規制外為セクター外で米ドル需要を発生

させた結果、闇市場が誕生した。外為市場はそれが正式	
なものか否かを問わず需要と供給により機能する。	
闇市場が生まれると米ドルの代替供給源の需要は、	
違法な外為の調達（政府高官等の汚職や、麻薬密売	
をはじめとする犯罪活動の形をとることが多い）	
を通して満たされることになる。

外為マネーロンダリング 
このシナリオにおけるマネーロンダリングのプロセス
は、政府機関やビジネスコミュニティの混乱と困惑を
招き続けている。商取引はどのように犯罪活動の収益
によって汚染されるのか？その汚染の結果、企業が	
犯罪組織との協力を隠蔽するためにさらなる犯罪を犯
さざるを得ない仕組みとは？そして大変難しい質問	
ではあるが、そもそもマネーロンダリングはいつ発生
するのか？
商取引と犯罪活動が絡み合うのは、輸入業者が闇外為	

ブローカーから外貨を購入する場合である。これらの
ブローカーは外貨の違法な供給と疑似合法的な需要	
のつなぎ役である。需要の合法性が疑問視されるのは、	
従来の国際貿易の一環として行われる合法的な財の購入	
に違法な外貨が使われるためである。輸入業者は、	
ここで輸入を完了する方法を見つけなければならない。

輸入を完了するためには、不正通関スキーム	
 （過大・過少評価または二重請求）、密輸、公務員	
への贈賄のいずれか、またはこれらのすべてが必要	
になる。これは政府機関や金融機関が貿易の本筋から
外れ始める場合も同様である。上記の要素の組み合	
わせは、通常「貿易ベースのマネーロンダリング」	
といわれる。
貿易取引の重要性が強調されることで、あたかも	

貿易がこのスキームの鍵を握る要素であるかのように

見える。法の執行機関や金融活動作業部会（FATF）	
などの国際基準設定機関は、国際貿易取引をより厳	
しく監視しマネーロンダリングを特定・抑止すべきであると	
主張してきた。誰もがそれほどまでに懸念している	
マネーロンダリングは残念ながら、外貨がまだ購入	
されないうちに発生している。違法な外貨を手に入	
れた犯罪組織は、その外貨を闇外為ブローカーに	
売った後に退場してしまう。犯罪組織は財を顧客に引き	
渡すがその収益を通貨ブローカーに委ねることはない。	
 「貿易ベースのマネーロンダリング」のモデルは、	
犯罪組織がその収益を合法的な財に投資し、洗浄した
収益をそれらの物品の輸入販売後に回収するという	
誤った想定の上に成り立っている。  
この考え方の重大な欠陥は、犯罪組織と輸入業者の

共謀を前提としていることである。その結果、貿易の
経緯をたどれば違法な外貨の供給源にたどり着くと考
える者も出てくる。そのような見方のせいで我々は	
本当の脆弱性に注意やリソースを割かなかったばかりか、	
輸入業者による犯罪行為や税務上の違反を	
見落としてきた。
金融機関に貿易取引の監視という（これらの機関	

には不向きな）役割を押し付けるのではなく、外貨の
購入資金を供給する口座の審査にリソースを集中	
させるべきである。そうすれば闇外為市場の供給側、
犯罪組織や汚職政治家を特定することができる。

中国の闇市場とメキシコの密輸業者の重なり 
中国の闇外為市場とメキシコの麻薬密売業者との間の
関係ほど、この混乱が明らかにわかる例はない。混乱
の原因は、事象の近視眼的な解釈と無知ゆえの誤った
見方にある。ニュースの見出しは、中国の資金洗浄人
がメキシコの麻薬密売組織に奉仕しているように読	
める。それによるとブローカーは主として犯罪者の	
利益のために働いていることになる。
しかし本当にそうだろうか？この問いに答えるには、	

中国に何十年もはびこっている闇外為市場に関するより	
広い見解が必要となる。アナリストによると、中国の
闇外為市場の資金は、密輸、輸入の過大請求、輸出の
過小請求、海外から受け取る送金や国境貿易によって	
供給されている。中国の闇外為市場に供給される外貨	
は需要を十分に満たしてきた。それを変えたのが、	
2017 年 7 月に導入された中国の外為規則である。同規則	
により、銀行と金融機関には 50,000 元（90 万円）	
以上の国内外の現金取引を報告する義務が生じた。	
銀行は、このほか1万米ドル（114 万円）以上の海外取引	
も報告しなければならない。加えて外貨の上限を	
5 万米ドル（569 万円）とすることも定められている。
この政策変更の目的は、中国共産党員や国有企業の

社員・役員による汚職の抑止にあった。具体的には	
中国国民による海外の物件、証券、生命保険その他の
投資型保険商品の購入を制限しようというものである。	
この政策変更が行われる前の中国共産党員は、従来の
外為市場や通常の銀行のサービスを利用して海外で	

外国為替レートが表示された香港の電光掲示板   AFP/GETTY IMAGES
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財産を動かし享受していた。これらの規制によっても
汚職は抑止できていない。代わりに生じたのは、	
中国の闇外為市場における米ドルの需要が供給を超	
えるという意図せぬ結果である。闇外為市場の仕組	
みは従来の外為市場と同じであるから、中国の闇外為
ブローカーは需要を満たすために米ドルの新たな	
供給源を探さなければならなかった。そこで登場	
したのがメキシコの麻薬密売組織である。中国の	
金融業者は、その最終顧客の需要を満たす手段として
メキシコの麻薬密売組織が保有する米ドルに目を付	
けた。ここでいう最終顧客とは、国外資産の将来を	
保証するために米ドルを必要とする中国の政府要人等
である。発生するマネーロンダリングは、メキシコの
麻薬密売組織にとって付随的な活動であり、中国の	
金融業者にとっても単に目的を果たすための手段に過
ぎない。

中国と不動産 
この兆候は北米、インド太平洋およびオセアニアで見	
ることができる。ここ 10 年というものオーストラリア、	
カナダからハワイに至る地域では、中国の政府要人等
が現金で高級不動産を購入することが増えている。	
中国の金融業者は、オンショアの人民元とオフショア
の人民元という 2 種類の元の間の鞘取りを活用して	
価値を中国本土から香港へ移動させることがある。	
価値を香港に移してしまえば中国人民銀行の影響が	
及ばない自由市場環境を利用できるからである。
中国の金融業者は、その後、香港の金融機関で	

保有するペーパーカンパニー名義の米ドル口座を使用

して世界中へ第三者電信送金を行う。中国の闇外為	
ブローカーがメキシコの麻薬密売組織などから購入	
したこれらの米ドルは、次いで中国の政府要人等に	
売却される。電信が米国の金融機関に到着すると、	
受取人は取引が奇妙に見える理由として中国の	
通貨規制を挙げることが多い。
つい最近まで金融機関は、そのような顧客に理解	

を示し取引を問題にすることはなかった。しかし	
スキームの全容を知らされるにつれ、それらの取引	
を厳しく監視するようになっている。

違法取引の阻止 
中国の政府要人等が関与する外為経由のマネーロンダ
リングは、国の安全保障に大きく影響する。法の	
執行機関が引き続き中国闇外為市場の供給側に注目	
すれば、当局は、メキシコの麻薬密売組織から米ドル
を調達する試みを妨害できるだろう。問題は違法な	
外貨の供給源が無数に存在することだ。複雑な脅威の
構造を丹念に読み解く捜査努力が必要となる。これらの	
スキームは、もはや共通の利害を有する2当事者が関	
わる循環取引とはみなされない。その本当の姿 — 	
すなわち、世界中のさまざまな犯罪集団の活動に欠	
かせないより大規模な地下産業の一部をなす独立当事者間	
の取引として見るべきである。さもなければ、中国の
政府要人等は今後も違法に得た収入を自由主義圏の	
都市に移動させるだろう。それらの資金は賭博や	
高級不動産の購入などの合法的な活動だけでなく、	
各国の政策への干渉を含む悪質な活動にも使われる	
可能性がある。o

中国銀行北京本店の外に座る男性	
AP 通信社
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偽情報の
戦略的な拡散

中国共産党が情報環境を武器化した経緯 
とこれに対抗する方法 

FORUM によるイラスト
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中国共産党の習近平総書記が政権	
についてから間もなく、同党の	
中央公弁庁は後に「9 号文件」として
知られることになる通達を発出した。
党によるメディア統制とイデオロギー

論戦の共同管理に対する揺るぎないこだわりをはっきりと	
強調した通達であり、アナリストはこれを国内の	
政治的支配や検閲を重視していた以前の党方針からの
劇的な転換と解釈した。習が率いる中国共産党は、	
情報環境における影響力強化作戦を拡大し世界を操	
ろうとしている。この任務を担う重要な党組織の 1 つが、	
中央統一戦線工作部（UFWD）である。
同工作部の指揮の下、中国共産党はソーシャルメディア	

やニュースメディアのプラットフォームで偽情報	
による宣伝運動を展開するとともにAIを駆使して同党	
への抗議の声を検閲している。中国共産党のメッセージ	
にはいくつかの主要テーマがある。たとえば、同党の
独裁制モデルを自由主義圏の制度に代わる信頼できる
仕組みとして紹介することにより、同党が責任感と	
善意にあふれた世界のリーダであることを海外の	
オーディエンスに納得させようと試みてきた。また、
選挙や民主主義は正しいことであるとの認識も徐々に
覆そうとしている。民主主義諸国の政治プロセスを	
妨害するために常に偽情報を使った宣伝運動を展開	
してきた。 
これらの事例は中国共産党による情報操作がますます	

精巧になっていることを示している。全体として、	
それらの作戦が米国や他の民主主義国の国家安全保障
に以前より大きな脅威をもたらしていることは間違	
いない。米国とその同盟国およびパートナー諸国は、
情報環境を、民主制と独裁制の激しい勢力争いが繰り
広げられる重要な場の 1 つととらえるべきである。	
この記事では、2020 年以降認められた中国共産党	
による情報操作の主な特徴に光を当てる。次にこの	
増大する破壊的かつ分散型の脅威とどう闘うべき	
かについて 3 つの案を示すことにする。 
2020 年は、中国共産党の偽情報拡散活動を分析	

してきた者にとって重大な分岐点といえる年だった。
新型コロナウイルスについての真実を歪曲するキャンペーン	
は、厚かましい公式声明とともに展開され、信じ難	
いほどの到達度を見せた。中国共産党は、国内と	
世界中の人々にウイルスは米国が故意に武漢に送り込
んだ生物兵器だったと信じ込ませようとしたのである。	
このキャンペーンは中国外交部とその外交官、イラン、	
ロシア、サウジアラビア、ベネズエラなどの政府指導部	
や外交政策リーダー、多数のオンライン・メディアソース	
により膨大な範囲に拡散された。これは国境を越	
えた共謀のネットワークが拡大しつつあることの証拠	
でもある。たとえばカナダの陰謀説ウェブサイト
である「グルーバル・リサーチ・カナダ（Global 
Research Canada）」と中国共産党は、頻繁に互いの
説を引用・検証し合っている。「情報ロンダリング」

として知られるこの偽情報戦術は、中国共産党の	
キャンペーンを正当化するために、自由主義圏	
のものとされるアナリストやメディアによる偽情報の
拡散を伴うのが普通である。中国外交部の趙立堅（Zhao 
Lijian）報道官が 2020 年 3 月に Twitter に投稿した	
新型コロナウイルスの起源に関する偽情報は、	
少なくとも 54 の言語で 9 万 9,000 回以上リツイート	
され、約 2 億 7,500 万人に届いている。

インド太平洋という戦場
中国共産党の仕掛ける情報戦が世界に拡大する中、	
中国政府の偽情報キャンペーンの矛先はインド太平洋地域	
にも向けられている。特に、香港における 2019 年の	
民主運動について誤認を生じさせようという中国共産党	
の企てには高度な情報操作が認められた。同党はその
広範なメディアインフラを利用して、民主活動家が	
海外の関係者と結託しているという見当違いの主張を
拡散している。同様に台湾も標的にし、その政治的独立	
と社会的な結束の弱体化を図った。たとえば 2018 年	
には、与党民進党の地盤である高雄市の市長選で親中的	
な国民党の韓国瑜（Han Kuo-Yu）候補にてこ入れし、	
大きなインパクトを与えている。民主進歩党を中傷し
韓 国瑜を称える嘘の談話や細工した写真が中国やその
関係国で制作され、ソーシャルメディアで広い範囲に
拡散した。中国共産党は 2020 年の台湾大統領選でも揺
さぶりをかけようと試みたが、台湾にはこれを迎え撃
つ準備ができていた。ここではメディアリテラシーの
向上と官民の連携による偽情報の拡散抑止が重要な	
役割を果たしている。 
地域の安定を脅かし米国の戦略的利益を侵食する	

中国共産党による情報操作は、台湾と香港以外でも	
展開された。調査報告書が大規模な強制収容所や失踪者	

捜査当局は、中国共産党が南シナ海における米国の活動についての
誤認を生じさせる目的で 2020 年に大がかりなソーシャルメディア・
キャンペーンを行っていたことを発見した。Facebookやその他の	
プラットフォームで行われ、13 万人のフォロワーを獲得したたこの
キャンペーンには、フィリピンを再び中国側につけようという狙	
いがあった。

（文）イ・ドゥアン（DOOWAN LEE）/VAST-OSINT  |（写真）AP 通信社
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の存在、裁判なしの死刑や強制避妊手術の横行を明	
らかにししても、中国共産党は真実を捻じ曲げるための	
攻撃をやめなかった。新疆ウイグル自治区で行	
われているウイグル族やその他の少数民族の大量虐殺	
 （ジェノサイド）を覆い隠すために、同自治区の経済
発展や教育に関する偽りの主張を世界中にまき散	
らしてきた。さらには同地区から出る情報を独占	
するために、外国のジャーナリストが同地区に入	
るのを禁じている。タイでは、2020年に米国で襲われ
暴力を受けるアジア人を撮ったという偽りの動画が	
ソーシャルメディアに登場した。タイで反米感情を煽
り拡散させることが狙いである。動画はタイの親中派
によって広くシェアされ急速に拡散したが、実際は	
エクアドルの刑務所で発生した暴動の動画から取	
ったものだった。それだけではない。フィリピンでも
南シナ海における米国の活動について誤認を招くような	
キャンペーンがソーシャルメディア上で展開されている。	
中国共産党に賛同する現地政治家の言葉を大袈裟に取	
り上げ、13 万人のフォロワーを獲得したこのキャンペーン	
には、フィリピンを再び中国側につけようという狙	
いがあった。要するに、中国共産党による近年の偽情報	
キャンペーンは、以前よりはるかに広い範囲で強力に
進められているということである。こうした情報環境
で中国共産党に対抗するためには、3 つの点に注目する	
必要がある。第一に、中国共産党はメディアプラットフォーム	
への非対称的なアクセスを大いに活用している。	
Facebook、Twitterをはじめとする自由主義圏の主な
ソーシャルメディアプラットフォームが独裁制側	
からのアクセスをほとんど（または全く）制限	
していないのに対し、WeChat（微信）、Sina Weibo	
 （新浪微博）、Tencent Weibo（騰訊微博）、Tencent 
QQ （騰訊QQ）といった中国のソーシャルメディア
は自由主義圏からのアクセスにさまざまなレベルの	
規制を課している。さらに中国共産党は、その	
ソーシャルメディアプラットフォームを検閲と監視に

利用している。これらのプラットフォームの外国人	
による利用のデータは、収集・諜報目的で同党により
集計されている可能性が高い。中国本土のユーザー
は、ほとんどの自由主義圏のニュースメディアや	
ソーシャルメディアプラットフォームにアクセスできない。	
そのため中国共産党が中国国内で発信している偽情報	
をいかに把握し、これらのプラットフォーム上のデータ	
を集計するかが自由主義圏にとっての課題となる。 
第二に、新型コロナウイルス感染症のパンデミック	

が世界を襲って以来、中国共産党がそのオンライン
でのプレゼンスを世界中で飛躍的に高めてきた。	
自由主義圏のソーシャルメディアにおける	
中国共産党員の活動は、もはや記録的なレベルに	
達している。たとえば同党の外交官が 2020 年の	
9 ヵ月間で行った Twitter への投稿は、1 日平均 778 本、	
合計 210,382 本に上る。
第三に、中国共産党の諜報機関は膨大な量のデータ	

を武器に監視と検閲を行うにあたり、国家が管理する	
テクノロジー企業に大きく依存している。米国やその
同盟国がこれを単純に模倣すれば、民主主義の原則と
基準を大きく侵すことになる。中国共産党の関連企業は、	
サイバー攻撃を可能にするバックドアをインストール
していることで知られる。また、同党がこの地域で	
実施するサイバースパイ活動とサイバーハッキングも
大幅に増加した。  
要するに、情報戦は大国間の競争の最も重要な場	

ということである。しかも中国共産党による情報環境	
の武器化がここまで進んだことは、地域内外の	
安全保障にとって深刻な脅威である。米国とその	
同盟国およびパートナー諸国は、通常の軍事計画	
および作戦にデータ駆動型のオープンソース・	
インテリジェンスを取り入れる必要がある。	
中国共産党のプロパガンダの急速な拡大に対抗	
するには、以下の戦略が有効である。 

情報環境における競争
第一に、いわゆる「荒らし潰し（whack-a-troll）」	
的なアプローチだけで中国共産党の偽情報と闘うのは
不可能と心得る必要がある。悪意のある行為者は他の
プラットフォームに移動したり、ユーザーアカウント
を変更する可能性があるためだ。中国共産党は、その
アカウントを他国の政府や企業が排除するより速く、
いつでもより多くのアカウントを作成したり契約	
することができる。各国政府は、むしろ偽情報を全領域	
で絶え間なく続くキャンペーンとして扱うべきである。	
より具体的に言うと、情報環境の完全性の保全を担う
責任者は以下を考慮する必要がある。
•	 偽情報の出所、拡散の仕組みと影響を絶えず	
観察する。地上での作戦と同様に、情報戦	
においても敵の指揮、コントロール、戦略および	
コミュニケーションをマッピングし共有	
することが重要である。

•	 偽情報の拡散システム全体に注目する。	

中国外交部の趙立堅(Zhao Lijian)報道官が 2020 年 3 月にTwitterに
投稿した新型コロナウイルスの起源に関する偽情報は、少なくとも	
54 の言語で 9万 9,000 回以上リツイートされ、約 2 億 7,500 万人に
届いている。
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他のあらゆる武器システムと同じく、偽情報	
にも特定可能なサプライチェーンがある。	
中国国内のドメインを攻撃することはほぼ	
不可能だが、中国共産党の偽情報は地域や現地
のメディアに大きく依存している。

•	 積極的な行動の適切な過程を社会全体の観点	
から決定する必要がある。脅威の多くが商用	
または民間のネットワークに存在する以上、	
政府だけで悪意のあるコンテンツの影響に	
対抗するのは不可能な場合が多いことに注意	
すべきである。ここでは産業界や市民社会との
協力を検討することが非常に重要になる。

•	 最適な行動過程を実現するために、利用可能な
最良のソリューションに従って行動する。	
この措置の好例が、事実確認とセキュリティー
侵害を受けたメディアの公開を推進する台湾
の「デジタル説明責任プロジェクト（Digital 
Accountability Project）」である。

第二に、政府および産業界のリーダーは、あらゆる	
危機において、外国や過激派による情報操作がより	
強力かつ頻繁に行われることを予想しておく必要がある。	
新型コロナウイルス感染症は、独裁政権が偽情報を	
利用して民主主義国家の危機を増幅させようとした例
である。言い換えれば、特に新たな危機の発生に備	
えて悪意のある情報操作から資産や国民を守るための
常駐システムを官民で開発することがきわめて重要	

である。このような取り組みの一環として、国外からの	
政略的かつ破壊的な情報操作に国民が騙されないよう
にするための積極的なメッセージの発信も行	
うべきである。		
第三に、政府と産業界のリーダーは官民提携をさらに	

活用・推進することで、成熟した技術ソリューション	
の統合を促進しなければならない。たとえば米国政府は、	
米国国防省国防イノベーション委員会の下部組織である	
国防イノベーションユニット（Defense Innovation 
Unit）や国家安全保障イノベーションネットワーク	
 （National Security Innovation Network）のような	
イノベーション提携プログラムを、同盟国やパートナー	
諸国が再現・調整できるように支援すべきである。	
つまり民主主義諸国が開かれた社会の同盟として	
中国共産党の情報戦に対抗する方法を共に考え、	
調整・分配できるようにしなければならない。 
情報環境における中国共産党との競争を有利に進	

めるには、社会全体のアプローチが単なる選択肢	
ではなく、むしろ必須条件となる。このアプローチ	
では情報国家戦略を担う各政府機関が、シンクタンク、	
学識経験者、民間企業のステークホルダーからなる	
諮問委員会を設置し、より永続的な官民提携の枠組	
みを構築する。この専門家委員会は、定期的に会合	
して開かれた社会と経済をめぐる戦略的課題について
討議し、確証バイアスや官僚主義に妨げられることなく	
解決策を模索することになる。o

台北で支持者と共に 2020 年 1 月の	
再選を祝う台湾の蔡英文総統。	
中国共産党は蔡の対立候補を支持して	
選挙に影響を与えようとしたが、	
メディアリテラシーの向上と官民の
連携による偽情報の拡散抑止に阻	
まれて失敗した。



との経済摩擦

FORUM によるイラスト

中国
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近
共に脅威に立ち向かう
シェール・ホロウィッツ(SHALE HOROWITZ)博士、ウィスコンシン大学ミルウォーキー校(UNIVERSITY OF WISCONSIN-MILWAUKEE)

中国の経済的台頭は、もはや内向きな発展と国際的
な共存などという穏やかな話ではない。特に	
習近平総書記の下では、中国共産党の特徴的な	
国内経済・政治統制のやり方が以前より中央集権的
かつ抑圧的になっている。外交政策はより露骨に	
攻撃的だ。こうした政策変更の背景には、中国経済
がより資本集約に特化し移行したことがある。	
このことは他の国々、特にインド太平洋地域の国々
に新たな経済安保上の脅威をもたらすとともに、軍事的	
な安全保障上の脅威もしばしば深刻化させている。
脅威にさらされた国が取り得る最善の対応	

とはどのようなものか？この複雑な問いに答えるには、	
さまざまな脅威と対応能力を分類してみる必要がある。	
中国共産党の経済的・軍事的脅威に直面している	
大国は、最も効果的な対応を促進できる最強の	
連合体を形成する可能性が高い。これらの国は、	
主として経済的な脅威に直面している第二の重要な
国家グループの協力を引き寄せる可能性がある。	
このことは、インフラとサプライチェーンの安全保障	
をめぐる3つの脅威（通信、レアアースおよび半導体
に対するもの）と、オーストラリア、インド、	
日本によるサプライチェーン・レジリエンス・	
イニシアティブ（SCRI）という国家間の政策調整	
の例によって説明される。
こうした理論とエビデンスは、中国の脅威が別	

の中核国家群を誕生させているという結論を裏付	
けるものである。これらの中核諸国には、中国が	
経済的な影響力を駆使して国々に不本意な経済的依存	
を強制し、その外交の自律性と軍事的安全保障を脅
かすことを阻む意志と能力がある。ケーススタディ
では、中国がもたらす脅威への最善の対応を構築	
するための指針も示されている。これにはまず国内政策	
を充実させる、志を同じくする他の中核諸国と可能
な限り緊密に連携する、これらの基本的な政策と	
両立する国際的な基準の推進・普及に取り組	
むことのほか、具体的な脅威に焦点を当て、	
それらに直接かつ効果的に対処すべく同盟国や	
パートナー諸国と協力することなどが含まれる。
	

中国の経済的脅威：目的と戦略
習近平の時代となって以来、中国の経済的野心は質的	
に変化している。中国は、もはや経済近代化のための	
 「改革開放」運動の一環として国際経済に溶け込	

もうとしているのではない。この近代化が過渡期に
達した今、労働集約的な生産をマスターした中国は、	
世界の経済先進国と直接競合するより資本集約的な
セクターに移行しようとしている。習近平の目標は、	
市場勢力が現在経済先進国の間で主流となっている
分業体制に中国を誘導するのを許すことなく、	
すべての主要ハイテク産業で中国を支配的な地位	
に押し上げることである。
この目標はどのように達成されるのか？公式には、	

 「メイド・イン・チャイナ 2025」計画やその改訂版
と同様に、国の補助金と（通信などの厳選優先セクター	
では）保証された国内市場が主な手段である。	
だが非公式には、他にも強力な手段がある。1 つは、	
中国市場で競合する外資系企業に対するより広範な
差別である。それらの企業の技術を現地パートナー
に移転させてから、差別的な規制や補助金を使って
国内生産者との完全な入れ替わりを図ろうというものだ。	
同時に外国の技術を直接盗むことを目的とした空前
のサイバー窃盗キャンペーンも国の後押しにより	
展開されている。中国の国内生産者が最終的には	
輸出に軸足を移せるのも、直接補助金と自国市場の
保護に支えられてのことである。こうした取り組みを	
公然と批判したり、対抗措置をとったりする国は、
わずかに残る中国市場を加速度的に狙われるだけでなく、	
自国を訪れる中国人観光客や留学生も減少するという	
脅威にさらされることになる。これと同様の扱いは、	
中国の他の外交政策や国内政策に反対する国に対	
しても行われている。
中国のハイテク産業の統合が本格化するにつれ、	

他の国々では経済の中国依存と脆弱化が進むこと
になる。これらの国々の経済は中国が非対称的な
影響力を有する中、サプライチェーンで従属的・
代替可能な立場に置かれることになるだろう。	
中国との間で領土問題を抱える国々の見通しはさらに	
暗い。かかる脅威が存在すると断言できるのは、
中国が並の規模の国ではないからだ。また中国は
通常、そのような紛争を相手国の主な脆弱性とは
区分することができる。標的となった国や他の国
々は、相応の対応をしたり問題をエスカレート	
させることを望まないのが普通だからだ。

中国の脅威の種類および標的となった国の対応能力
中国の経済的脅威の論理は均一だが、各国が直面する	



軍事的・	
経済的脅威に直面 

経済的脅威はあるが	
軍事的な脅威は限定的か皆無

特に顕著な	
脅威はない

大国
日米豪印安全保障対話加盟国 
 （オーストラリア、インド、 
日本、米国）、台湾、ベトナム

カナダ、EU、インドネシア、
韓国、英国

バングラデシュ、エチオピア、 
その他

中小国家 フィリピン、より小さな太平洋 
島嶼国

マレーシア、ニュージーランド、 
シンガポール、タイ

より低所得な発展途上国の 
大部分
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脅威はさまざまであり、その対応能力も異なる	
 （表 1）。中国の軍事的脅威に加えて経済的脅威にも	
直面する国々は包括的な対応を必要とする度合いが最	
も高い。たとえば日米豪印安全保障対話（Quad）	
の加盟国であるオーストラリア、インド、日本、	
米国がこの部類に属する。主に経済的な脅威にしか
直面していない国にとっての脅威は、発展のレベル
によって異なる。先進国の直面する脅威がすでに	
得意とする資本集約的な商品やサービスに対するも
のであるのに対し、中間所得国にとっての脅威は、
バリューチェーンの上位にあるより資本集約的な	
分野に移行できなくなることである。その点、	
資本集約的な分野への上昇がまだずっと先の話である	
低所得国は最も脅威が少ない。このような低所得国
にとっての主な脅威は、外交問題において中国の指導	
に従うか、または少なくとも中立を保たなければ、
儲かる中国の国内市場から排除されることである。
一方では、各国の対応能力も異なるため中国の	

脅威に対抗する共同の措置を構築するにあたっては、	
このような違いを考慮する必要がある。過度に対応
を統一しようとすれば最低公約数的な政策しか生	
まれず、そのような政策でさえ確実に実施される	
可能性は低い。特定の国が直面する特定の脅威に	
対処すべく、すでに取られた対抗措置を評価	
することで最も効果がありそうな柔軟かつ累加的	
な政策の種類が見えてくる。

脅威への対応の具体化：重要なインフラとサプライチェーン
中国がもたらす経済的脅威への対応が最も広範囲で
行われているのは、中国のサプライヤーが重要な	
インフラやサプライチェーンを支配または妨害する
能力を発達させたところである。重要なインフラの

最も顕著な例は、通信ネットワーク機器である。	
この分野では、ファーウェイ（Huawei）をはじめとする	
中国企業が、競合製品（主にヨーロッパのエリクソン	
とノキア、韓国のサムスン）を大幅に下回る価格で
最先端の製品を販売し、世界市場で支配的な地位を
確立している。ファーウェイの優位性は、その大部分	
が盗んだ技術、補助金および国内市場での恵まれた	
ポジションの上に築かれてきた。しかし仮にファーウェイ	
のポジションが公正に勝ち取られたものだったとしても、	
同社が深刻な脅威をもたらすことに変わりはない。
外国のネットワークへのアクセスは、中国共産党政権	
が悪意のあるソフトウェアを送り込み、通信を	
スパイしネットワークに依存するインフラや	
サービスの大規模かつ長期間にわたる中断や停止	
を引き起こすことを可能にするからである。
こうした脅威はファーウェイが新しい 5G ネットワーク	

の主要サプライヤーになることが確実視されるにつれて	
大きく膨れ上がっている。この問題への対応は驚	
くほど効果的だった。米国議会における超党派の	
コンセンサスにより、ファーウェイ、ZTE およびその	
他の中国のサプライヤーの機器の早期禁止が決定	
されたのである。当時のトランプ大統領政権は、	
リスクを公に説明した上でファーウェイの機器は	
諜報分野における同盟国の協力を損なうと付け加	
えた。トランプ政権は、これらの製品の全面的な	
禁止を主張しただけではない。中国への明らかな	
言及は控えたものの政府、諸機関、企業による	
連絡調整を通じて信頼性が高く安全なネットワーク	
 （およびアプリ、クラウドサービス、コンピューター
その他ハードウェアなどの関連事業）を維持する	
取り組みである「クリーンネットワーク（Clean 
Network」イニシアティブにも支持を表明した。	
同イニシアティブは、これと同様の補完的な取り組
み（EU の「5G クリーンツールボックス（5G Clean 
Toolbox）」など）に基づいている。
中国共産党の経済的報復を恐れた各国政府は、	

中国の 5G 機器の公式な禁止にしばしば公然と抵抗	
した。しかし多くはすでに疑念を抱いており、	

表 1

「中国のハイテク産業の統合が	
本格化するにつれ他の国々では
経済の中国依存と脆弱化が進	
むことになる。」

中国の脅威のレベルと標的 
対応 
能力

注：「大国」とは、人口、国民 1 人当たりの所得、国力を合わせた総合能力がより高い国をいう。脅威は、軍事・経済両面で顕著な場合、
経済面でのみ顕著な場合、軍事・経済いずれの面でも顕著ではない場合がある。
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そこから生じた議論がリスクに対する人々の意識の向上	
につながった。その結果、ファーウェイその他の中国	
メーカーの機器を公式・非公式に禁じる措置が幅広く実施
されたのである。「クリーンネットワーク」イニシアチブ
は現在、NATO、EU、経済協力開発機構（OECD）	
のほぼすべての加盟国を含む 60 を超える国々（世界の	
国内総生産の 3 分の 2 以上に相当）のほか、通信サービス	
や関連するソフトウェア、ハードウェアを提供する何百	
もの大手民間企業に支持されている。
各国の対応のパターンは、軍事的・経済的脅威の多様な

パターンと概ね一致している。中国の重大な軍事的脅威に
直面しているすべての国が公式または非公式の禁止令を	
採択し、重大な経済的脅威に直面しているほとんどの国も
同様であったが、どちらの脅威も顕著でない国がこれを行
った例ははるかに少ない。とはいえ、「ほぼ脅威なし」	
のカテゴリーでも大きな進展はあり得る。ここではトランプ	
大統領政権もその政策に好意的な国の決断を促すべく、	
国際開発金融公社（DFC）を設立したほか、米国輸出入銀行	
 （EIB）の権限を拡大して中国の補助金による資金調達を	
相殺し、他のサプライヤーが行う入札の競争力を向上させた。	
エチオピアは最近、欧州主導の「クリーンな」コンソーシアム	
を利用して 5G ネットワークを構築することを選んだが、	
その選択を促進したのは国際開発金融公社の融資である。
レアアースは電子機器、再生可能エネルギー、軍用	

ハードウェアといった重要なセクターの産業プロセスに	
必要な鉱物である。中国は1990年代以降、レアアースの	
生産・加工において支配的な地位を占めるようになった。	
2010 年には、東シナ海の島嶼問題をめぐる日本への制裁と
国内ユーザーへのコストメリット提供を目的に輸出規制を
強化している。2015 年からは再び輸出が上昇したものの、
中国への経済的依存の危うさを感じさせるエピソードである。
レアアースが自国産業にとっていかに重要かを認識していた	

日本は、すぐに対抗措置を打ち出した。政府が中国以外
のレアアース鉱山に投資し、中国からの供給への依存度
を 2010 年の 90% 以上から 2020 年には 60% 以下に引き下	
げたのである。米国は、日本とオーストラリアの協力を	

同盟国およびパートナー諸国	
による脅威への対応を最適化	
するための 3 つの原則
原則 1：自国の力を高め守ることこそが現実的で	
確実な安全保障の基盤である。
 
中国の脅威にさらされた国々は、それぞれが直面
する脅威と自らの能力に合わせた独自の戦略 
でこれに対応しなければならない。特に大きな 
脅威に直面する国々は、より広範囲な対抗措置を
取る必要性を感じることになる。限られた対抗手段
しか持たない国々は、中国共産党の怒りや制裁の
的となるのを回避するために、ソフトな発言とより
非公式な行動に徹するだろう。しかし、そのような
国々をほとんど脅威のない無関心な中立国と一緒
にしてはならない。同盟国およびパートナー諸国 
はこれらの国々を同じくソフトな発言と非公式な 
方法によって支援する必要がある。 

原則 2：別の中核国家群の内部で（または共に）	
柔軟に協働し、安全保障の最大化を図る。
 
最も大きな脅威にさらされているが高い能力を持
つ国々は、軍事的・経済的安全保障という共通の 
目標をもって柔軟に行動することで、世界経済の中
に共同の安全と独立を守る能力を備えたもう 1 つ 
の自然な中核を形成するとともに、脅威の少ない 
国家にも同様のメリットを提供することができる。
これらの国々の状況は一律ではなく、さまざまな 
セクターやサプライチェーンの安全保障をめぐる
問題は急速に変化していることから、経済面および
軍事面の安全保障に対する多種多様なアプローチ 
が必要になる。まるで複雑に込み入ったパッチワーク 
のような作業だが、これを避けて通ることはできない。

原則 3：国家安全保障と経済発展の健全な原則を
維持しつつ、脅威への対応を調整する。

もう一方の中核国家群において確保される重要 
なインフラとサプライチェーンは、当然ながら 
中国共産党政権が自らの支配のために用心深く
保有しているものに酷似する傾向があるだろう。
同政権がますます厚かましくでしゃばるようにな
ったのは、必死の自己防衛の表れでもある。 
中国共産党による内政支配と国家の安全保障を
守るために中国企業が取る措置は、そのまま 
国外でも他国を支配し脅かすために利用されている。 
その意味で脅威を感じるすべての国では、 
本来そうした企業の存在が排除または制限 
されるべきといっても過言ではない。 
脅威に直面した国々は、国家の安全保障 

および経済発展という従来の健全な原則から 
逸脱することなく、そうした中国の脅威を最小化 
するための効果的な連携に注力すべきである。 
各国は、戦中の非常時に確実な供給を行う国内 
の輪と、相互に信頼できるパートナー諸国間 
でより広く自由な分業を展開する国外の輪を駆使し、 
重要なインフラとサプライチェーンを守らなけれ
ばならない。 

北京の展示会で披露されたファーウェイの5Gサービス。AP 通信社



2012 年、マレーシアのゲベン	
 （Gebeng）で当時建設中	
だったライナス社の	
レアアース処理工場中国	
による輸出規制後、日本政府	
は中国以外のレアアース	
鉱山に投資した。2010 年に	
90% を超えていた中国への
供給依存度を 2020 年には
60% 以下にまで引き下	
げることに成功した。
AP 通信社

技術的要求と市場の需要を考慮した上で、採掘・加工施設の
最小限の規模を決定する必要がある。それは平時の状況下	
および想定される紛争シナリオにおいて、中国がもたらす	
潜在的な混乱を防ぐのに十分な生産と備蓄を確保できる	

規模でなければならない。
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足場とした。米国政府の比較的少額な補助金でも、	
米国内のレアアース採掘はもとより、オーストラリア
のライナス（Lynas）社その他の企業が米国で行う	
レアアース加工を奨励するには十分だった。
米国は、このほかオーストラリアやカナダなど	

信頼できる産地でのレアアース採掘を奨励する目的で
購入契約にも署名している。技術的要求と市場の需要
を考慮した上で、採掘・加工施設の最小限の規模を	
決定する必要がある。それは平時の状況下および想定
される紛争シナリオにおいて、中国がもたらす潜在的
な混乱を防ぐのに十分な生産と備蓄を確保できる規模
でなければならない。このような能力は、中国からの
供給に代わるものがほとんどない脆弱な同盟国や	
パートナー諸国にも同様のレベルの安全保障	
をもたらす。レアアースの確実な採掘・加工能力を	
現地で構築する同様の取り組みは、一部の東南アジア
諸国でも始まっている。これらの国の取り組みもまた、	
オーストラリア、日本、米国およびその他関係諸国	
からの支援に値する。
近年、サプライチェーンの安全保障をめぐるさらに	

深刻な問題を提示してきたのが半導体である。半導体
は、電子機器をはじめとするほぼすべての機械の	
中核で制御・演算・記憶機能を担っている。	
半導体製造工場の資本集約度が上昇し、工場誘致	
に使われる国の補助金も増えたのに伴い、米国その	
他の企業はチップ設計に注力し、生産はアウトソーシング	
するようになった。その結果、世界生産に占める米国
のシェアは、1990 年の 37％ から 2021 年には約 12％
に低下した。生産は台湾のメーカーである TSMC や、
韓国のサムスン、SK ハイニックスにどんどんシフト
している。世界最大の半導体委託製造メーカーとなった	
TSMC は、電子製品の製造拠点を中国に移す傾向が高	
まったここ数年、中国本土に多くの工場を建設してきた。
トランプ政権時代、米国では半導体の製造を国内に

戻す「リショアリング（reshoring」が大きく進んだ。	
これは主に海外メーカーの最大手である TSMC および	
サムスンとの協力により達成された部分が大きい。	
TSMC がアリゾナ州、サムスンがテキサス州に、それぞれ	
巨大な複合製造施設を建設している。なぜこのような
進展が可能だったのか？第一に、米国政府のさまざまな	
レベルからようやく他国が提供しているような補助金
が交付されるようになった。第二に、米国政府が経済的	
・軍事的安全保障のために国内半導体製造拠点の拡大
が必要と判断すると、TSMC もサムスンも米国にそのような	
拠点を持つのが望ましいことをすぐに理解した。両社
がこの機会を利用しなければ、競合他社に先を越され、	
米国その他での市場シェアを奪われるリスクがあった
だろう。さらに、サプライチェーンを多様化し中国	
における生産への依存を抑制することで、中国が	
自国以外の市場を人質に取り、中国における生産への	
依存と中国企業への技術移転を強要することを防	
いでいる。米国に大規模な拠点を置くことで、	
TSMC は中国の手の届かないところで生産を拡大	

することができ、中国が同社を脅かす可能性も低	
くなる。実際、TSMC はインセンティブと脅威の	
下で徐々に中国支配下の企業に変わるのではなく、	
生産拠点を台湾や中国以外にもしっかりと分散	
させることで独立企業であり続けることを選んだのである。	
程度の差はあれサムスンも同様である。
これらのフラッグシップ企業が下した決定は、	

台湾および韓国の経済的利益と国家安全保障上の利益
をも促進する。注目すべきは、中国による軍事的・	
経済的吸収の脅威が強まった台湾、およびミサイル	
防衛の取り組みに対して中国による経済制裁を受けた
韓国が 2019 年の米中貿易関係の悪化に先立ち、すでに	
サプライチェーンの多様化に着手していたことである。	
米国にとっては、1970 年代から 1980 年代にかけて	
国内の自動車産業が経験した試練と重なるところがある。	
強さを維持または再構築するには、恵まれた国内市場
の中堅企業を人為的に支えるのではなく、最も効率的
な外国企業を誘致して現地生産を行わせることにより、	
国内企業が競争力を維持せざるを得ない状況を作	
るのが最も効果的である。

サプライチェーンの強靭化に向けた協力
中国の脅威に対する各国の対応は、それぞれの脆弱性
と能力を必然的に反映するが、共通の長期目標のために	
定期的かつ柔軟に調整される場合に最大の効果を発揮
する。そのような調整の重要な事例がオーストラリア、	
インドおよび日本が2021年に立ち上げた「サプライ
チェーン強靭化イニシアティブ（SCRI）」である。
このイニシアティブはベストプラクティスを共有し、
投資および「買手と売手のマッチング（buyer-seller 
matching）」を促進することで、サプライチェーン
の安全保障を推進することを目的としている。このような	
連携には、各国の脆弱性対策が本質的に他の国の取り
組みを補完する傾向があることで促進されるという	
特徴がある。
日本の最も不要な中国依存は、日本や海外市場に	

再輸出するためのサプライチェーンの重要な一部として	

世界最大の半導体委託製造メーカーである台湾のTSMC は、ここ数
年、その製造工場を中国に建設してきた。ロイター
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中国のサプライヤーを利用することである。日本の	
生産者は、余程のことがない限り中国市場を諦めたくない。	
かと言って、他の市場への供給能力を中国が人質に	
取ることを望んではおらず、中国の競合他社に横取	
りされる可能性が最も高い中国に最高の技術や生産の
拠点を置くつもりもない。中国の生産拠点に過度に	
依存することの危険性は、以前から指摘されていた。
それは 2010 年の中国によるレアアース禁輸、米中貿易戦争、	
新型コロナウイルス感染症が引き起こした混乱により、	
一層注目を集めるようになった。2020 年に日本は、	
生産を中国から日本（または、より労働コストの低い
他の国）に移転させる企業への補助金の交付を開始	
した。日本企業にとってこれは多くの場合、中国以外
の市場に対応するための安全なサプライチェーンを	
中国の外で構築することを意味する。このような並列
サプライチェーンは、中国からの輸出を完全に置き換
える必要はないものの、中国が中国以外の市場を	
人質に取ることを抑止するのに十分な規模	
のものであることが必要である。
インドの国内市場・輸出市場用サプライチェーンは、	

中国のサプライヤーに大きく依存するようになっている。	
ヒンドゥー紙（The Hindu）は次のように報じている。	
 「2018 年の中国からインドへの輸入（中国が供給した

上位 20 品目を考慮）は輸入全体の 14.5％ であった。	
 「パラセタモールをはじめとする医薬品の有効成分などの	
分野では、インドは完全に中国に依存している。	
電子製品に至っては、インドの輸入全体に占める	
中国からの輸入の割合は 45% である。」
国境紛争、1962 年の中国によるインド攻撃の記憶、	

インドと対立するパキスタンへの中国による長年の	
支援を理由に、中国への過度の依存を疑問視する声は
昔からあった。2020 年には、新型コロナウイルスによる	
サプライチェーンの混乱と 20 人のインド兵が死亡した	
中印国境事件とが、インドの政策立案者らに衝撃を与
えている。その結果、インドの対中経済政策が根本的
に再編されることになった。ファーウェイや中国のその	
他の通信サプライヤーを排除しただけでなく、国の	
重要なインフラに対するスパイ活動や混乱のリスクを	
 「一掃」するために多くの中国の人気アプリを禁止した。	
多くの重要インフラの連結がきわめて脆弱であることを	
考慮すると、中国のサプライヤーやサービスに対する
規制は広範囲で行わなければ効果がない。しかし、インド	
の産業の多くは当初大きく中国に依存していたため、
重要インフラで発生したような突然の切断が	
サプライチェーンで起きるとは考えにくい。
2020 年、インド政府は主要10業界につき国産化	

インド・アガルタラ（Agartala）のアルミニウム工場でバケツ	
を積み上げる作業員。2020 年、インド政府は主要 10 業界につき	
国産化による売上増加分に対する広範な補助金を発表した。ロイター
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による売上増加分に対する広範な補助金を発表した。
補助の対象は、中国に大きく依存しているがインド	
にも比較優位性がある分野の生産である。こうした	
投資は、国内市場に役立つだけでなく輸出市場も確実
に拡大する。このような見通しはインド企業だけでなく	
外国の多国籍企業からの投資も呼び込む。インドが	
比較的不利な分野では、サプライヤー	
を多様化することで中国への依存を
減らすことができる。
オーストラリアの経済成長は、	

長年にわたり、食料や原材料を貪欲に求	
める中国の需要を満たすことで実現
してきた。その後新型コロナウイルス	
感染症の時代になると、オーストラリア	
は過度の中国依存は危険という厳	
しい教訓を学んだ。オーストラリア
政府は、パンデミックの起原に関	
する国際調査を公然と要求し、	
中国を苛立たせている。中国共産党
は、このような公然の反抗が何	
をもたらすかを世界に知らしめるべく、	
オーストラリアを見せしめにすることを	
決定した。中国の外交官は直ちに	
経済制裁を行うと脅した。中国の	
国営タブロイド紙「環球時報 	
 （Global Times）」の編集者	
はより雄弁で、次のように書いている。	
 「オーストラリアはいつもそこにいて
トラブルを起こす。まるで中国の	
靴底に貼り付いたチューインガム	
のようだ。時々それをこすり落とす
石を探さねばならないことがある」
中国は、オーストラリアの大麦、	
牛肉、ラム肉、砂糖、ワイン、ロブスター、綿花、	
木材、石炭の輸入に関税その他の規制を課した。
それでも中国がオーストラリアに高いコストを課	

せなかったのは、食品や原材料の輸出業者は他に買手
を見つけるのが普通だったからである。2020 年、	
オーストラリア政府は、防衛産業基盤や比較優位性	
のある分野の製造に補助金を交付し、国内生産の拡大
とより信頼できる海外サプライヤーの発掘によって	
サプライチェーンの脆弱性に対処する計画を打ち出した。
以上 3 つの例から話を戻すと、協調して取り組むこと	

のメリットはかなり明確である。インドは中国とほぼ
同じ人口を有し、今後も経済的、軍事的な競争相手に
成長する可能性を秘めている。	
より正確な経済用語を使って言うと、インドは	
労働集約的な製造業と医薬品やソフトウェアなどの	
人的資本集約的なハイテク産業において比較優位を	
持つ。日本はさまざまな資本集約型の製造分野、	
オーストラリアは多くの重要な食料および原材料	
においてそれぞれ比較優位を持つ。したがって各国	
にはより信頼性の高いサプライヤーや輸出市場を求め

て他の国々と接触する動機がある。この高い経済的補完性	
という展望は、各国が等しく直面する中国の軍事	
的脅威を考えるほどに現実味を帯びる。また、今すで
にある関係は、印日豪のすぐれた能力によってさらに
強化される可能性がある。今後、米国とその同盟国	
およびパートナー諸国は、こうした取り組みにより精力	

的に参加することが重要である。日米豪印安全保障対話	
の加盟 4 ヵ国を合わせた共同市場は、中国市場	
よりはるかに大きい。カナダ、韓国、台湾、多くの	
東南アジア諸国といった地域の重要な立役者が中国の
圧力や妨害を受けないサプライチェーンと輸出市場の
確立に関心を寄せていることを考慮すれば、事実上の
共同市場はそれよりもはるかに大きい可能性がある。
こうした関心は、英国およびほとんどのEU加盟国も
共有している。
この共同市場は、中国が支配する市場より寛容で	

有望な世界経済の核の1つとなるだろう。中国とは	
異なる基準で国際関係を考える他の中核諸国は、	
影響力の行使を差し控えるのが普通であるから、	
中国式の威嚇や制裁を他国に対して日常的に用	
いるわけにはいかない。しかし、この制約にはそれなりの	
強みがある。そうした制約のある大きな共同市場は、
世界市場に輸出するサプライチェーンのより安全	
な拠点となり、より確実で差別のない市場	
アクセスと、より安全な知的財産の保護を可能	
にするからである。o

2020 年にオーストラリア政府は、牛肉などの輸出品に対する中国の関税に対抗するため、
防衛産業基盤や比較優位性のある分野の製造に補助金を交付する計画を打ち出した	
 （写真は北京のスーパーマーケットで売られているオーストラリア産の牛肉）。AP 通信社
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ウラジーミル・プーチン大統領に政府介入否定の
口実を与え、諸外国に影響力を行使しながら 
側近の利益を推進する陰の立役者「ワグナー・ 

グループ」

ロシアの 

陰の	
兵士

アフリカ防衛フォーラム（ADF）

FORUM によるイラスト
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天然資源の獲得と地政学的関係性の拡大	
に異常なほどに執念を燃やすロシアは、	
その影響力を行使するために	
民間軍事会社（PMC）を多いに活用	
している。この戦略により、ロシア	

政府は公式には介入していないという体裁を保ちながら、	
外国の小国に対する存在感を高めると同時に、小規模	
な人脈の輪の有効性を高めることが可能となる。
ウラジーミル・プーチン（Vladimir Putin）政権下	

のロシアは、鉱山や他の資源豊富な鉱床を利用・取得	
できる立場を維持しながら、アフリカ諸国における
訓練の実施や安保協定の締結の際にワグナー・グループ	
 （Wagner Group）などの民間軍事会社を活用すること優先する。
カーネギー国際平和基金（Carnegie Endowment	

for International Peace）のポール・ストロンスキー	
 （Paul Stronski）上級研究員が著述した論文	
 「Implausible Deniability:Russia’s Private Military 
Companies（仮訳：公式介入を否定する口実：ロシア	
の民間軍事会社）」には、「ロシアの民間軍事会社
は武力の強化、傭兵、地元の軍隊と治安要員の	
訓練指導者、政治に関する相談役としての役割を果
たす」および「名目上は民間企業であるが、ロシア
政府の地政学的影響力の範囲拡大と政府の利益推進
を任務とする。政府との関係を簡単に否認できる安価	
かつ多用途の民間軍事会社は、大したリスクを冒さずに
自国の主張を促進することに固執し、衰退する大国
にとって完璧な道具となる」と記されている。
同様の戦術を展開する中国共産党（CCP）も、	

アフリカなどの諸国や地域で自国の民間軍事会社を	
利用して中国共産党の資産の保護に取り組んでいる。	
ユーラシア・レビュー（Eurasia Review）誌はこの	
中国の民間軍事会社を「中国の腕力」と呼んでいる。	
同用語は「中国の資金力」と並んでよく見られる。
言い換えれば、こうした民間の中国警備会社は中国
が一帯一路（OBOR）インフラ構想を拡大している
地域および中国企業が略奪的な融資手段で工事を推進	
する事業実施国でより蔓延っている傾向があると、
専門家等は説明している。ユーラシア・レビュー誌
が 2020 年 7 月に発表した分析には、「世界的には
中国の PMSC［民間軍事警備会社］の活動領域は他国	
の同様の組織よりは小さいものの、その規模と重要性	
が増している」と記されている。（中国の民間軍事
警備会社の詳細については、54ページの補足記事	
 「中国の腕力」を参照）。
研究者のセルゲイ・スカンキン（Sergey Sukhankin）	

博士が 2020 年 9 月に発表した論文によると、ロシア	
民間軍事会社の中でも最もよく知られるワグナー・
グループは、2014 年に発生したクリミア危機・	
ウクライナ東部紛争に投入するために創設されたとさ
れており、当初約250人であった人員は現在その10 倍
に成長している。ワグナー・グループはシリア内戦にも	
派遣され、同戦闘ではバッシャール・アル＝アサド	
 （Bashar al-Assad）政派のシリア軍を支援している。

フランス国際関係研究所（IFRI）が発表した
スカンキン博士著の「Russian Private Military 
Contractors in Sub-Saharan Africa:Strengths, 
Limitations and Implications（仮訳：サハラ	
砂漠以南のアフリカ諸国におけるロシアの	
民間軍事会社：能力、弱点、影響力）」には、	
 「ウクライナ、シリア、リビアの他には、ワグナー	
・グループはサハラ砂漠以南のアフリカ諸国で	
ロシアと地方諸国間の軍事技術協力に関する	
 『陰の立役者』として活動した」と記されている。

ロシア政府はワグナー・グループとの公式な関係	
を否認しておりその繋がりは不明瞭ではあるものの、	
観測筋は一般的に同組織がロシア政府の準軍事組織
として国家の安全保障機構、プーチン大統領の懇親者、	
また大統領自身と関係しているという意見で一致	
している。しかし多くの場合、その関係性を正常に
文書化することは困難を極める。
それでもワグナー・グループの戦闘要員が中央	

アフリカ共和国（CAR）、リビア、マダガスカル、	
モザンビーク、スーダンを含む多くのアフリカ諸国
で活動していることは知られている。多くの場合、
事業利益と絡む場面に、プーチン政権の最側近と言わ
れる実業家であるエフゲニー・プリゴジン（Yevgeny 
Prigozhin）が所有するオリガルヒ（oligarch、	
ロシアの新興財閥の総称）が登場する。

プーチンのシェフ
プリゴジン氏はプーチン大統領と密接な関係にはあるが、	
ワグナー・グループを創設したのは彼ではない。	
チェチェン紛争の兵役経験者で、ロシア連邦軍の	
情報機関「ロシア連邦軍参謀本部情報総局（GRU）」	
への所属歴もあるドミトリー・ウトキン（Dmitry 
Utkin）退役兵が創設者とされる。
シリアに所在するモラン・セキュリティ・グループ	

 （Moran Security Group）に雇用されていたウトキン	
退役兵は、2014 年に辞職してワグナー・グループ

2010 年、サンクトペテルブルク郊外に所在する自身の学校給食工場	
をウラジーミル・プーチン露大統領に案内するエフゲニー・	
プリゴジン氏（右）AFP/GETTY IMAGES
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を創立した。組織の名称は同退役兵の以前のコール	
サインである「ワーグネル（Vagner）」に由来する。	
これはアドルフ・ヒトラーが「第三帝国」に相応	
しいと賞賛した作品を残したドイツの作曲家、	
リヒャルト・ワーグナーにちなんでいる。
組織の創設者ではないにしても、ワグナー・グループ	

の要員の雇用形態についてはプリゴジン氏の影響力
が相当に大きいと言われている。同氏は個人的に異例	
な経歴を有する。ソビエト連邦の裁判において強盗
などの犯罪で有罪判決を受けて9年間懲役した後、
ホットドッグ屋台のチェーンを開設し、最終的に船着場	
でオープンした船上レストランで経営に成功した。
同レストランで食事をしたプーチン大統領に気に入
られた同氏はまもなくロシア政府にケータリングを
提供するようになり、「プーチンのシェフ」の異名
を取るに至った。
トルコの国営テレビ・ラジオ局「トルコ国営放送	

 （TRT）」が報じたところでは、ロシアがソビエト連邦	
の影から抜け出して革新的企業に投資する新たな	
資本主義形態に移行した 1990 年代、プリゴジン氏	
はサンクトペテルブルクで初の食料品店チェーンを	
開設し、その後程なくして高級レストランを	
経営するようになった。 
最終的にプーチン大統領の懐に引き込まれた同氏は、	

その人脈で軍隊や学校との高額のケータリング契約を行い、	
まもなく建設や他さまざまな事業に興味に向けるようになる。	
シリア、リビア、サハラ砂漠以南のアフリカ諸国といった	
広範な地域に絡み、多くの場面で同氏とロシア政府の	
利害が一致することとなった。
TRT 世界研究センター（TRT World Research 

Centre）のアルーケ・ウラン・キジ（Aruuke Uran 
Kyzy）著の記事には、「簡単に言えば、地政学的に
注目される地域に同社の存在感があることにより、
プリゴジン氏の商業的野心とロシア政府の国益追求
との間に何らかの繋がりがあることが明らかに考	
えられる」と記されている。

プーチンの影響力拡大に向けて
小規模な民間警備会社がアフリカなどの地域に対す
るロシアの地政学的目標を推進することが果たして
可能なのか？
プーチン政権にとってワグナー・グループの最

大の価値は、政府の公式介入をもっともらしく否定
できることにある。ロシア連邦憲法では、政府がす
べての防衛と安保機能を留保することが規定されて
いるため、民間軍事会社を設立することは違法であ
る。しかし、海外の登録企業や国営企業が民間の治
安部隊を保持できるという抜け穴がある。ワグナ
ー・グループに関して言えば、同組織がどこかに登
録されているという証拠はない。
ワグナー・グループの戦闘要員をロシア国外に派

遣すれば、プーチン大統領と同政権は国家の軍事介
入に伴う報道や責任を負うことなく、他諸国に影響
力を行使することが可能となる。
たとえば、モザンビーク北部におけるイスラム過

激派テロ掃討作戦での事例のように、ワグナー・グ
ループの戦闘要員がアフリカ諸国の紛争に参加して敗
北を喫したとしても、ロシア政府は大胆に異国の地
に展開したロシア連邦軍が敗戦した場合に発生する世
間からの副次的影響に対応する必要がない。 
ロシアが戦闘要員をモザンビークに派遣したのは、

この両国がモザンビーク北部に豊富に存在する天然
ガスの液化事業をロシア企業に許可する協定を締結
したためである。
また、モザンビーク北部は過激派組織「イスラム国」

と密接な繋がりがある新興のテロ組織アンサール・
アル・スンナ軍（Ansar al-Sunna）による暴力的な

2019 年 10 月、ロシアのソチにおけるロシア・アフリカ首脳会議
に併せて開催された会議で、中央アフリカ共和国のフォースタン	
＝アルシャンジュ・トゥアデラ大統領と握手を交わすウラジミール
・プーチン露大統領（左）ロイター
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反乱攻撃が活発な地域でもある。過激派に圧倒されてい
るモザンビーク国防軍を支援するために装備を整え
てテロ掃討作戦に参加したワグナー・グループ部隊
は、現地の地形に関する無知および国軍との効果的
な通信の失敗により、瞬く間に著しく哀れな損失を
被ったために程なくして撤退した。
モザンビークでの事例は失敗に終わったものの、

ワグナー・グループの戦闘要員は退役軍人とは対照的
に戦闘で鍛えられた兵士である傾向が強い。ロシア
政府にとっては、これが証拠を残さずに外交政策目的
を追求するのに役立つ既成の戦闘力となる。 
驚くことではないが、多くの場合、ワグナー・グ

ループの活動はプリゴジン氏の事業の利害関係と一
致している。同氏が所有するエネルギー企業 「エブロ	
・ポリス（Evro Polis）」はシリア国営石油会社
のゼネラル・ペトロリウム（General Petroleum 
Corp.）と契約を締結している。2017 年12 月に 	
AP 通信が報じたところでは、同契約によりエブロ・	
ポリス社は民間軍事会社を配備してイスラム国から油
田・ガス田を保護する見返りとして、同領域で生産
された石油・ガスによる収益の 25％ を獲得している。
2019 年に外交政策研究所（FPRI）が発表した	

アレクサンダー・ラビン（Alexander Rabin）著の

論文には、「同様にロシアがアフリカへの関与を強
化するのに伴い、プリゴジン氏の投資を保護するため
にワグナー・グループの活動も大陸全体に拡大されて
いる」と記されている。
2017 年と 2018 年には、アフリカ諸国に向けて離

陸する同氏の自家用航空機が何度も確認されている。
ジェームスタウン財団が 2020 年 1 月に発表したスカ
ンキン博士著の論文「The ‘Hybrid’ Role of Russian 
Mercenaries, PMCs and Irregulars in Moscow’s 
Scramble for Africa（仮訳：ロシア政府のアフリカ
略奪におけるロシアの傭兵、民間軍事会社、非正規軍
の『混合的』役割）」によると、同氏の訪問先にはア
ンゴラ、中央アフリカ、コンゴ共和国、ギニア、ギニア
ビサウ、リビア、マダガスカル、モザンビーク、スーダ
ン、ジンバブエが含まれる。
同論文には、上記すべての国には以下 3 点の共通点が

あると記されている。
•	それぞれが社会的・政治的不安定性で知られて
いる。
•	すべての国に「戦略的に重要な天然資源が非常
に豊富に存在」している。

•	それぞれがベルギー、フランス、ポルトガルなど過
去の植民地保有国の勢力圏の一部であり、こうした諸

アフリカにおける	
ロシアの進出状況

アフリカにおけるロシアの影響工作
低 高政治活動レベル

1

1

1

1

1

2

2

2

2

3

3

4

4

4

4

5

5

5

5

アフリカにおけるロシアの軍事的存在感

ロシアとの軍事協力協定締結国

兵站基地の設置が提案されている国

ロシア傭兵の派遣・駐留国

国の装備の中でロシアから輸入・供与された
兵器が占める割合（2009年〜2018年）

0〜9%

10〜29%

30〜49%

50〜69%

70〜100%

アフリカにおけるロシアのエネルギー＆ 鉱業活動

ガス探査/採掘が実施されている国

石油探査/採掘が実施されている国

鉱業が実施されている国

原子力発電所建設に合意した国

アルジェリア リビア

スーダン

エチオピアナイジェリア

チャド

ザンビア

ナミビア

南アフリカ

ボツワナ

ニジェール

マリ

ケニア

マダガスカル

タンザニア

ブルキナファソ

カメルーン

中央アフリカ 
共和国

コンゴ民主共

和国
コンゴ共和国

ウガンダ

南スーダン

アンゴラ

ジンバブエ

モザンビーク

ソマリア

 ジブチ

チュニジア

シエラレオネ

パプアニューギニア

ルワンダ

エジプト

ブルンジ

エスワティニ

ギニア

ガンビア

ガーナ

FORUM イラスト

出典：欧州議会調査局
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一部のアナリストが「中国の
腕力」と呼ぶ中国の民間軍
事警備会社は中国共産党 

 （CCP）が管理する組織で、一帯一路
インフラ事業や工事に関与する 
中国国民などの資産を保護する 
任務を担っている。
ユーラシア・レビュー（Eurasia 

Review）誌によると、中国共産党中 
央委員会総書記などを兼務する習近平 
 （Xi Jinping）中国主席が 2013 年に 
 「一帯一路」構想を提唱して以来、 
同事業は中央アジア、南アジア、 
東南アジア、中東、アフリカの角 
における 80 ヵ国超の諸国に拡大 
されている。地理経済学的および 
戦略地政学的な取り組みを通じて 
中国の影響力が世界的に拡大するのに 
伴い、中国の民間軍事警備会社に対
する依存率も高くなっている。 
ウェブサイト「Modern 

Diplomacy」が伝えたところでは、
過去 10 年間にわたり、海外において 
中国国民を狙った拉致、殺害、海賊行為 
などの犯罪が増加していることが 
中国政府の懸念の対象となっている。 
同サイトによると、特に中国の攻撃的 
な拡張主義にはすでに批判が集 
まっているため、中国が問題解決に
軍事資源を使用すれば、これは過剰行為 
と受け止められる。そのため、 
中国政府は中国を拠点とする企業を
通じて民間に警備を請け負わせるという 
当たり障りの少ない代替案を選択 
するという手段に出た。 
ユーラシア・レビュー誌の記事には、 

 「中国政府は事業実施国の軍事部隊や
機関に警備を任せたいが、現地政府
当局が中国人労働者や企業に適切な
保護対策を提供できない、または提供 
することを望まない場合がある」 
と記されている。 
中国で 2009 年に制定された 

 「保安業務管理条例（Regulation on 
the Administration of Security and 
Guarding Services）」により、 

中国で民間警備会社（PSC）を使用
することが合法となった。国際戦略
研究所（IISS）で中国の防衛政策と 
軍事近代化を専門とするメイア・ 
ヌウェンズ（Meia Nouwens）上級研究員 
の説明によると、2013 年までに 
中国国内で運営する民間警備会社の
数は4,000 社に増加し、こうした会社 
に雇用される警備員の数は 430 万人超 
に上った。2017 年の時点でその数
が 5,000 社に増加している。
ヌウェンズ上級研究員が 2019 年に 

著述した中国の民間軍事警備会社と 
一帯一路政策に関する分析報告書には、 
 「中国の民間警備会社の起源と運営条件 
が特殊であることから、こうした会社 
が提供できる業務は他諸国の民間軍事警 
備会社が提供する内容とは大幅に異なる」 
および「中国の民間警備会社の従業員 
は比較的若年層で、中国人民解放軍 
の退役軍人を雇用している会社もあるが、 
概して人員には戦闘経験が乏しく、
海外で活動する際に通常は兵器を所持 
・使用することはない」と記されている。
オンライン雑誌のザ・ディプロマット 

 （The Diplomat）の報道では、中国 
の民間警備会社を活用して海外での
中国投資を確保することは、中国の
資金を中国経済内に維持するという
習主席の意に敵う。同誌によると、
民間警備会社を利用することで 
発生する中国の別の利点として、 
中国人労働者から中国の国家機密と
企業機密が漏洩する確率が低下する
ことが挙げられる。 
書籍「China’s Private Army: 

Protecting the New Silk Road 
 （仮訳：中国の私兵：新たな一帯一路 
を保護）」を著述したアレサンドロ 
・アルドゥイーノ（Alessandro 
Arduino）著者がザ・ディプロマット
の記事で述べたところでは、現在も
中国の民間軍事警備会社の海外での
活動範囲は比較的狭く、中国の法律
により中国国外での兵器使用が 
禁止されている。それでも中国の 
民間軍事警備会社の活動 
については未だ疑問が残る。
 「2 つの重要な疑問として、海外に

駐在する中国人要員の数が過剰 
になるのはいつか？そして、民間警
備会社の要員が一層積極的に武力を
行使できるように中国の銃規制が 
変更される可能性があるか？」と、
アルドゥイーノ著者は記している。 
同著者は未解明の疑問として、 

中国の民間警備会社が政府からの命令 
により動くようになるか、また中国政府 
が明確な行動規範と関連交戦規則を
制定するどうかを挙げている。

中国の
腕力
民間軍事警備会社による
中国共産党資産の保護
FORUM スタッフ

国にはロシアの関与をかわす力
はもう残っていないとロシアは
考えている。
スカンキン博士の見解によると、シ

リアと同様の経過を辿ってまもなく汚
職とインサイダー取引が発生する。
つまり、ロシア政府が天然資源の確
保と引き換えに軍事支援と安保支
援を提供し、諸国の首脳陣と水面下
で二国間協定を密約するということ
である。 
同博士の論文には、「こうした陰

謀により、利益の一部は（関与する
企業経由で）ロシアの国家予算に費
やされ、実際に政府と密接な関係
があり得る個人に残りが分配され
る」と記されている。
同論文によると、2017 年後半

にロシアの傭兵が中央アフリカ
とスーダンに派遣されたという
噂が流れた後、プリゴジン氏に
関連するロバイエ・インベスト
（Lobaye Invest）と M インベスト
（M-Invest）という 2 企業が金、	
ダイヤモンド、ウランなどの採掘ラ
イセンスを獲得している。また、同論
文には、ワグナー・グループの要員が
中央アフリカ共和国のフォースタン
＝アルシャンジュ・トゥアデラ大統領
の身辺警護を行い、金鉱の保安業務を担
っていると記されている。 
2018 年には、ワグナー・グループ

の部隊が地元の治安部隊に訓練を提供
していたスーダンから近隣の中央	
アフリカに入国した事実を調査してい
た 3 人のロシア人ジャーナリストが

2018 年には、 
ロシアのワグナー 
・グループの部隊が 
地元の治安部隊に訓練を

提供していた 
スーダンから近隣の中央 
アフリカに入国 
した事実を調査 
していた 3 人の 

ロシア人ジャーナリスト 
が殺害されるという 
事件が発生している。
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殺害されるという事件が発生している。2019 年ま	
でにはロシアが中央アフリカに軍事基地を設置する	
可能性が伝えられるようになった。
表面的には中央アフリカがロシアの存在と影響力

の標的になる可能性は低いように思われるが、長年にわたる	
同国の不安定な情勢、そして豊富なダイヤモンド、金、	
ウラン、石油の鉱床はロシアが影響力を行使するには
絶好の条件となる。ジェームズタウン財団の分析	
によると、プーチン大統領は「軍事技術協力」に依存
する冷戦時代のソビエト連邦のモデルに従い、中央	
アフリカの状況を巧みに利用している。2018 年 8 月には	
ロシアと中央アフリカ両政府間で正式な軍事協力協定
が締結され、これでロシア政府は2つの方法を使用	
して同国内での影響力を拡大した。
同財団の説明では、第一に軍事訓練/指導協定	

として 2018 年 3 月にロシアはロシア軍士官5人と	
 「民間人の軍事教官」170 人を派遣した。軍事教官は
実際にワグナー・グループから派遣されているが、	
ロシア政府はこれを否定している。 
第二に、ロシア政府は中央アフリカ政府に兵器、

弾薬、軍用車両などの軍事装備と技術を供与した。
供与された装備の多くは旧式であるため、ロシア	
政府にとってほとんどの支援は安上がりである。	
同財団によると、ロシアの目標はイデオロギー	
よりも経済的利益に傾いている。
ロシアが中央アフリカ政府を支援していると伝	

えられているにも関わらず、ロシアはワグナー・	
グループを利用して同国で「卑怯なコウモリ」	
を演じているような証拠が存在する。
たとえば、カナダの情報誌「ジオポリティカル	

・モニター（Geopolitical Monitor）」は 2020 年 8 月、	
中央アフリカの80％以上が反政府勢力の支配下にあると	
指摘している。ダニエル・シクスト（Daniel Sixto）
著の記事には、「ワグナー・グループは中央アフリカ	
軍に軍事訓練を提供しながら、地元住民を搾取することを	
目的として反政府勢力とも協力を図っていると言	
われている」および「伝えられるところでは、	
反政府勢力と協力を図ったワグナー・グループの	
采配により、ロシアの鉱山会社は反政府勢力支配下
の領土に所在するダイヤモンド鉱山の採掘権を取得
した。これは同地域における同組織の広義の目的に
反する行為である」と記されている。
アブドルハミド・ドベイバ暫定首相率いる暫定政府	

 「国民統一政府」が発足する前、ロシアはリビアの	
内戦において、国連が認定した国民合意政府（GNA）	
に対抗するハリファ・ハフタル（Khalifa Haftar）	
陸軍元帥傘下のリビア国民軍（LNA）を支援するために	
ワグナー・グループの部隊を派遣している。リビアも
石油鉱床が豊富な国で、地中海沿岸は非常に多数の	
戦略的な潜在的勢力が存在している。
事業・技術ニュースの専門ウェブサイト	

 「ビジネスインサイダー」によると、リビアに地雷や他の	
爆発装置を設置し、時には玩具に隠すなどの行為	

を行ったとして、米アフリカ軍（AFRICOM）	
がワグナー・グループを非難している。
ワグナー・グループとプリゴジン氏は影響力を	

オンライン領域にも拡大している。複数の報道	
によると、ハフタル元陸軍元帥とリビアの故独裁者	
の息子であるサイフ・アル・イスラム・ムアンマル	
・アル=カッザーフィー（Saif al-Islam Muammar 
Gaddafi）への支持を高めることを目的として、	
リビア市民を対象としたオンライン影響工作を図	
ったのはワグナー・グループの仕業と考えられている。	
同組織はまた、同様の手段で 2018 年のマダガスカル
大統領選挙にも影響工作を図ったと言われている。
ワグナー・グループにより利益を得ているのは、

プーチン大統領やプリゴジン氏、またロシア政府	
だけではない。同組織に雇用されて海外で活動する人員	
も著しい経済的利益を享受している。TRT 世界研究	
センターが報告したところでは、ワグナー・グループ	
の人員は 3 ヵ月で最大約 160 万円（1 万 6,000 米ドル）
に相当する 100 万ルーブルを稼いでいる。この額は	
ロシア連邦軍兵士として兵役した場合の最大 10 倍にも	
上る。ワグナー・グループで部隊の司令官を務めれば、	
収益はこの最大 3 倍になる。戦死した傭兵の遺族には
560 万円相当（約 5 万 6,000 米ドル）が提供される。
情報コンサルティング企業「グレイ・ダイナミクス	

 （Grey Dynamics）」のアハマド・ハサン（Ahmed 
Hassan）最高経営責任者（CEO）はビジネスインサイダー	
に対して、「ワグナー・グループはロシアの外国への
勢力拡大と軍事的野心のために利用され、権威主義国家	
にとって良好な取引相手となっている」とし、「ご存知	
のように、多くの場合こうした主義の政権は武力で	
市民の暴動を解決しようとする。ワグナー・グループは	
打ってつけの道具である」と説明している。o
元の記事は米アフリカ軍発行の「アフリカ防衛フォーラム」第14巻第3号にに掲載 
されたものである。

中央アフリカ共和国でワグナー・グループの活動を取材している
最中に殺害されたロシア人ジャーナリスト 3 人のうちの 1 人の	
葬式が執り行われたモスクワの葬儀場で故人を悼む人々 ロイター
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ベンガル 
湾地域に 
おける
人身売買対策
女性と児童を搾取する犯罪の阻止に 
励むベンガル湾多分野技術経済協力 
イニシアチブ加盟諸国

著者：アナスア・バスー・レイ・チャウドハリー（ANASUA BASU RAY 
CHAUDHURY）/オブザーバー研究財団（ORF）
写真：AFP/GETTY IMAGES

ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ	
 （BIMSTEC）加盟諸国では、人身売買、
特に女性と児童の人身取引が増加している	
現状が緊急の懸念事項となっている。	

人身売買業者のルート、方法、活動が高度に組織化され、	
ベンガル湾地域内外で犯罪組織の蔓延が進んでいる	
状況は各国当局が認める事実である。世界各地の	
犠牲者の大半は女性で主に成人女性が多いが、	
女児の犠牲者も増加している。
ベンガル湾地域の状況もその例に漏れない。人身売買	

により強制労働や奴隷的慣行（商業的性的搾取を含む）	
に従事させられる女性と児童が脅威的な数に上ってい
るという事実は重大な懸念事項である。統計調査には
限りがあり、その数値に疑問を呈する意見も存在	
することから状況を完全に把握することは至難の業	
である。ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ
加盟国にはバングラデシュ、ブータン、インド、	
ミャンマー、ネパール、スリランカ、タイが含まれる。
情報不足とは言え、同イニシアチブは利用できる	

データに高い注意を払っている。本記事では、ベンガル	
湾地域、特に人身売買に絡む国際的な組織犯罪の巣窟
であるバングラデシュ・インド・ネパール隣接地帯周辺	
の女性の人身売買の概要と分析をお伝えする。 
データを見ると人身売買と強制移住の関連性が明	

らかとなる。また、女性と児童がどのように人身売買

の餌食となるか、どのような多国間共通の法的機構が
ベンガル湾地域内に存在するか、準地域的な組織	
としてベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ	
がどのように課題に対応しているかといった重要な	
問題が提起される。 

方針の制定
2000 年 11 月に「国際組織犯罪防止条約人身取引議定書	
 （パレルモ議定書）」が国連総会で採択され2003	
年 12 月に発効した。同議定書において人身売買は	
 「搾取を目的として、脅迫または暴力の行使、あるいは	
他の形態の強制、誘拐、詐欺、欺瞞、権力の濫用、	
脆弱な立場の利用、もしくは他者を支配下に置く者の
同意を得る目的で行われる金銭や利益の授受という	
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手段を用いて人を獲得、輸送、引き渡し、	
蔵匿、または収受する行為」と定義されている。
搾取には、さまざまな形態の性的搾取、	

強制労働または役務、奴隷化または奴隷制に
類似した慣行、隷属、あるいは販売を目的	
とした臓器の摘出が含まれる。子どもと	
女性の人身売買禁止ネットワーク（GAATW）	
の報告書「Collateral Damage:The Impact 
of Anti-Trafficking Measures on Human 
Rights around the World（仮訳：巻き添え
被害：人身売買防止対策により世界の人権に
及ぼされる影響）」には、人身売買は社会的	
・経済的・犯罪的要因、性別、健康、移住、開発	
が含まれる多面的な現象であると記されている。

国連薬物犯罪事務所（UNODC）が発表	
した 2018 年度「人身売買に関するグローバ
ルレポート」によると、過去 10 年間だけを見	
ても被害者特定数と人身売買業者の数が	
世界的に増加傾向にある。特にベンガル湾地域	
では人身売買に関するデータが不足しているが、	
国連薬物犯罪事務所発行の報告書を利用	
することで、南アジアと東アジアの状況を	
把握することができる。同報告書によると、
南アジアにおける人身売買被害者総数の中では、	
女性が 59％、男性が 41％ を占めている。	
全事件数の中では、性的搾取を目的とした	
人身売買（50％）が強制労働を目的とした	
人身売買（49％）とほぼ同割合で並んでいる。 

ニューデリーの 
警察署に掲示 
された行方不明 
のインド人児童等
の写真
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2016 年に東アジアと太平洋地域で報告された	
人身売買被害者総数の 67％ は女性であった。同犠牲者	
の約 60％ が性的搾取、38％ が強制労働を目的とした
人身売買の被害に遭っている。ビルマでは被害者の	
大半が女性となっている。タイの場合は、性的搾取目的	
よりも強制労働目的の人身売買の件数のほうが多く、	
被害者の大部分が男性である。両国共に人身売買の	
罪状で有罪判決を受けた女性の数が特に多いと報告	
されている。有罪判決を受けた人身売買業者の	
大多数は有罪判決を受けた国の国民である。 
国連薬物犯罪事務所の報告書によると、人身売買被害者	

の中では世界の他地域と比較して南アジア出身者	
がかなり高い割合を占めている。南アジア出身の被害者	
は 40 ヵ国超にわたる国で確認されている。被害者の
主な移送先は中東である。割合は低いが、西欧州と	
南欧州、また北米でも犠牲者の存在が確認されている。	
南アジア、特にバングラデシュとインド出身の	
被害者は東南アジアに流される。 
犠牲者の移送先の多様性と確認されている被害者数	

から、東アジアで発生する人身売買が世界的な様相と
考えられる。同地域から北米、中東、西欧州、中央欧州	
への移送は特に重要視する必要がある。カンボジア、
ラオス、ビルマ、ベトナムの被害者の移送先はタイ	
となる。

バングラデシュ、インド、ネパール地域への焦点
地域別の人身売買パターンに基づきアナリストや当局
は特定の国々を発生地と移送先に分類しているが、	
現状はより複雑である。たとえば、インドは移送先	
であるというだけでなく中継地点でもある。同地	
は地域内だけでなく、世界的に女性と児童の	
人身売買移送の仲介地となっているのである。一方、
バングラデシュとネパールは純粋に発生地として	
特徴付けることができる。 
2008 年の報告書によると、バングラデシュとネパール	

からインドに移送された被害者の割合が最も高く、	
それぞれ全体の 2.17％ と 2.6％ を占めている。支援組織	
 「ジャスティス・アンド・ケア」がインド国境警備隊
との協力で発表した報告書には、過去 10 年間に 12 歳
から 30 歳のバングラデシュ人女性と児童 50 万人超が
違法にインドに移送されたと記されている。インドの
国家人権委員会（NHRC）が発表した報告書によると、	
2018 年から 2019 年にかけて、約 3 万5,000人のネパール	
人（男性 1 万 5,000 人、女性 1 万 5,000人、児童 5,000 人）	
が人身売買によりインドに移送されている。
人身売買撲滅を目指す複数の非政府組織（NGO）

の推定によると、1 日に約 50 人の女性被害者がネパール	
からインドへ移送されている。多くの場合、強制労働
を目的とした人身売買のネパール人被害者は、ビルマ
とスリランカ経由で最終目的地に移送される。米国国務省	
の発表では、数十万人に上るロヒンギャがビルマの	
ラカイン州から隣接するバングラデシュに亡命して	
難民化した。この難民の中の相当数の女性と女児が、

売春労働のためにバングラデシュとインドで取引	
されている。 
人身売買業者は移動中またはバングラデシュの難民	

キャンプで生活するロヒンギャの女性と児童を拉致	
して、強制結婚させるためにインド、インドネシア、
マレーシアで売買する。レポートによれば、一部の	
犠牲者は強制労働や性的人身売買の被害にも曝される。
人身売買業者はロヒンギャの女児被害者を	

バングラデシュ内でチッタゴンとダッカに輸送してから、	
国境を越えてネパールのカトマンズとインドのコルカタ	
に売春婦として送り込む。一部には、インターネット
でこうした女児を取引する人身売買業者も存在する。
人身売買被害者は一旦他国に移送されると、権利を	
喪失して事実上無国籍となる。一部は移民労働者として	
他国に送り込まれても、最終的には売春宿に流れ着く。	
これは主に、女性移民労働者の場合は給与が支払	
われるどころか、自身の雇用を保証してくれる	
認可機関や手段が存在しないためである。 
ほとんどの場合、被害者は法的文書や証明書なしで	

移送される。9 歳から 25 歳の女性の非熟練労働者
が人身売買の最脆弱層となる。スリランカ人弁護士
で人権擁護者のラディカ・クマラスワミ（Radhika 
Coomaraswamy）法務博士が著述した女性の人身売買	
に関する国連報告書には、人身売買と移住が交差する
潜在的な合流点を示す重要な指標が示されている。	
移住と人身売買の流れの増加は、要因の組み合わせに
起因している。非識字、貧困、階級間の衝突、自然災害、	
政治不安、民族紛争により、社会の主流から取り残された	
層の脆弱性が高まることで、こうした層に属する人々
が重大な人権侵害の悪影響をさらに受けやすくなる。

多国間共通の法的機構
最近になるまで、ベンガル湾多分野技術経済協力	
イニシアチブ加盟諸国の政府は越境人身売買の問題を
優先事項として取り上げていなかったが、現在では	
同地域のほとんどの諸国が国を挙げて女性と児童の	
人身売買対策に取り組んでいる。国の法令制定による
問題対策を目指すバングラデシュ、インド、ネパール
はおそらく取り組みに最も積極的な国と言える。	
しかし、国内法だけではその実施と執行が問題となる。	
法律を制定したところで、依然として犯罪不処罰の	
慣行が蔓延しているためである。

• 二国間対応
2015 年にバングラデシュとインドの間で調印された
覚書は、人身売買防止の取り組みにおける重要な推進力	
となった。同覚書では、人身売買被害者の定義の拡大、	
帰還支援、合同任務部隊の創設という 3 つの側面に	
焦点が当てられている。インドはビルマやネパール	
といった他の近隣諸国とも同様の協定を締結	
することを計画している。 
インド内閣は 2019 年 11 月、犠牲者の救助、回復、	

帰還支援、復帰を含む人身売買防止対策においてビルマ	
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と二国間協力を図る協定を承認した。タイにおいては、	
社会開発・人間安全保障省、国家警察庁、入国管理局、	
最高検察局、司法省などの機関がビルマ警察や他機関
と協力を図り、ビルマとタイの国境近くのミャワディ
に所在する一時収容施設を通じてビルマ人犠牲者等の
帰還を支援・促進している。

• 南アジア地域協力連合のアプローチ
2002年に南アジア地域協力連合（SAARC）首脳会議
で採択された「買春を目的とした女性および子どもの
不正取引の防止および撲滅に関する条約（Convention 
on Preventing and Combating Trafficking in Women	
and Children for Prostitution）」は、越境人身売買
と不法移住に関連する問題の重要性を認識する上で	
画期的な第一歩となった。しかし、地域的には	
人身売買対策の節目になると捉えられたものの	
同条約には至らない点がある。一例を挙げれば、	
同条約では買春/売春という限られた範囲内で	
人身売買が定義されている。この定義は広げる	
必要性がある。

• ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブの役割
ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブは持続可能	
な成長と地域の平和を維持する上で、テロと国際的な
組織犯罪の撲滅を最も重要な前提条件の1つとして	
認識している。同イニシアチブは 2005 年 12 月にダッカ	
で開催された第8回閣僚会議で、インドを中心として	

テロ対策と越境犯罪の優先分野を追加することで合意
した。こうして、それぞれに主導国が指定された以下	
4 つの下位部会を含む合同活動部会が形成されること
になった。情報共有はスリランカ、テロ資金供与対策	
はタイ、法的問題と法執行関連の課題はインド、麻薬	
・向精神薬の密輸防止はビルマが率いる。2021 年 2 月
にビルマで発生した軍事クーデターにより、	
こうした人身売買防止の取り組みにおけるビルマ	
の役割にどのような影響がもたらされるかは不明	
である。 
2009 年には、「国際テロ、越境組織犯罪・	

違法薬物取引対策条約（BIMSTEC Convention on 
Cooperation in Combating International Terrorism, 
Transnational Organized Crime and Illicit Drug 
Trafficking）」が採択された。15 条から成る同条約は
信頼醸成措置と見なすことができ、各加盟国はそれぞれの	
国内の法規制に従い、国際テロ、越境組織犯罪、	
前駆体化学物質を含む麻薬・向精神薬の違法取引対策
に協力することを誓約したが、同条約には人身売買	
や不法移住に関する条項は含まれていない。 
ブータン以外の全加盟国が同条約を批准した。しかし、	

原則としてブータンも人身売買対策に関する議題には
同意している。ブータンとインドの間ではすでに	
犯人引き渡し条約が締結されているため、ベンガル	
湾多分野技術経済協力イニシアチブ加盟国内における
犯人引き渡し条約の性質については未だ明確性が欠如
している。

人身売買被害者の 
可能性を踏まえて、 
女性と女児が乗車 
する車両を検問する 
ネパールの警察官
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推奨事項
ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブは、	
国境内における人身売買防止を目的とした集団的措置
は未だ講じていない。加盟諸国の人口を考慮すると、
刑事司法による対応には限界があると考えられる。	
たとえば、2016 年の報告書によると南アジア諸国	
における有罪判決率は他の人口過密国よりも低い。	
この状況は同イニシアチブ加盟諸国でも	
同様である。 
ベンガル湾地域では各国政府により人身売買防止	

イニシアチブの導入という偉業が成し遂げられたものの、	
未だに犯罪活動の取り締まりが厳しいとは言い難い。
多くの住民にとって越境は日常的な行為である。	
したがって国境検問所における警備員の任務が非常	
に重要となる。人身売買のリスクと対応策は実用的な
情報として拡散し、難民、国内避難民、移送ルート	
近辺の地域社会に提供するべきである。 
人身売買防止戦略を促進する上で、国際社会の	

役割も間違いなく重要である。これに関しては、	
国連薬物犯罪事務所の 2018 年度報告書において、	
国際社会が「特に紛争地域およびこの凶悪犯罪活動が
水面下で続いているすべての社会における人身売買を

阻止する能力と協力体制を迅速に構築して進展させる」	
ことが推奨されている。同報告書では、不安定な社会
経済的環境や迫害を伴う状況下に置かれた人々は、紛争
や迫害から逃れるために移住を余儀なくされ、近隣諸
国で不正な求人に応募する、または不正な求婚を受け
入れることで、結果的に搾取的な状況に陥れられると
説明されている。また、「住民が暴力に直接関与して
いなくても、武力紛争により周辺地域住民の生活に悪影
響が及ぼされる可能性が高い。繰り返しになるが、	
人身売買業者は強制移動、収益生成機会の欠如、差別、
家族離散を要因として特に脆弱性が高まっている地域社
会を標的にする可能性がある」とも記されている。
本記事を締めくくる前に、ベンガル湾多分野技術経

済協力イニシアチブ加盟諸国における人身売買対策	

として以下の措置を提案したい。
•	より包括的な見方 
ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブの
テロ対策部門や越境犯罪部門の抱負に基づき、
より焦点を絞った協調的な取り組みを導入	
することで、人身売買に相互接続する分野	
すべてに取り組む必要がある。不法越境移住	
のさまざまな側面を取り入れて、人身売買の	
定義をより包括的な方法で検討する必要がある。	
また、諸国間協力を実現するために加盟諸国	
はより強力にインフラと制度を接続し、規則、
規制、政策を集中させることでテロ対策と	
越境犯罪対策を強化する必要がある。
•	被害者の視点の理解 
通常、性的搾取を目的とした人身売買は犯罪者
による身体的暴力や他の強制手段を通して行	
われるが、被害者は虐待や欺瞞によりこうした
状況に陥る場合もある。人身売買に対処する	
機関は被害者の身体的、心理的、社会的、	
経済的必要性に対応することを目的として、	
協力を計りながら性的搾取が発生することの多
い複雑な状況と現実を特定する必要がある。

•	自由な情報交換 
この類の組織犯罪には越境という性質が伴うた
め、加盟諸国間で自由かつ公正な情報交換を行
うことが重要となる。ほとんどの場合、被害者
データは体系的に収集されていない。ベンガル
湾地域の大半の諸国は国連のパレルモ議定書を
批准しており、適切な法律を制定しているた
め、今こそ同議定書の規定の執行に焦点を当て
る時である。責任の共有と国際協力の精神および	
人身売買の流れの影響を受ける近隣諸国からの
支援により、人身売買防止の取り組みを加速す
ることができる。
•	非政府組織や国際機関の関与依	
然として越境人身売買の犯罪網が巣食っているが、国

ロヒンギャ難民を
インドネシアに 
違法に移送した嫌疑 
で拘留されている
容疑者等。ビルマ
から亡命した 
ロヒンギャ難民 
の多くが国際人身
売買組織による 
犠牲者 
となっており、 
その取引額は 
数百万米ドル 
に及ぶ。
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際協力と国内司法措置により適切な対応策を見
出すことが可能である。非政府組織や国際機関
など、同分野に関連するさまざまな利害関係組
織が一貫して協議・協力を図る必要がある。
•	ジェンダー、移住、労働に関する問題への取
り組みベ	
ンガル湾多分野技術経済協力イニシアチブ加
盟諸国内における女性と児童の人身売買は、
地域内における違法移動と不法移住の増加と
並行して増加している。隣国の経済成長、	
相対的繁栄、平和がその牽引要因となる。	
つまり経済が成長すれば、輸入労働力に対す
る需要が増加する。特に若年層の女性は従順
性が高く、標準以下の労働条件にも異議を唱え
る可能性が低いと考えられているため需要が高
い。ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアチ
ブはジェンダー、移住、労働に関連する問題を
結び付けることに取り組むべきである。
•	児童人身売買の防止措置児	
童の人身売買は緊急の懸念事項である。包括
的なアプローチにより、搾取の常套手段に対
する児童の脆弱性を低下させる必要がある。	
難民キャンプのように人身売買リスクが高い	
環境では特に、質の高い教育を提供する	
プログラムにすべての児童を含めることがで
きれば、児童の人身売買防止措置がより効果
的に機能する。

まとめ
憲章と規定の決定の最終段階に
入っているベンガル湾多分野技
術経済協力イニシアチブが、	
人身売買の問題をその優先課題に含
めることが期待されている。信頼
性の高い最新データというもの
は入手困難である。それでも特にバ
ングラデシュ、インド、ネパールの
隣接地帯に関しては手元にある
データを分析することで、各国
政府と同イニシアチブが一丸と
なって迅速かつ適切に対応しな
ければならない悲惨な状況を把
握することができる。 
最終的に同イニシアチブは地域

の平和を維持する上で、テロと国際的な組織犯罪の撲滅
を最も重要な前提条件の 1 つとして認識することがで
きた。このように優先順位が設定されたことで、同
イニシアチブ加盟諸国間におけるより焦点を絞った
情報交換の必要性および人身売買関連問題の範囲に
対するより包括的な見方が自ずと促進されるように
なる。o

元の記事はオブザーバー研究財団が 2020 年 11 月に公開したもので、FORUM のフォーマット 
に合うように編集されている。元の記事：https://www.orfonline.org/research/
strengthening-anti-human-trafficking-mechanisms-in-the-bay-of-bengal-region/

ネパールのカトマンズに
所在する被害者支援組織	
 「シャクティ・サムハ	
 （Shakti Samuha）」	
の避難施設で実施されている	
非公式の授業に参加	
する住民等。人身売買の
被害者等により設立	
されたシャクティ・サムハ	
は法律相談、職業訓練、
避難施設の運営、	
カウンセリングや医療	
の提供を通じて被害者等	
が自信を取り戻	
せるように支援	
している。



平和維持活動への 

人権観念 
の導入

ナミエ・ディ・ラッツァ（NAMIE DI RAZZA）博士＆ジェイク・シャーマン（JAKE SHERMAN）/国際平和研究所（IPI）
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活動強化を目的として重要分野における即応性を推進する国連

国国連平和維持活動（PKO）の成果と説明責任の改善
に向けた改革の推進を目的として、国連事務局と 
軍事・警察要員派遣国（CCs/PCCs）が現地派遣要
員の作戦即応性を強化することが期待されている。
同目的を達成するには、平和維持軍が訓練を受けて
国連の原則、価値観、基準、政策に従って任務を 
遂行する上で必要となる知識、専門知識、設備装備、 
思考態度を確実に身に付ける必要がある。

国際連合安全保障理事会（United Nations Security 
Council）決議により承認された任務の責任を効果的
に遂行するには、現地活動要員（制服組/軍衣を 
着用して活動に当たる自衛官、警察職員、兵士） 
の作戦即応性が非常に重要となる。そのため、2015 年 
に国連平和活動局（DPO）と現地支援局（DFS） 
が作戦即応性の確実性および成果改善に関する方針および 
関連ガイドラインを策定した。同方針が制定されて
以来、全体的な成果の一端として人権に関連する重要 
な役割が徐々に認識されるようになった。たとえば、 
 「PKO のための行動（A4P）」イニシアティブの 
 「共同コミットメント宣言」の一環として、要員派遣国 
と国連事務局は平和維持活動において文民と人権の
保護に著しく貢献することを再確認している。

また、「効果的に成果を達成するために必要な 
要員と能力の派遣前の準備支援および既存の 
人権審査方針を支持する」必要性を認識している。
要員派遣国はまた、「今後派遣される要員が 
国連平和維持活動の任務に関する国連の基準を満 
たしていることを証明する」ことにも注力している。

本記事では、人権に対する平和維持軍の即応性に
関する概念の定義について考察する。平和維持軍は
平和維持活動をより効果的かつ目的に適合したもの
とするための活動の即応性を補完することを目的 
としている。国連平和維持活動の観点において、 
人権対応に関連する即応性には軍事・警察要員派遣国 
の派遣要員が任務のため人権関連事項に対する 
準備態勢を整え、人権組織などと協力を図りながら
文民保護義務を含む計画や活動で人権を考慮して 
積極的に行動できるということが含まれる。

既存する国連の方針の枠組、基準、イニシアチブ
に基づいて、こうした即応性には平和維持活動に 
従事する際に要員が国際人道法（IHL）と国際人権法 
 （IHRL）を尊重するという義務が含まれる。また、
国連憲章と国連方針に基づき、任務において人権を
推進・促進し、同義務を果たすために国連が提供 
する支援を尊重するという義務も含まれる。

軍事・警察要員派遣国と国連が現地活動要員の 
部隊編成、運用構成、評価に人権・人道法を 
浸透させることで要員の即応性を支援および 
査定することにより、人権対応に関して平和維持軍
に即応性が備わっていることを保証する必要がある。
これには部隊編成と派遣前工程の指針となる方針、 
標準運用手順（SOP）、機構に人権・人道法を組み込
むことが含まれる。特に訓練と装備要件、認証、 
審査、選択工程に関してはこれが重要となる。

また、人権対応に関連する即応性については規制
および慣行に説明責任の構造を確立することで、 
活動要員が確実に人権義務を遵守するように手配 
する必要がある。本記事では人権対応の即応性に関
する機会と不備を分析し、平和維持活動要員の 

モンゴルで米国海兵隊と共に護衛作戦演習を実施するネパール	
平和維持軍バリンダ・オニール・ドレスル（BALINDA O’NEAL DRESEL）二等軍曹/米国陸軍州兵（ARNG）

ネパール陸軍が主導する世界的な平和活動訓練において、複数国の
兵士と並んで隊列を組むネパール軍兵士等	
エイプリル・デイビス（APRIL DAVIS）二等軍曹/米国陸軍
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人権対応の即応性を改善する方法を考察する。	
これには、人権を尊重かつ推進して現場任務で	
人権を考慮できるだけの準備態勢、能力、度量、	
献身力が含まれる。
包括的な人権対応の即応性を実現するには	

派遣前、派遣中、派遣後の活動要員の運用構成と	
方法に人権に対する配慮を組み込んだ構造も必要	
となる。同枠組の開発工程は、部隊編成の計画、	
派遣前の評価、訓練により準備態勢が整った	
活動要員を派遣するために必要な手順に焦点を	
当てることから始まる。

国連平和維持活動における人権
それぞれの任務に明確な人権義務が含まれているか
否かを問わず、人権は国連平和活動の中核に据	
えられている。すべての多面的な平和維持活動を含
む平和活動の大半には、監視と調査を通じた人権の
促進と保護、分析と報告、国内人権機関などの	
国家機関と市民社会の能力開発、早期警戒、文民保護	
 （POC）、犯罪の不処罰防止に関する政府支援という
任務が含まれる。
また、多くの平和活動には文民の保護が義務付	

けられている。この目的は軍隊や警察、また	
人権関連部門などの民間組織との統合的な取り組	
みにより達成できる。こうした活動には明示的	
な人権義務が付随する場合もある。
平和活動の観点からは、文民保護は物理的暴力による	

脅威の防御を指す。したがって、これは生存権	
と身体的完全性を保証することを目的とした人権活動	

だけでなく、人権法で規定されているように	
生存権に対する脅威と虐待から人々を保護する	
積極的義務と密接に関連している。文民保護は対話
と関与、物理的保護の提供、保護環境の確立	
という 3 層を通じて追求する。
この任務の一環として行われる人権活動には、	

虐待の調査と監視、国際人道法に対する感覚の強化、	
犯罪の不処罰防止などが含まれる。さらに、	
これらすべてが民間人に対する身体的暴力の脅威	
の防止と対応に繋がる。国際法に根ざした国連の	
文民保護方針には、文民保護の義務は「国際人道法、	
国際人権法、国際難民法、関連基準の最も深刻な	
違反防止に対する国際社会の決意の表れ」であり、
これは「こうした法的枠組の精神と文書の両方で	
実装する必要がある」と説明されている。
人権関係者、軍隊、警察職員間で緊密に協力を図り、	

さまざまな種類の専門知識、それぞれの手段、	
比較優位性を利用することで、文民保護に対する	
任務の影響力を最大化することができる。文民保護
と人権に関する任務固有の義務の範囲外においても、	
すべての国連平和活動と全国連職員は義務を履行	
する際に人権基準および国際人権法と国際難民法を
遵守し、国連人権原則を支持することが法的に	
義務付けられている。
「国連平和維持活動：原則と指針（キャップスト

ーンドクトリン）」には「国際人権法は国連平和維
持活動の規範的枠組の不可欠な部分」と定められており、	
 「軍隊か警察か文民かを問わず、国連平和維持活動要員	
は自身の任務の遂行が人権とどのように関連するかを	

コンゴ民主共和国の北キヴ州の町、 
ブナガナ郊外に所在する国連移動作戦基地 

を警備するインドの平和維持活動要員 
AFP/GETTY IMAGES



理解する必要がある」と明示されている。国連の 
方針文書にも平和活動における人権の中心性が 
一貫して繰り返して詳述されている。
2011 年の国連方針により、特別な政治的任務や

平和維持活動を含むすべての平和活動に人権を組 
み込むことが規定された。同方針に基づくと、 
人権義務が含まれない任務の場合も人権基準を支持 
・推進することが義務付けられており、義務の遂行
により人権に悪影響を及ぼすことが禁止されている。 
同方針には、機能を通じて人権を推進する任務を負
う部隊と班の役割が定義されている。

部隊編成における人権対応の即応性
事務総長が発表した報告書「The future of United 
Nations peace operations: implementation of the 
recommendations of the High-level Independent 
Panel on Peace Operations（仮訳：国連平和活動
の未来：平和活動に関する高官独立委員会の勧告の
実施）」には、「官民両方の国連職員が国連の 
価値観に沿って行動することが不可欠である」および 
 「要員派遣先の諸国の人権記録と活動状況がこの 
不可欠な部分となる」と指摘されている。これに 

従うと、人権は審査から要員選択に至るまでの 
部隊編成手順の一部と見なされる必要がある。 
派遣平和維持要員による人権侵害を確実に防止 
するためにこれまで多くの取り組みが実施されてきたが、 
現体制では人権の推進と保護に対する即応性を備 
える候補者を選別するのではなく、主に公式な方針
と工程を用いた審査より欠陥者を排除することに 
焦点が向けられている。
部隊編成手順の一環として、評価と助言のための

訪問（AAV）、（オプションの）作戦に関する 
助言のための訪問、派遣前の訪問（PDV）など 
国連担当者が要員派遣国を訪問する。こうした訪問
は国連平和維持活動を目的として派遣される個々の
部隊の作戦即応性を確認することが目的である。評価 
と助言のための訪問は部隊が結成される前に実施され、 
訓練と部隊存続能力という観点から平和活動に対 
する部隊の準備態勢が整っていることの確認に焦点
が当てられる。軍務能力だけでなく、性的搾取や 
虐待などに関する行動や自制心も評価対象となる。
国連事務局軍事部（OMA）部隊編成サービス 

 （FGS）が主導する部隊派遣前の訪問には、 
国連平和活動局の統合訓練サービスの代表者と 

2021 年 4 月、マリにおける国連平和維
持活動への出発前、訓練完了を祝する
パレードで行進するスリランカの部隊 
AFP/GETTY IMAGES
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活動支援局（DOS）の部隊所有装備品担当人員が含
まれる。これは派遣国の能力を検証し、貢献能力を	
評価することを目的としている。非常に最近、派遣前
の訪問審査が強化され、文民保護などの軍事技能の	
検証が含まれるようになった。
同審査を指導するため国連事務局軍事部は	

国連歩兵大隊マニュアル（UNIBAM）改訂版に従い、	
歩兵大隊の文民保護に関連する任務、条件、	
基準を評価している。驚くべきことに、	
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）は軍事・	
警察要員派遣国の作戦即応性枠組の策定には関与	
していない。
部隊の作戦即応性の要素の1つとして人権が含	

まれてはいるものの、これに関する助言や派遣前の訪問	
には人権専門家は体系的に参加しない。多くの場合、
訪問では訓練と装備要件に焦点が当てられ、軍事・	
警察要員派遣国が確立した手順が国連の方針で定義	
される作戦即応性基準に準拠していることを公式に認識	
するための官僚主義的な演習に終始する。そのため、
派遣前に実施される訓練に人権関連の基本的な訓練内容	
が含まれていること確認することを除けば、同訪問は
必ずしも人権対応に関連する即応性を評価することを
意図したものではない。派遣中の任務遂行状況の評価
により、特定の平和維持軍の部隊に人権関連の欠点	
があることが判明した場合は、理論的には同評価内容
を次の派遣前の訪問に組み込んで要員派遣国と協議を
行うことができる。しかし実際には、こうした評価	
において人権対応の即応性がどの程度重要な問題と見
なされるかは未だ不明瞭である。
国連当局自体が認識しているように、人権は依然

として取り扱いに注意を要する問題であり、外交文書
や自己認証要件に記されている定型文以外には、軍事	
・警察要員派遣国がどのように人権に対応するべきかを	
説明する明確なガイダンスは存在しない。また、	
部隊編成の過程には実質的な訓練の実施や多くの文書	
の提出といった煩雑な作業が伴うため、すでにこうした	
要件が要員派遣国の負担になっているという気配が強い。	
そのため、人権対応の即応性に関する別の枠組策定	
に対する意欲は依然として低い。さらに、軍隊と	
作戦地域の司令官による部隊評価に文民保護関連の	
考慮事項が含まれたのはつい最近のことである。

派遣前訓練：国家の責任
国連平和維持活動に参加させる兵士と警察職員に	
派遣前訓練を提供する責任は要員派遣国にある。	
軍事・警察要員派遣国を支援することを目的として、
国連平和活動局の統合訓練サービスは国連人権高等弁
務官事務所を含む国連組織全体の実質的な専門知識を
活用して、標準訓練資料を作成して定期的にこれを	
更新している。統合訓練サービスはまた、要員派遣国	
を支援するため2つの方法を用いて訓練を提供している。	
1 つはモバイル訓練隊による手法で、これによりそれ
ぞれの国の訓練能力強化を図る。もう1つは軍事・	

警察要員派遣国で自国の活動要員に派遣前訓練を	
提供する教官向けの教官訓練コースである。
人権関連内容が含まれる訓練には、国連人権高等

弁務官事務所の専門家が同事務所の能力の範囲内で	
両方の種類の訓練に高い頻度で関与する。国連の中核
となる派遣前訓練資料はすべての兵士と警察職員が	
国連の平和維持の原則、ガイダンス、方針を理解	
するための共通の基盤となるもので、これには一般的要素、	
専門的要素、任務固有の要素が含まれている。また、
国際人権法や国際人道法の概要、人権を推進・保護	
する上での国連平和維持活動要員の義務、女性と児童	
の権利を含む人権関連の任務の責任、国連平和維持活動	
における文民保護など、国連平和維持活動の法的枠組
に関する項目も含まれる。

派遣前訓練と任務・軍事訓練との間の 
ギャップ
現在の平和維持要員の訓練は、任務の作戦において	
人権をどのように支援するかではなく、規範的な枠組
に焦点が当てられている。多くの場合、活動要員に対	
する人権啓蒙は人権規範と法的枠組を提示するだけで	
終わる。兵士が計画策定と作戦実施を行う上でどのように	
人権を考慮し、任務中に人権関係者と協力を図るかを
指導する訓練を実施して、人権に対する感覚を強化	
する機会が提供されることは滅多にない。こうした	
訓練を提供しなければ一部の兵士が人権問題はすべて
人権関連部門の責任と捉えてしまう危険性がある。	
その場合、人権に対する兵士自身の責任感が弱	
まるというリスクが発生する。
これは平和維持活動の基礎となる規範的枠組と	

任務において遂行されるべき人権関連の義務との間	
だけでなく、文民保護と人権の間の断絶を示唆	
するものである。一部の国連の訓練指導者や	
人権関連人員は、国際人道法や国際人権法を作戦上	
でにどのように解釈するべきかを活動要員が大	
まかにしか理解できないような既存の訓練慣行と	
方法は不十分であることを認めている。
現行の訓練では適用される法律、規範、方針に関

する十分な知識を要員に提供していないだけでなく、
活動要員が人権関係者と協力を図る方法も指導	
していない。要するに、こうした訓練慣行では人権の知識	
を日常的な実践活動に活かせないということである。
赤十字国際委員会（ICRC）は、「訓練において	
国際人道法および/または国際人権法の内容を原文	
のままで数時間指導するだけではとても効果的とは言
えない」と指摘している。
同機関の専門家等の主張によると、平和維持活動

と広義の文民保護の観点から人権を理解させるには、
要員派遣国が人権をより広範な訓練に組み込んで、	
すべての軍隊と警察、特に司令官と参謀将校を指導	
する必要がある。派遣前の訓練で初めて平和維持活動要員	
に人権の原則と法的概念を指導するのでは遅すぎる。
多くの場合、この類の訓練は兵士の基本的技能を確保



61IPD FORUMFORUM

することに焦点が当てられているためである。	
赤十字国際委員会は、「歴史的考察と社会心理学の
観点から、基礎訓練の目的（鈍感化、植え込まれた
兵士の殺害に対する抵抗感の排除、部隊の結束、	
指揮系統に従う従順性の開発）は国際人道法に関する	
訓練の目的の多くと相反している」と主張する。
国際人権法についても同じことが言える。多くの	

主要軍事・警察要員派遣国では標準的に実施	
されていないが、国際人道法と国際人権法に関する
訓練は、一般的な軍事訓練と警察学校の科目に有意義	
に組み込む必要がある。これにより兵士や警官職員
がこの課題に繰り返し触れ、反復的に演習を受	
けられることで適切な感覚を育成することができる。

任務全体を通した人権保護
人権状況の監視を主な任務とする国連エルサルバドル	
監視団（ONUSAL）が1991年に設立されて以来、	
人権の保護と推進は平和維持活動における不可欠な
要素となっている。この点においては人権組織が	
重要な役割を果たすが、人権の保護は民間人の	
人権保護を担当する者だけでなく、軍隊や警察の	
人員や機関に課せられる任務全体の責任である。
現在、国連の平和維持活動の運用実績にはますます	

注目が集まるようになってきた。成果の重要な鍵を
握っているのは、人権に関する国連の活動要員	
の即応性であり、かつ国連の信頼性と評判、	
そして侵害予防に対する国連の取り組みである。	

平和維持活動の専門性を高めるためには、国連と	
要員派遣国は各活動要員が自らの人権責任を理解	
していること、そしてこれを遂行する技能および	
人権関係者や機関の任務を支えられる能力を備	
えていることを確認する必要がある。
人権は部隊編成と準備の工程に体系的に組み入	

れる必要がある。これにより、国民にとって	
平和維持活動がより頼れるものとなり、国連の	
提携機関からの信頼性も高まる。人権対応に関連	
する即応性を枠組として、これに照らし合わせながら	
軍事・警察要員派遣国に既存する人権基準関連の	
運用要件を評価することが意図されている。作戦即応性	
と同様に、これは平和活動に関連する機関や要素に
関与する国連事務局と軍事・警察要員派遣国の共同
の取り組みとするべきである。
国連平和活動局が展開する軍隊と警察の人権対応	

の即応性を強化するには、軍事・警察要員派遣国と
国連が具体的な措置を講じる必要がある。そうすれば	
人権基準を支持し、任務において人権をより良く	
配慮できる派遣部隊を確立することができる。また、	
これにより活動要員が各自の責任を確実に遂行	
できるようになる。o

ナミエ・ディ・ラッツァ(Namie Di Razza)博士は国連平和活動と文民保護に取り組んだ後、 
2016 年 10 月に国際平和研究所に所属した。ジェイク・シャーマン(Jake Sherman)は 
国際平和研究所のプログラム担当上級幹部、また同研究所が運営するブライアン・ 
アークハート平和活動センターの幹部を務める。本記事は FORUM のフォーマットに合うように 
編集されたものである。国際平和研究所が2020年4月に発行した報告書全文：visit https://www.
ipinst.org/2020/04/integrating-human-rights-into-operational-readiness-of-un-peacekeepers

バングラデシュにおける 
平和維持活動中に国連の 

仮設給食施設に入る準備を整
えるフィリピンの兵士等 

ジョン・ダイアー（JON DYER）曹長/米国空軍
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ボイスIPDF

通称「Quad（クアッド）」として知られる	
日米豪印戦略対話（4ヵ国戦略対話）	
加盟国が 2021 年 3 月に仮想形式で開催

した首脳会談では、中華人民共和国（中国）	
が名指しされることはなかったものの、中国政府
は困惑を隠し切れなかったようだ。中国共産党機関紙	
である人民日報傘下の「環球時報」の英語版	
 「グローバル・タイムズ（Global Times）」が報	
じたところでは、加盟国のオーストラリア、インド、	
日本、米国は同会議が開催される以前から	
 「中国の脅威」を過剰に批判してきたと中国は	
主張している。どうやら中国は「民主主義の	
価値観に支えられ、強制による制約のない」	
包摂的で健全かつ自由で開かれた地域を追求する
日米豪印戦略対話の構想が、中国中心のインド	
太平洋を築くという大望な足枷になると考えたようだ。	
希望的観測として日米豪印戦略対話加盟国の	
結束力がまだ固まっていないとする見解を中国は	
再考すべきかもしれない。2021 年 9 月にホワイトハウス	
で初の対面首脳会議を開催した同加盟 4 ヵ国は、
焦点を絞った 3 つの作業部会（WG）を設立	
することで重要な目的達成に向けて協力	
することで合意している。

一見無害の協議に潜む明確な意思表明
安全と繁栄の推進およびインド太平洋や他地域に
対する脅威の打倒に向けて、国際法の下で法治に
基づく自由で開かれた地域を確立する取り組	
みについて、日米豪印戦略対話加盟国は全会一致	
で合意したと表明した。しかし、世界的な注目を
集めた議題は、相乗効果を狙ったワクチン製造	
の共同パンデミック対策計画であった。加盟諸国	
は日米豪の協力の下、インドを製造拠点として	
2022 年までに新型コロナウイルス感染症	
 （COVID-19）ワクチン10 億回分を製造すると	
発表している。他2つの作業部会は重要な新興技術	
と気候変動に焦点を当てている。
会議での協議は当たり障りのない内容に見	

えるが、初の対面首脳会議が開催された背景には、	
航行の自由と領空通過権に関連する問題や日米豪印	
に対する中国の「攻撃」と「抑圧」に関する懸念
があることに中国政府は感付いている。首脳会談中	
に中国を名指しで批判した国はなかったものの、
南シナ海の広大な海域の領有権を訴える中国の	
主張を2016年に違法と判断した常設仲裁裁判所
の裁定を無視して法治に基づく国際秩序を乱し、
引き続きインド太平洋の島嶼諸国に対して強制力
を行使していることは中国自体が心中密かに認識
している事実である。同首脳会議を「選択的多国
間主義」および「ワクチン政治」と批判した中国
の反応には、世界的なワクチン協力体制が出現	
したことで、中国が一方的に利益を貪るために	
構想していた同様の計画が頓挫したことに対	
する鬱憤が表れている。
首脳会議で日米豪印が協議した課題には、	

サイバー空間、テロ対策、高品質なインフラ投資、	
人道支援・災害救援（HADR）が含まれる。サイバー	
攻撃や世界保健機関（WHO）の透明性の欠如	
など、中には中国の関与が疑われる課題も存在	
する。 
法治、航行の自由と領空通過権、民主主義の

価値観、領土保全を支持する日米豪印の主張に対
して不満を募らせた中国政府は、BRICs4 ヵ国	
 （ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ）	
や上海協力機構にとってインドは「否定的な資産」	
で中国の善意を理解しない国として非難するなど、	
グローバル・タイムズ紙の記事を通じて宣伝の	
一斉攻撃を開始した。

問題と相違
中国が国際社会に訴えたいのは、団結した日米豪印	
の民主主義4ヵ国の間には大きな隔たりがあると
いうことだ。しかし、戦略的同盟の発展に伴い、
日米豪印はこうした相違の一部を克服したように
見受けられる。インド太平洋内の多様な定義と	
重点分野に関しては合意できる面が増えている。	

S・B・アスタナ（S B ASTHANA）退役少将/インド陸軍

初の日米豪印戦略対話首脳会談で中国に明確な姿勢を示す加盟 4 ヵ国

中国の困惑の種
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インドはアフリカや湾岸諸国に達するインド洋	
だけなく、インド太平洋の他地域にも焦点を当	
てており、これは他の加盟国の日米豪すべてが引	
き続き注意を集中させている地域である。 
 「通信互換性保護協定（COMCASA）」や	

 「基礎的な交換・協力協定（BECA）」など、米印
が締結した重要な協定および合同海軍演習の実施	
により、北大西洋条約機構（NATO）軍事同盟の	
枠組内で活動する日米豪とインドの相互運用性が
向上した。
日米豪印戦略対話加盟国の中で、数十年にもわたり	

緊張の根源となっている中国と国境を接しているのは
インドのみである。中国は緊張と調和の間で	
中印関係を継続的に揺さぶるという手段で、	

 （写真上）「Quad」として知られる加盟 4 ヵ国が 2021 年 3 月に
仮想形式で開催した日米豪印戦略対話首脳会談で東京から意見
を述べる当時の菅義偉首相（右から2人目）

2021 年 3 月、日米豪印戦略対話の仮想首脳会談にシドニーから
参加するスコット・モリソン（Scott Morrison）豪首相（画面の
映像は左からインド首相、米国大統領、日本首相）AP 通信社

躍起になって日米豪印戦略対話加盟国間の不安
を煽ってきた。ドクラム高地とラダック地域	
という国境での軍事的対立が発生した後は、	
インドにとって中国が信頼できない相手	
であることが非常に明白となったことで、	
インドが自国の立場を比較的明確化するに至った。
日米豪印の加盟4ヵ国と中国との経済的なもつれを	
解消するには、中国への依存を最小限に抑えた
回復力あるサプライチェーン、デジタル、	
技術の生態系が必要となる。
同地域における ASEAN（東南アジア諸国連合）	

の求心性の推進に関する意見は日米豪印でほぼ	
一致してはいるものの、ASEANに対する中国
の影響力を考えれば、これを 4 ヵ国戦略対話	
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の考慮に含めるかどうかはまだ議論の余地
がある。過去には世界大国が中国の無謀な
主義に目を向けることを念頭に、中国の	
攻撃的行動に僅かながらも異議を訴えてきた	
ASEAN 加盟国（フィリピン、ベトナム）
も存在するが、これはほんの一部である。
小国が中国の実力に一国で立ち向かうのは	
至難を極める。こうした時勢の流れにより、	
中国はますます大胆に南シナ海と地域への
侵略を繰り返すようになった。中国は常に
自国の勢力を有利に利用して、狙った相手
を二国間取引に引き摺り込もうとする。	
中国はこのようにオーストラリア、インド、	
日本、米国にも個別に関与することで	
二国間での駆け引きを巧みに利用し、	
継続的に日米豪印戦略対話を弱体化	
させること狙っている。

日米豪印戦略対話発展の可能性
インド洋沿岸部を壊滅的な津波が襲った	
 「2004年スマトラ島沖地震」に関連する優	
れた人道支援・災害救援により日米豪印の

結束が強化されたことが日米豪印戦略対話
の設立に繋がった。年次合同海軍演習	
 「マラバール（Malabar）」により、海賊対策	
や人道支援・災害救援などの海事任務	
における4ヵ国の相互運用性に対する感覚も
高まっている。日米豪印は「人間、物資、
資本、知識が自由に流れる」透明な開けた
同盟関係構築に取り組んでいると自負	
している。 
加盟 4 ヵ国はこの同盟がインド太平洋	

における中国の冒険主義を抑制する役割を
負っていること、また合同軍事力として	
機能する可能性については公式に認	
めていない。実際、日米豪印戦略対話は	
特定国を標的としないという観点から	
外交関係の姿勢を貫いている。
南シナ海と東シナ海に向けて強化されている	

中国の侵略戦略およびラダック地域	
における中印国境紛争は、排他的経済水域	
 （EEZ）の重複や紛争が続く国境から直接的
な影響を受ける諸国だけでなく、世界諸国
にとっても深刻な懸念事項である。中国は

2021 年 3 月、	
ニューデリーで	
新型コロナウイルス	
感染症ワクチン	
の接種を受ける	
ナレンドラ・	
モディ（Narendra 
Modi）印首相
AP 通信社
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継続的に礁を埋め立てて建設した複数の	
人工島を軍事化し、それを島として認	
めることを他諸国に強制するだけでなく	
 「国連海洋法条約（海洋法に関する	
国際連合条約/UNCLOS）」を曲解して	
人工島の基線から 200 海里内を自国の	
排他的経済水域と主張するという策略を	
通して、長年をかけて南シナ海を	
 「中国の湖」に変えてきた。 
中国のこうした侵略行動により、	

世界の海上交通路に沿った航行の自由と	
領空通過権が脅かされ延いては南シナ海に
防空識別圏（ADIZ）が設定される危険性
がある。航行の自由と領空通過権の制限や
法治に反する行動が発生した場合は、	
それがいかなる国によるものであったとしても、	
日米豪印戦略対話の支持の下で	
国際連合安全保障理事会（国連安保理）	
が検討の対象とすべきである。
 「自由で開かれたインド太平洋」構想を

規則に基づく法的枠組として実装する必要
がある。加盟国の中で米国を除く他 3 ヵ国
が国連海洋法条約を批准している。道徳的
な意義を高めるためには、米国も同条約を
批准する必要がある。中国は米国などの	
他国が軍事力を行使して南シナ海の中国	
インフラを解体するような真似	
はしないとほぼ確信している。 
中国はまた、前例のないペースで	

海軍能力も増強している。この観点から、
日米豪印はマラバール演習以外にも 4 ヵ国
の力を強化する措置を講じて海洋統制力の
構築、さらなる相互運用性の改善、中国に
関して注意を要する重要な海洋水路で	
優位性を維持する能力の向上という	
形態で関与を続けていく必要がある。	
日米豪印戦略対話は軍事同盟	
ではないことから、これを発展	
させるには正式な組織と事務局が必要となる。

日米豪印戦略対話の推進に向けて
新型コロナウイルス感染症ワクチン政策	
に関しては、インドを製造拠点として	
オーストラリアの兵站支援により、日本と
米国が資金を提供する。日米豪印が協同	
して医療、科学、金融、製造、重要な	
新興技術、開発能力に取り組むという姿勢は、	
正しい方向に向けた第一歩と考えられる。	
革新技術の共有と気候変動の課題に対する	
能力開発もまた、人類の利益に繋がる。これが	
実現すれば、こうした対策により明らかに	
日米豪印戦略対話が効果的に組織化される。
中国が勢力拡大に注力する中、加盟 4 ヵ	

国も引き続きインド太平洋における航行	
の自由の推進に取り組み軍事演習を続	
けていかなければならない。「航行の自由」	
作戦として多くの軍艦が航行する海域では、	
艦船同士の偶発的な紛争が発生する可能性
がある。そのため、戦略的状況が悪化した
場合は、こうした紛争の誘発を防止	
するために、いわゆる国連の軍事監視団を
派遣する必要性が生じるかもしれない。
経済の重心がインド太平洋に移行し、

同地域が世界の製造拠点になりつつある	
状況の中で多くの諸国が日米豪印戦略対話	
への関与を望んでいる。加盟 4 ヵ国は同盟拡大	
の意図を示してはいないが、この現状を踏	
まえ日米豪印は高い柔軟性をもって志を	
同じくする民主主義国を組み込むことに目
を向ける必要がある。フランス、ドイツ、
英国などの北大西洋条約機構加盟国の海軍
からの支援があれば、平和破壊国をより	
良好に阻止できるであろう。現時点の	
日米豪印戦略対話の形態は中国の冒険主義
を抑制するようには構成されていないかも
しれないが、最も効果的な対中手段の	
1 つとして今後発展する可能性がある。	
日米豪印戦略対話がたとえ中国を名指	
ししなくても、中国の反応を見れば中国がこの	
同盟を警戒していることは明らかである。o

インド・ラダック	
地方の中印国境の峠
を通過するインド	
陸軍護衛隊。日米豪
印戦略対話加盟国	
の中で、中国と国境
を接しているのは	
インドのみである。
AFP/GETTY IMAGES

インドで最も長い歴史を誇るシンクタンク「インド統合戦略研究所 
 （USI）」の主任講師を務めるインド陸軍のS・B・アスタナ退役少将は戦略 
・安保アナリストとしての経歴も有し、国内だけでなく国連などの 
国際的組織における 40 年の経験を持つ叙勲受賞の歩兵将官である。 
元の記事は 2021 年 3 月にインドの英字新聞「ファイナンシャル・ 
エクスプレス」紙のニュースサイトに掲載されたもので、FORUM の 
フォーマットに合うように編集されている。
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今後の期待IPDF

中華人民共和国（中国）が  2021 年 9 月 1 日に
施行した「改正海上交通安全法」（MTSL）
により、中国が主張する領海を航行する	
すべての外国船舶には中国の交通運輸部海
事局 （CMSA）への報告、必要な許可証の
提示、中国の指揮・命令への準拠が義務付

けられることになった。同法律が施行される前の 2021 年 2 月には、
中国政府が主張する海域を防御することを目的として中国海警
局 （CCG）が外国船舶に武力を行使することを認める「海警法」
が可決された。両方の法律は国際秩序に深刻な影響を及ぼすだけで
なく、沿岸諸国はすべての国家の船舶に対して領海の無害通航権を
認める必要があると規定する「国連海洋法条約 （海洋法に関する
国際連合条約/UNCLOS）」に違反している。
中国は 30 年をかけて、紛争海域に関する自国の主張を現在の	

広大な範囲にまで徐々に成文化してきた。1992 年に施行された 	
「中国領海法（中華人民共和国領海及び接続水域法）」も領海と接
続水域などの基本定義を規定する国連海洋法条約に準拠していない
ことから、周辺諸国の懸念が高まる要因となった。中国は同領海法
により、中国沿岸から遠く離れた諸島の隣接する基点の間の基線を
結んだ直線から領海基線を形成する直線基線法を採用することで、
自国の領海と排他的経済水域（EEZ）の定義を拡大し、国際法の下
でこうした海域を使用する権利が認められている他国の権利を継続
的に侵害してきた。
国際法下で認識される範囲よりも広大な海域を中国国内法により

主張することで、中国は地域国家の領土や主権を犠牲にしながら	
強制的な手段を通じて中国の領土目標を前進させる機会を勝手に創
出している。海警法第12条には中国が主張する海域の主権、海洋
権益、人工島、施設、建設の保護が海警局の職責として規定されて
おり、海警局は同法第 20 条に従って、中国の管轄下にある海域、
島嶼、岩礁に外国が建築物、構築物、浮遊装置を建造・設置した場
合はこれを解体する権利も有する。
改正海上交通安全法により、いわゆる中国の「水先区」で航行 およ

び停泊する際に情報提供を義務付ける外国船の種類を指定することで、
中国共産党（CCP）は同海域における活動を一層厳格に管理できるよう
になる。つまり、他諸国の排他的経済水域内であっても中国共産党が紛
争海域に水先区を定義できるということである。

改正海上交通安全法と海警法は、単に国際法
の違反となるだけではない。こうした法律は独
自の司法手続を使用して中国の主張を強化する
という広大な野心を推進する手段となる。
中国は必要に応じて法令を自国の有利とな

るように解釈できるように、漠然と定義された
法的用語を用いるというアプローチを取る。	
海警法第74条には「中国の管轄下にある水域」
には「他の水域」が含まれると規定されている。これは、紛争海域
および物議を醸しながらも1992 年の中国領海法で中国が主張する
海域を指している可能性が高い。一方、改正海上交通安全法につい
ては、運用の厳格性や範囲、または同改正法が実際に執行されるか
否か、執行されるのであればどの海域が適用対象となるかは未だ不
透明である。 
中国は何十年にもわたり地域的に定着していた秩序を覆すことを

望んでおり、国内法はその海洋規則と規範の形成に向けた取り組
みの重要要素となる。東シナ海と南シナ海に関して中国との領有
権紛争が発生している諸国にとって、海警法は明らかに差し迫っ
た脅威である。同法は、中国が海洋における物理的な対立を正当
化するための法的根拠の確立を望んでいるという見方を裏付けるも
のである。
実際問題として中国政府はますます攻撃的な姿勢を取るよう

になっている。中国の経済力と軍事力の増大がこれ以上進めば、
法的に中国の管轄内に含まれるか否かを問わず、意のままに領有
権を主張する地域に中国共産党は国内法を適用できるようにな
る。2020 年度には 25 兆 2,000 億円相当（2,520 億米ドル）の軍事
費を計上した中国では、中国人民解放軍海軍の艦隊と海上民兵の	
船団が地域の海軍や法執行機関を凌ぐほどに巨大化している。	
この観点から、小国の船舶に中国の法律を遵守させることは同国政
府にとっては容易な事と考えられるため、地域の諸国や秩序に基づ
く国際社会の間で警戒心が高まっている。

グエン・タイン・チュン博士はホーチミン市に所在するベトナム国立大学ホーチミン校 
国際研究センター（SCIS）の所長を務める。レ・ゴック・カイン・グァン氏はベトナム  
国立大学ホーチミン校国際研究センターの研究員である。元の記事は 2021 年 9 月 27 日に戦
略国際問題研究所（CSIS）のアジア海洋透明性イニシアチブ（AMTI）ウェブサイトに掲載
されたもので、FORUM のフォーマットに合うように編集されている。

海洋に関する規則の	
成文化 ＆ 秩序の再形成
南シナ海・東シナ海における中国の攻撃行動

グエン・タイン・チュン（NGUYEN THANH TRUNG）博士、レ・ゴック・カイン・グァン（LE NGOC KHANH NGAN）

2021 年 8 月、	
東シナ海を通過	
する海上保安庁	
 （JCG）と米国沿
岸警備隊 （USCG）
の哨戒艇  AP 通信社
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船舶の

2021 年 3 月、タイ南部のナラーティワート県に所在するチュラポーン基地で実施 
された訓練演習中に上陸用舟艇を誘導するタイ王国海軍兵士

最後の写真IPDF

写真：AP 通信社

誘導
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